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第一章 特許、実用新案及び意匠の出願及び手続き 

【2022 年 12 月 1日施行】 

 

1. 書類に対する要求 

1.1 書類 

 1.2 書類への署名 

  1.2.1 自然人の出願人 

  1.2.2 法人の出願人 

1.2.3 電子出願の署名 

  1.2.4 電子署名の審査 

  1.2.5 署名捺印不一致の取り扱い 

2. 書類の提出方法 

2.1 特許庁受付窓口への書類提出 

2.2 郵便による書類提出 

2.3 電子化による書類提出 

3.  出願番号 

4. 受理 

4.1 一般規定 

 4.2 関連意匠の特別規定 

5. 取下げ 

6. 放棄 
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第一章 特許、実用新案及び意匠の出願及び手続き 

 

  我が国の専利法（特許法、実用新案法及び意匠法を含めた法律）により、

出願形式を発明特許、実用新案及び意匠との三種類に分けた。発明者が創作の

成果の保護を受けたい場合、その創作の内容によって適切な形式の出願に決め

て特許庁に出願手続きを行い、審査を受けて要件に合致し登録料を納付して公

告された後初めて特許権を取得することができる。 

  特許出願の申請及びそれに関連する手続き事項、例えば：出願の分割、出

願の変更、特許権の譲渡、無効審判請求等は、必ず一定の方式要件に合致して

初めて受理される。本章内容は書類に対する要求、書類の送達方法、書類の受

付、取り下げ、放棄などの手続き面の審査作業を含み、特許庁が業務を遂行す

る準拠となる。 

 

1. 書類に対する要求 

1.1 書類 

 

  特許の出願及びそれに関連する手続きに要する書類には、申請書、明細書、

特許請求の範囲、図面、要約、代表図、委任状、新規性喪失例外規定適用証明

書類、国際優先権証明書類、生物材料の寄託証明書類、無効審判請求理由及び

証拠、特許権変動の証明書類などが含まれ、各手続きに必要な書類及び記載方

式について、次の各節をご参照ください。 

  特許の出願及びそれに関連する手続きに要する書類は中国語にて記載す

べき、証明書類は外国語で作成された場合、審査官が必要だと思った時に、出

願人に証明書類の全文又はその中の一部の中国語翻訳文の提出を命じること

ができる。 

  専利法及びその施行細則に規定された提出すべ証明書類は、原本又は正本

でなければならず、原本又は正本ではなく、コピーのものを原本又は正本の替

わりに提出する場合、当事者はそのコピーのものが原本又は正本と一致するこ

とを釈明しなければならない。但し、優先権証明書は原本でなければならない。

出願人は法定期間内に優先権証明書のフロントページの写しのみを提出した

場合、特許庁はその写しの原本を指定期間内に提出する補正を出願人に命じ、

期限までに補正しなかった又は補正に不備があった場合、優先権を主張してい

ないものと見なす。但し、優先権証明書の原本が既に特許庁へ提出したものは、

原本を提出した案件の番号を記載した写しを替わりに提出することができる。 
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  証明と釈明は、いずもれ当事者が証拠を提出することにより特許庁審査官

に心証を形成させる行為のことをいう。釈明とは、特許庁がほぼ間違いがない

と認定できる即時に調査可能な証拠を提出したことを言い、けして説明又は述

べるという意味ではない。実務上、誓約の方法で提出することは認められる。

例えば、写しは原本と一致することを誓って保証する。証明とは、特許庁が確

かにそうであることを信じる証拠を提出することをいう。例えば、公証法によ

り書類の写しを公証又は認証すること。もし、当事者から釈明又は証明されて

も特許庁に心証を形成させることができない場合、当事者に書類原本の提出を

命じることができる。 

 

1.2 書類への署名 

 

  出願書類への署名とは、出願人が書類へ署名又は捺印することにより信憑

性をもたらすことをいう。特許の出願及びそれに関連する手続きを行う場合、

出願人が申請書に署名すべき、もし、代理人を委任する場合、代理人から申請

書へ署名すればよいことである。送達受取人は出願人の替わりに送達書類を受

け取ることのみを代理する権限が与えられるので、申請書への署名は依然とし

て出願人から行うべきである。申請書に署名されていない場合、出願人に補正

を命じる。期限内に補正しなかった場合、特許の出願又は請求の手続きは不受

理とされる。 

 

1.2.1 自然人の出願人 

 

  民法の規定により自然人は、行為能力者と、制限行為能力者と、行為無能

力者とに分けられる。民法の規定により、行為能力を有する自然人が始めて行

政手続の行為能力を有する。行政手続の行為能力を有しない者は、その法定代

理人が行政手続を行うこを代理すすべき。よって、出願人は行為能力者である

場合、出願人本人から申請書へ署名すべき。出願人は制限行為能力者または行

為無能力者である場合、申請書において法定代理人を追加記入し、且つ、法定

代理人から署名すべきである。出願人は特許の出願を代理人に委任する場合、

その委任状への署名も同様に取り扱われる。 

 出願人からの捺印は職印を使用してはいけない。例えば、「○○会社社長

印」は、使用してはいけない。これは職印は会社又は部門において自然人の職

務や役職のみを代表するものであって、業務を執行する際に身分を区別するた
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めに使用されるものに属し、出願の申請書類に使用されると、出願人の人格を

確認できなくなるからである。 

 

1.2.2 法人の出願人 

 

  出願人は法人である場合、法人自らは署名行為を行うことができないので、

わが国の法人はその代表者又は、署名権限を有する人から署名をし、且つ、法

人の印鑑を押印すべき。外国の法人は代表者又は、署名権限を有する人から署

名をすればよく、又は各国の法律規定により法人の印鑑のみを押すこともでき

る（例えば中国大陸の場合）。署名権限を有する人から署名を行う場合、法人

から署名権限をもらったことを証明する書類を提出すべき、あるいはこれは職

務を遂行することに属し、法人の代表者として署名を行う権限を有することを

誓約する。署名権限を有する者とは、例えば、マネージャーが会社規定や契約

にて定められた授権範囲内で会社の事務管理及び署名権利を有する者を言う。

誓約能力を有する者は署名者本人、出願人の代表者又は出願人の代理人を含む。 

  出願人は政府機関である場合、政府機関の印鑑を押印し、且つ官庁長官か

ら署名又は押印すべき。例えば、「○○省○○局」が出願する場合、出願人の

欄には、「○○省○○局」と記載し、且つ、印鑑を押印すべき。代表者の欄に

は、局長の氏名「○○○」を記載し、且つ、署名又は局長の個人印鑑、役職名

付印鑑を押印すべき。出願人は財団法人や学校である場合、代表者の署名捺印

は政府機関と同様に取り扱えばよい。 

 出願人は会社であって、代表者は別の会社組織である場合、例えば、甲会社

の代表者は乙会社である場合、出願願書において代表者欄には乙会社を記載し、

且つ、乙会社の印鑑を押印しなければならない。 

 原則としては、法人が出願する際、出願願書には上記で述べたように会社の

社名と完全に一致する会社印を押印すべき。但し、“○○会社特許出願用印”、

“ ○○会社知的財産権専用印”等は、特許出願の用途と一致するので、特許

出願用印として使用することできる。他に、例えば、“○○会社契約専用印”、 

“○○会社輸出入専用印”等は特殊の用途に限定されたので、特許出願用印と

して使用することができない。 

 

1.2.3 電子出願の署名 

 

 電子出願の場合、電子証明書を使用して電子署名を行うべき。出願人は２名
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以上の場合、全ての出願人が電子署名を行わなければならない。代理人に委任

する場合、代理人から電子署名を行えばよく、代理人が２名以上の場合、その

中の一名代理人が電子署名を行えばよい。 

 

1.2.4 電子署名の審査 

 

 出願人が出願してから特許権が消滅するまでの間、いろんな特許出願に関連

する手続きを行う可能性があり、原則上、出願人の提出した申請書又は証明書

類の署名捺印とファイル保存のものとは一致するか否かについて審査しない。

申請書においては出願人又は代理人の署名捺印があれば、その手続きの行為は

出願人の意思によるものであると認定する。証明書類への署名捺印について署

名者による署名、捺印又は電子署名を照合することができる形式外観を具備す

れば、その証明書類に効力があると推定できる。 

 署名書類への署名捺印について紙媒体への署名捺印もよいし、電子ソフトウ

ェア署名もよい。その署名捺印の形式外観は出願の書類の資料と照合できるも

のであればよい。もし、審査官は電子ソフトウェア署名による署名捺印の形式

外観に疑問が感じる場合、出願人に電子署名の証明書類の提出又は紙媒体の署

名書類の提出を期限付けて通知する。 

 電子ソフトウェア署名による署名捺印を例として以下に示す： 

例1. 認められる署名捺印の形式外観 

【説明】署名捺印の形式外観は自然人の署名と同じであって、且つ、署名者の

氏名「David」を照合することができるので、その書類は自然人による署名さ

れた書類であると推定できる。 
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例2. 疑義がある署名捺印の形式外観 

【説明】署名捺印の形式外観はタイプされたものと違いがなく、自然人から署

名されたものであるか否かを証明できないので、電子署名を証明できる証明書

類の提出または紙媒体の署名書類の補充の指令を出願人に通知する。 

 

 

出願人が国内優先権主張を伴う後願の出願、変更出願、分割出願又は関連意

匠出願を行う際に、後願の出願、変更出願、分割出願及び関連意匠出願の申請

書には出願人又は代理人の署名捺印をされたか否かのみを審査し、先願または

親出願の署名捺印とは一致するか否かを審査しない。 

 但し、出願人の権利に大きな影響を与える下記事項について、出願人の権利

を守るために申請書又は証明書類において出願人からの署名捺印がファイル

保存のものと一致するか否かを審査する。 

（1） 特許出願権の譲渡登録。 

（2） 特許権の譲渡登録。 

（3） 特許権の信託登録。 

（4） 特許出願の早期公開申請。 

（5） 出願の取り下げ又は放棄の請求。 

（6） 出願人のみが閲覧できる案件に対して閲覧、抄録又は複写を行う場合。

（制限範囲は出願閲覧作業要点に規定されたものを準拠とする。） 

 

 出願人の署名捺印が一致するか否かは、出願時、初めて提出した申請書に出

願人が成した署名捺印を比較基準とする。署名捺印が変更され、その変更手続

きを済んだ場合、その後の審査は変更後の署名捺印を基準とする。出願人は出

願手続きを代理人に委任し、且つ、申請書には代理人のみが署名捺印される場

合、委任状における出願人による署名捺印を基準とする。但し、委任状におい

て出願人の成した署名捺印には特定用途の制限があり（例えば、○○会社契約

専用印）、その後、初めて署名捺印を審査すべき手続きを行う際に、その特定

用途に合致した証明書類（例えば、譲渡契約書）がその署名捺印を使用できる
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ほか、その特定用途以外（例えば、出願の取り下げ）手続きに提出する書類に

は特許出願用の署名捺印を使用すべき、且つ、出願人はその書類への署名捺印

が確かに本人のなしたものを誓約する誓約書を提出すべき。その後書面にて他

の署名捺印の審査必要な手続きを行う際、当該署名捺印を比較基準とする。 

 

1.2.5 署名捺印不一致の取り扱い 

 

 申請書、証明書類において出願人の署名捺印はファイル保存の署名捺印と一

致しない場合、出願人に期限を着けて補正を命じる。出願人は次の方法のいず

れかの一つを選ぶことができる： 

（1） ファイル保存の署名捺印と一致するものを補正する。 

（2） 署名捺印変更の手続きを行う（詳細について本篇の第３章をご参照）。 

（3） 申請書又は証明書類の署名捺印は、本人の成したもの又は、署名捺印

の権限を有する者の成したものに間違いがないことを誓約する。 

出願人が誓約の方式で補正を行う場合、出願人が自然人の場合、特許査定又

は（実用新案の登録処分）前であれば、誓約書を送付すべき、特許査定後（又

は実用新案の登録処分）であれば誓約書及び身分証明書を提出すべき。出願

人が法人の場合、誓約書を提出すべき。署名捺印変更の手続きを行う方法で

はなく、誓約の方式で補正を行う方法を選択した場合、当該手続きのみに有

効であり、その後、他の署名捺印の必要な手続きを行う際に依然としてファ

イルに保存された署名捺印を比較基準とする。 

 出願譲渡登録の申請及び信託登録の申請などは、双方の権利及び義務に係

わり、譲受人又は受託人の一方のみから手続きを行うことができる事項につ

いて元の権利者しか誓約できなく、譲受人又は受託人が本の権利者の替わり

に誓約をすることは認めなられない（2008 年 1 月 17 日発行経済部訴字第

09706100560 号訴願決定をご参照）。 

 

2. 書類の提出方法 

 

 書類の提出方法について、特許庁受付窓口に提出する方法、郵便にて提出

する方法及び電子化方法などがある。簡単申請事項を除いて、前記の方法で

書類を提出しない場合、例えば、E-MAIL、FAX---などで書類を提出する場合、

受理されないこととなる。 

 簡単申請事項とは、台湾出願人の身分証明書または会社の統一番号の変更、
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特許権者の代表者変更、特許権者の住所変更、送達受取人の変更、代理人住

所変更、領収書の再発行請求、ファイル閲覧請求、書類写し発行請求、延期

申請、面接申請、現場鑑定請求、見本の変換請求などのことであり、これら

の手続きは E-MAIL 又は FAX にて行うことができる。 

 

2.1 特許庁受付窓口への書類提出 

 

 特許庁受付窓口への書類提出方法とは、提出書類及び政府料金を特許庁ま

たは地方の特許庁事務所（新竹、台中、台南、高雄事務所）の特許受付窓口

へ提出することにより、特許の申請又は特許に関係する手続きを行うことを

言う。 

 

2.2 郵便による書類提出 

 

 郵便にて書類を提出する場合、書留であるか否かに係わらず、郵送地の郵

便局の郵便物通信日付印を提出日とし、通信日付印により期日が明瞭でない

場合、当事者から証拠を挙げて証明した場合を除いて、書類が特許庁に届い

た期日を提出日とする。 

 郵便による書類提出の方法は、「中華郵政股份有限公司」を経由して書類

を特許庁又は特許庁の地方事務所へ提出することにより出願又は関連の手

続きを行う場合をいう。 

 他の宅配便会社を使って提出した書類は、特許庁の送達日を提出とする。

民間の宅配便会社は中華郵政中華郵政股份有限公司又はその受託会社でな

く、法律により手紙、葉書又はその他送信性質を有する書類を配達すること

を目的として営業を行うことが認められず、例え、宅配便会社が荷送人に領

収書を発行しても、その領収証は郵政法に規定された「郵便物」ではなく、

その書類を当該民間宅配便会社に渡した期日を特許法施行細則第 5条の「郵

送地の郵便局の通信日付印で記載された期日」とすることができない（最高

行政裁判所 100 年判字第 235 号判決、台北高等行政裁判所 96 年度訴字第

01891 判決をご参照）。 

 

2.3 電子化による書類提出 

 

 電子化による書類提出方法とは、特許庁のホームページから申請書ファイ
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ルをダウンロードし、且つ、「知的財産権 e ネット」に会員を登録し、電子

化による書類提出の規定を承諾し、電子署名（電子証明書を使用）を登録し、

記入後、提出書類を特許庁の情報システムに送信し、特許庁の情報システム

の受け付けた日を書類提出日とする。 

 

3. 出願番号 

 

 出願番号とは、書類を受付た後、出願毎に特定の番号を付与し、この番号

により当該出願の審査過程における管理を行う根拠とするものである。 

 出願番号は 9桁であり、前の 3桁で出願の年を表し、4桁目は出願の種類

を表し、特許出願を 1、実用新案出願を 2、意匠出願を 3 で表し、5 桁目か

ら 9桁目は出願の順番を表し、毎年は 00001 から始まる。例えば、102123456

とは、中華民国 102 年（西暦 2013 年）第 23456 番目の特許出願のことを表

す。 

 関連意匠出願の番号付与方式について、親出願の出願番号に「D」と二桁

の数字を付け加えたものであって、01 から始まる。例えば、102303456D01

は 102303456 号意匠出願の一件目の関連意匠出願であり、102303456D02 は

102303456 号意匠出願の二件目の関連意匠出願である。 

 無効審判請求案件の番号付与方式について、無効審判被請求案件の出願番

号に「N」と二桁数字を加えたものであり、01 から始まる。例えば、

098123456N01 とは、出願番号 098123456 号の特許権に対して無効審判請求

を提起した 1 件目の無効審判請求案件のことを表し、098123456N02 とは出

願番号098123456の特許権に対して無効審判を請求した2件目の無効審判請

求案件のことを表す。 

 

4. 受理 

 

4.1 一般規定 

 

 出願人が特許を出願すること及びそれに関連する手続きについて、形式上

法律に反することがなければ、それを受理すべき。実務では、申請事項に対

して受付窓口で即時にその書類が形式上の法律に反するか否かを審査する

ことができないので、受付窓口への書類提出、郵便による書類提出又は電子

化による書類提出に対してはいずれもまず、書類を受付け、出願番号を付与
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し、書類をスキャンして書類のファイルを作成するなどの作業を行ってから

審査を行う。もし、審査中、書類には不適法の箇所があって補正で補うこと

ができることを発見した場合、期限を付けて出願人に補正を通知する（本篇

第 16章をご参照）。補正期限内に書類を補完し、又は庁料金の納付を済ませ

たものについて、当該出願または申請事項を受理すべき。 

 法定期間経過後（本篇第 16章をご参照）、特許を出願し、又は申請手続き

を行うものについて、法定期間が既に満了しており、処分せずに法律的な効

果が発生するものとなり、その申請又は主張を受理しないものとなる。例え

ば、特許出願は出願日より 3年以内に実体審査を請求しない場合、当該特許

出願は取り下げと見なされる。よって、三年を経過した後審査請求したもの

について不受理すべき。特許出願又は実用新案出願は、12 ヶ月間の優先権

主張期間を過ぎてから優先権を主張する場合、その優先権主張を受理しない

（各章をご参照）。 

 出願人は特許の出願又はその他の手続きを行う際に、指定期間を遅延した

ものは、原則上、不受理とされる。但し、処分の前に補正を行った場合、依

然として受理すべき。 

 実体審査請求又は再審査請求などの法定期間内に行うべき申請事項につ

いて、出願人は法定期間内に特定の出願番号を識別できる方法で庁料金納付

を済ませて法定期間満了後、申請書を補正した場合、客観的に見れば既に法

定期間中、明確に申請の意思を表したので、その申請事項を受理すべき。例

えば、郵便局での振り込み方法で実体審査請求庁料金を納付し、振込み書に

は出願番号を明記した場合。但し、出願人は特定の出願番号を認識できない

方法で庁料金を納付して法定期間満了後、申請書を補正したものは、出願番

号を特定できないので、客観的に法定期間内に申請の意思を表すことを認め

がたいので、その申請事項を受理しない。 

 

4.2 関連意匠の特別規定 

 

 関連意匠の出願人は本意匠の出願人と同一人物でなければならない。同一人

物でない場合、出願人に指定期間内に補正を行うことを通知すべき、出願人は

親出願の譲渡手続きを先に行うことにより、本意匠と関連意匠の出願人を一致

させればよい。期間内に補正しない場合、関連意匠の出願を受理しない。 

 関連意匠の出願は本意匠の出願日から本意匠の公告前までの間に行わなけ

ればならない。関連意匠の出願は本意匠の出願日より早く、または本意匠が公
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告された後行う場合、その出願を受理しなく、庁手数料も返還する。 

 本意匠が取り下げられ、不受理処分を受け、または拒絶査定が確定した後、

関連意匠を出願する場合、本意匠は既に存在しないので、関連意匠の出願を受

理しなく、且つ、庁手数料も返還する。もし、本意匠出願の不受理処分又は拒

絶査定は確定していなく、行政救済を行っている最中の場合、次の処理原則に

従って取り扱う： 

 （1）本意匠出願は方式審査で不受理処分を受け、行政救済の上訴をしてい

る最中に、関連意匠を出願したものについて、出願人に「本意匠出願の行政救

済審決が確定した後、引き続き手続きを行うこと」を通知すべき。もし、本意

匠の不受理処分が維持された審決が確定した場合、当該関連意匠の出願を受理

しなく、且つ、庁手数料を返還する。もし、本意匠出願は訴願又は裁判で不受

理処分を取り消す判決を受けて確定した場合、関連意匠の出願を受理すべき。 

 （2）本意匠が実体審査により拒絶査定を受け、行政救済を上訴している最

中に関連意匠を出願した場合、その関連意匠の出願を受理すべき。もし、本意

匠出願の拒絶査定が維持されて拒絶査定が確定された場合、出願人に期限を付

けて出願変更するか否かを通知し、期限内に返答しない場合、拒絶査定を下す。

もし、訴願決定又は裁判の判決により本意匠の拒絶査定を取り消すことが確定

した場合、その関連意匠に対して継続審査を行う。 

 

5. 取下げ 

 

 特別の例外規定を除いて原則上、出願の取り下げは出願人の自由でああり、

出願が査定又は処分を下す前にいつでもその出願を取り下げることができる。

出願の取り下げは書面にて行うべき、出願人は二人以上の場合、出願人全員か

ら出願の取り下げを請求しなければならない。 

 出願が査定又は処分を受けた後、審査の過程はそれをもって終了し、取り下

げの問題も存在しないので、特許査定又は登録処分を受けてから公告前までに

出願人が取り下げを申請する場合、出願人の真意を探れば、その後の登録費を

納付して特許権を取得する権利を放棄することに属する（最高行政裁判所 108

年度上字第 933 号の判決をご参照）。 

 無効審判請求人は審決を下す前に無効審判請求を取り下げることができ、但

し、特許権者から答弁書を提出した場合、無効審判請求が取り下げられた事実

を特許権者に通知し、特許権者の同意を得るべき。その通知書の送達日から

10 日以内に特許権者から反対意思を表示しない場合、無効審判請求の取り下
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げに同意したと見なす。但し、無効審判の審決が下された後、取り下げの問題

も存在しない。 

 第三者から実体審査請求を重複して行うことを避け、且つ、審査効率を考量

した結果、実体審査請求を一旦提起した後、もう取り下げることができない。

従って、出願と同時に実体審査請求を行ったのか、又は出願後実体審査請求を

行ったのかに関わらず、一旦請求すれば、もう取り下げることができない。但

し、出願人が出願を取り下げれば、実体審査の請求対象が存在せず、当然実体

審査請求の取り下げと同様な効力が発生する。実用新案登録出願の技術評価書

の発行請求の取り下げも不可である。 

 出願変更を請求した場合、変更前の出願が既に存在しないので、出願変更手

続きを取り下げて変更前の出願に戻すことができない。例えば：特許出願を実

用新案出願への変更を請求すれば、その出願変更手続きを取り下げて特許出願

に戻すことができない。 

 分割出願手続きを行えば、元来の出願が既に二つの出願となったので、分割

出願手続きを取り下げて分割出願手続き前の一つの出願の状態に戻すことが

できない。 

 上記の出願取り下げ又は他の請求手続きの取り下げのほかに、出願人から一

部の書類の取り下げを請求することも可能であり、原則上、査定又は処分前、

いつでも書類の取り下げが可能である。但し、出願人は書類の取り下げでもう

たらした結果を、責任として負うべき、例えば：出願人が明細書全文又はその

一部、クレーム、図面或いは優先権証明書を取り下げる場合、その取り下げ請

求を認めるが、書類の不備で当該出願は受理されなく出願日又は特許要件に影

響を与え、又は優先権を主張しないと見なされる。 

 出願人が取り下げを請求すれば、その取り下げ意思を表示した書面が特許庁

に送達した時点から取り下げの効力が発生する。その後、出願人から取り下げ

を撤回する書面を提出しても、取り下げの効力が既に発生したので、取り下げ

の撤回ができない。但し、その取り下げ撤回の意思を表す書面が取り下げ請求

より先に送達され、又は同時に送達された場合、その限りではない。 

 

6. 放棄 

 

 出願人はその出願の出願権利を放棄したい場合、理論上、その意思表示が成

立した時点から効力が発生するが、やはり出願人は特許庁へ書面にて放棄の意

思を表示すべき、これにより始めて審査手続きを中止することができる。 
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 共同出願の場合、出願人全員の同意を得て初めて共有の出願権を放棄するこ

とができる。共同出願人全員から出願申請権を放棄する場合、その出願の継続

審査を行わない。もし、共同出願人の内の一名が持分の出願権を放棄した場合、

他の共同出願人がその出願権を共有する。 

 特許権者がその特許権を放棄した場合、書面にて特許庁へ放棄意思を表示し

た日から特許権が消滅する。 

 特許権は共同所有の場合、共同出願人全員の同意を得て初めて共有の特許権

を放棄することができる。もし、共同所有者の内の一名がその持分を放棄する

場合、他の共有者がその持分を共同所有する。 

 特許権の実施権又は質権の設定を他人に許諾した場合、特許権者は許諾実施

権者又は質権者の同意を得た上、初めて特許権を放棄することができる。 

 特許、実用新案又は意匠は、出願権者でないもの又は出願権の共同所有者の

一部から出願して特許されたものであって、出願権者又は出願権の共同所有者

が当該出願の公告日から 2年以内に無効審判を請求し、且つ、特許権の取り消

し審決が確定した後、2ヶ月以内に出願した場合、出願権者でないものが出願

した日を出願日とする。上記の理由で無効審判を請求した無効審判請求人が将

来特許権を取得する権利を守るために、無効審判被請求人がその特許権を放棄

するものは、無効審判審決確定してから放棄手続きを審理し、もし、特許権の

無効審判が成立した場合、元来の特許権を放棄するものは本当の特許権者では

なく、又は共同所有者の内の一部であって、その放棄の意思表示に効力が発生

しない。無効審判が成立した場合、その放棄手続きを受理する。 
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第二章 出願の願書 

【2018 年 11 月 1日施行】 

 

1. 発明名称 

2. 出願人 

3. 発明者 

4. 代理人 

5. 住所 

6. 声明事項 

7. 他の記載事項 

 7.1 明細書、図面の頁数及び請求項の数 

 7.2 外国語明細書の種類 

 7.3 添付書類 

 7.4 個人情報の保護に関する注意事項 
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第二章 出願の願書 

  

 願書は出願人が特許を与えてもらいたい意思を表示する書面であって、出願

及び出願日の取得のめに必要となる書類の一つである。 

 出願の際に、特許庁の規定された願書を使用し、中国語の繁体字で記入し、

下記の事項を明確に記載しなければならない。声明事項がある場合、併せて願

書に明確に記載すべき： 

（1）特許出願の発明名称（実用新案出願の考案名称、意匠出願の創作名称）。 

（2）発明者（実用新案出願の考案者、意匠出願の創作者）氏名、国籍。 

（3）出願人の氏名又は名称、国籍、住所又は営業所。代表者がある場合、

その代表者氏名を記載すべき。 

（4）代理人を委任する場合、その代理人の氏名、代理人証書番号、事務所

名。 

(5)声明事項。 

（6）その他の説明事項。 

 

1. 発明名称 

 

 発明名称とは特許請求の内容を簡明に示すものであって、意匠の創作名称に

は、明確にその意匠を施す物品を記載すべき。 

 発明名称には無関係な文字を記載してはいけなく、且つ、明確、簡潔である

べき。願書及び要約には、英語翻訳を同時に添付れることにより庁手数料が減

額されたものについては、英語の発明名称をも併せて記入すべき。 

 願書において発明名称には不備があり、又は明細書の一ページ目に記載され

た発明名称とは一致しない場合、本篇第 6章の規定を参照して取り扱われる。 

 

2. 出願人 

 

 出願人とは出願権を有し、且つ名前を出して出願する人であり、願書には、

出願人の氏名又は名称、身分証明書番号、会社の統一番号（出願人は外国法人

の場合、特許庁から識別番号を付与する）、住所又は営業所、国籍を記載すべ

き、出願人は法人、機関、学校の場合、代表者氏名をも記載すべき。願書と要

約の英訳を添付して庁手数料が減額された出願には、出願人氏名又は名称の英

文表記をも併せて記載すべき。 
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 出願人の資格認定及び記載が規定に適合しない場合の処分について本篇第

3、5章の規定に従って取り扱う。 

 

3. 発明者 

 

 発明者は必ず自然人でなければならなく、複数の発明者がおる場合、全員を

願書に記載すべき（詳細規定につて本篇第 3章を参照）。 

 発明者氏名の欄に中国語で氏名を記載すべき。願書及び要約の英訳を同時に

添付して庁手数料が減額された出願については、発明者氏名の英文表記をも併

せて記載すべき。 

 

4. 代理人 

 

 出願人が特許を出願し、関連事項の手続きを行うことについて自らが行い、

又は代理人に委任して行うことができる。但し、中華民国の国境内において住

所又は営業所がないものは、代理人に委任して行うべき（本篇第 4章を参照）。 

 代理人に委任する場合、代理人の氏名、代理人証書番号、住所などの情報を

願書に記載し、署名又は押印すべき。 

 行政手続法第 83 条の規定により代理人は送達受取人を指定することができ

る。 

 

5. 住所 

 

 願書の住所の欄には出願人、代理人が郵便を受け取られる住所、事務所、営

業所又は就職先の住所を詳細に記載し、郵便私書箱のみの記載は不可である。

記載された代理人住所は特許庁に登録された住所と一致しない場合、特許庁に

登録された住所に配達する。 

 出願人又は代理人は行政手続き法第 83 条の規定により送達受取人を指定す

る場合、願書において送達受取人の氏名、住所を記載すればよく、別途委任状

を提出する必要がない。送達受取人の送達住所も郵便私書箱として記載しては

いけない。 

 願書には住所の記載がない場合、公示送達の方法で期限付きの補正を通知し、

期限内に補正しなかった場合、出願を受理しない。願書には、郵便私書箱のみ

を記載したものについて期限付きの補正指令を郵便私書箱に配達したが、期限
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内に補正しなかった場合、公示送達の方法で補正を再度通知し、期限内にやは

り補正しなかった場合、その出願を受理しない。 

 

6. 声明事項 

 

 優先権を主張するものは、願書の声明事項をマークし、関連規定に従って記

入すべき事項を記載する（詳細規定について第 7章を参照）。 

 （1）国際優先権を主張する場合、その基礎出願の出願番号、出願日及び出

願国を記載すべき。 

 （2）国内優先権を主張する場合、先の出願の出願番号及び出願日を記載す

べき。 

 原則として声明事項を願書の声明事項の欄に記載する。もし、願書に記載す

べき事項を記載しなかったが、出願時提出された他の書類において既に記載し

てあるものについて声明したと認める。例えば：明細書の中に第一国出願の出

願国、出願日（出願番号）、又は出願と同時に優先権証明書を提出するもの。 

 出願は新規性喪失例外の規定に適合するものについて出願時声明すること

を手続き上の必要条件としない。出願人は新規性喪失例外の規定に適合すると

思われる場合、出願時に願書において□本願は新規性喪失例外の規定に適合す

るという声明事項欄にチェックを入れ、且つ、公開の事由、公開日を記載し、

関連の証明書類を添付することにより審査作業のスムーズの進行に寄与する

こともできる。出願は新規性喪失例外の関連規定に適合するか否かについて、

実体審査の時に審査し、関連の審査基準については本審査基準第二編第三章の

4.「新規性又は進歩性の喪失の例外」の章を参照する。 

 生物材料における寄託証明書類は出願日を取得する要件ではなく、出願後の

寄託証明書類の補完は可能であるので、出願と同時に法に従って声明すべき事

項には、優先権主張のみが含まれ、生物材料の寄託が含まれない。但し、出願

人は願書に生物材料を寄託することを声明したが、同時に寄託証明書類を添付

しなかった場合、法定期間内に寄託証明書類を補完することを出願人に通知す

る。願書には声明しない場合、方式審査の際に寄託必要の有無を判断できない

ので、補正の通知を発行しなく、出願人自らは法定期間内に証明書類を補完す

べき。 

 同一出願人は同じ発明を同日に特許と実用新案として出願した場合、権利を

継続させる利益を受けるには、出願時、特許出願と実用新案登録出願のそれぞ

れの申請書において二重出願を行った事実を声明する声明事項欄にチェック
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を入れなければならない。出願の時、二つの出願とも声明しなかった場合、或

いは二つの出願の中いずれか一方の出願は声明しなかった場合、出願後の追加

声明は認められない。 

 

7. 他の記載事項 

 

7.1 明細書、図面の頁数及び請求項 

 

 願書には明細書、図面の頁数及び特許請求の範囲の請求項数を記載すべき。

記載しないもの、又は記載した頁数、請求項数と添付されたものとは一致しな

いものは、特許庁は実際に特許庁に届いた書類を基準とする。脱落があった場

合、本篇第 5章の規定に従って取り扱う。 

 

7.2 外国語明細書の種類 

 

 出願人は、外国語明細書を持って出願する場合、願書においてその外国語明

細書の言語種類をマークする。言語としては、日本語、英語、ドイツ語、韓国

語、フランス語、ロシア語、ポルトガル語、スペイン語及びアラビア語との 9

種類の言語が限られる。 

 

7.3 添付書類 

 

 出願人は実際に提出した書類に基づいて添付書類の欄をマークし、例えば：

明細書を 1部、特許請求の範囲を 1部、図面を 1部、委任状を 1部、外国語明

細書を 1式 2部、図面を計（）図……など。 

 もし、他の説明すべき事項があった場合、添付書類の所で併せて説明する。

例えば：特許出願又は実用新案出願は、国防秘密又は国家安全の機密に係わる

ものでれば、願書の添付書類の欄にその事実を記載すべき。 

 マークされた添付書類の欄と添付書類とは一致しない場合、実際に特許庁に

届いた書類を基準とする。もし、脱落があった場合、それに該当する章の規定

に従って取り扱う。 

 

7.4 個人情報の保護に関する注意事項 
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 出願人は願書を作成する際に出願注意事項に記載された個人情報の保護に

関する注意事項を詳しく読むべき。且つ、出願の添付書類（願書と委任状を除

く）には保護すべき個人情報が含まれていないことを確認すべき。 
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第三章 特許出願人 

【2022 年 12 月 1日施行】 

 

1. 特許出願権 

2. 特許出願人 

 2.1 本国人 

 2.2 外国人 

3. 発明者 

 3.1 発明者の変更 

 3.2 発明者氏名公開しない請求 

4. 変更事項 

 4.1 出願人氏名又は名称変更の請求 

 4.2 出願人署名又は印鑑変更の請求 

 4.3 出願人住所変更の請求 

 4.4 法人代表者の変更 

 4.5 発明者氏名の変更 

 4.6 国籍の変更 
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第三章 特許出願人 

 

特許出願人とは、特許を申請する出願権を有し、名前を提示して特許を出願

する申請者のことをいい、自然人でもよいし、法人でよい。特許の発明者（実

用新案では実用新案創作者、意匠では意匠設計者という）とは、実際にその発

明（実用新案、意匠）を発明した人であって、自然人でなければならない。 

 特許出願人と発明者はいずれも願書に記載する必要がある事項である。出願

人の適格の有無、発明者の認定、発明者氏名の不公開の請求、出願人の変更、

発明者基本情報の取り扱い作業は、本章で記載する。 

 

1. 特許出願権 

 

 特許出願権とは、専利法に基づいて特許を出願する権利である。特許出願権

は、譲渡又は承継することができ、但し、質権の対象とすることはできない。 

 特許出願権を取得したものは、初めて特許を出願することができるものとな

る。特許を出願することができるものは次のものが含まれる。 

 （1）発明者： 

  専利法に特別の定めがある場合又は契約を結ぶ場合を除いて、発明者は特

許を出願する権利を有するものである。 

 （2）発明者の譲受人： 

  発明者は特許出願の権利を他人に譲渡することができ、譲渡で出願権利を

取得したものは、自分の名前で出願することができる。 

 （3）発明者の承継人： 

  発明者死亡後、民法第 1148 条規定によりその特許出願権を承継したもの。 

 （4）雇用者： 

  被雇用者が雇用関係中の仕事によって完成した発明特許、実用新案又は意

匠について、その出願の権利は雇用者が所有している。 

 （5）出資者： 

  一方が出資して他人に研究開発を依頼する場合、出願の権利は出資者が所

有することを契約で定めることができる。 

 

2. 特許出願人 

 

 特許出願人とは、特許を出願する権利を有し、且つ、特許の出願を行ったも 
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のである。出願権は 2人以上が所有している場合、共有者全員から出願しなけ 

ればならない。本国人と外国人はいずれも出願人となることができる。特許庁 

が必要と思う場合、出願人に身分証明書又は法人証明書を提出するように通知 

することができる。 

 

2.1 本国人 

 

出願人は自然人であって、且つ民法でいう行為能力を有するものである場合、 

自らが特許を出願することができる。出願人は制限行為能力者又は無行為能力 

者の場合、その法定代理人が代りに出願すべき（署名規定は本篇第 1章をご参 

照）。 

 出願人は法人の場合、公法によって成立した公法人と民法又はそ他の法律に 

よって設立した私法人はいずれも出願人になれる。所謂公法人とは、例えば： 

  中華民国、各地方自治団体（直轄市、県市、郷鎮市）、各行政法人（例えば国

立中正文化センター）のことであり、所謂私法人とは、例えば：社団法人、財

団法人、会社、商業団体、工業団体、農業組合、魚業組合、工業組合、教育会

などのことである。 

 公立学校、政府機関又は国営等の独立予算を有する公法組織（例えば、軍の 

聯勤兵工廠 402 廠又は各地方の農業改良場------など）は、実務上出願人とさ

れることを認める。出願人の適合性に疑問に感じる際に、組織規定を提出して

審査を行うことを命ずることができる。 

 支店の名義で出願するものについて、支店は本社の管轄を受ける本社の枝機 

構であり、本社と支店の法人格は単一で、不可分割となり、支店は権利義務の 

主体になれなく（経済部５７年１月１０日付発行００９４５号法令解釈書をご 

参照）、適格の出願人ではないので、出願人に本社を出願人とすることを通知 

すべき。 

 非法人団体とは法人の資格を有しない団体であり、例えば：法人登録してい 

ないお寺、県人会、クラブ---など。パートナーシップとは２人以上のパートナ 

ーが共同に出資して共同の事業を経営し、例えば：○○法律事務所、○○税理 

士事務所、○○建築事務所---など。独資会社とは、個人出資で設立した商、 

行、社、本屋、工務所---などである。非法人団体、パートナーシップ又は独 

資会社などの私法組織は、実体法の権利能力を有しないので、適格の出願人で 

はなく、願書に記載された非法人団体の代表者、事務所のパートナー、独資 

で出資した自然人---などを出願人とすることを通知すべき。願書に記載さ 
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れた代表者を出願人とするのではない場合、出願人が確定した日を出願日とす 

ると処分すべき（第五章第 1.1 節）。 

 

2.2 外国人 

 

 出願人は外国人の場合、自然人及び外国法律に基づいて設立した法人を含む。

但し、外国人の属する国はわが国と共同に特許保護の国際条約又は双方保護特

許条約、協定に参加していなく、或いは団体、機構が相互に締結して特許庁の

承認を得た特許協議に参加していなく、わが国の国民の特許出願を受理しない

ものについて、その特許の出願を受理しない。 

 外国の会社は特許出願の出願人としてわが国で特許を出願することができ、

その外国の会社はわが国で登記を得る必要がない。方式審査において原則上出

願人の名称から判断し、もし、名称から出願人は法人であることを判断がつか

ない場合、出願人に法人証明書類の提出を命じ、又は出願人、出願人の代理人

にその法人組織が成り立つ法律根拠を釈明してもらう。但し、外国会社の台湾

支店は独立の法人格を有しないので、依然としてその外国会社の本社を出願人

とすべき。「外国会社」は本社の本拠地以外の他の国で設立した支店（外国支

店）については、その設立地の国内法により独立の法人格を有するものであれ

ば、出願人とすることができる。従って、外国支店を出願人とするものについ

て、期限付きの補正を命じ、出願人は外国の本社を出願人とするように名義変

更でき、又は外国支店の設立地の発行した独立法人格を有することを証明する

証明書類を提出することもでき、もし、期限内に補正せず、又は補正で提出し

た書類によって依然として証明できない場合、その外国本社を出願人すべき

（経済部知的財産局100年 6月 8日付発行の智法字第10018600350号法令解釈

書をご参照）。 

 

3. 発明者 

 

 出願人は願書に発明者氏名を記載すべき。願書に記載された発明者は真の発

明であるか否かについて、出願人の自ら法律の責任を負うべき、特許庁はその

発明者の真偽の実質の審査を行わない。 

 

3.1 発明者の変更 
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 発明者は、出願時の願書の発明者の欄に記載したものを基準とする。出願後、

発明者データに変更がある場合の取扱いについて次の如く説明する： 

1. 発明者の追加を請求する場合、申請書及び発明者追加後の発明者全員か

ら署名して追加を同意した証明書類を提出すべき。 

2. 発明者の削除を請求する場合、申請書及び削除された発明者の署名し本

願の発明者ではないことを声明した証明書類を提出すべき。 

3. 誤植による発明者の訂正を請求する場合、申請書を提出して誤植の原因

を釈明し（例えば、代理人の不注意で間違った発明者データを入力した

場合、出願人の提供されたデータに基づいて入力しなかった場合、出願

人から正しい情報を提供しなかった場合など）、且つ関連の証明書類を

添付する（例えば、出願人の最初の依頼書類、出願人と代理人の間の往

復の手紙、出願権証明書、雇用契約書など）。 

上記のような発明者データの変更は発明者事項の変更に属し、法律の規定に 

より変更に関する政府料金を納めなければならない。 

 発明者の病気、死亡又は連絡が付かないなどの事実上の問題によって、発明

者の署名した上記証明書類を入手できない場合、それに代えて出願人の誓約書

を提出することも可能である。誓約書において発明名称、全員発明者氏名、証

明書類提出できない理由及びすべての法律責任を負うことを記載する。 

 

3.2 発明者氏名公開しない請求 

 

 発明者は氏名を特許出願に掲載する権利を有し、出願人は発明者氏名を公開

しないことを請求する場合、発明者署名済みの声明書を提出し、且つ、出願願

書において発明者氏名を記載し、その氏名の後ろに発明者氏名を公開しないこ

とを追加記載すべき。特許を出願した後、発明者署名済みの声明書を提出する

について、遅くても公開又は公告の準備作業が完成される前に提出しなければ

ならず、公開準備作業又は公告準備作業が完成された後、初めて発明者氏名を

公開しないことを請求するものは依然として公開、公告する。 

 発明者氏名を公開しないことを請求したものについて審査を行った結果は

規定に合致する場合、ファイルラッバーにおいて発明者氏名を識別できる書類

の閲覧に制限を付け、公開公報及び公告公報が発行する際にその請求に応じて

発明者氏名を公開しない。公開及び公告の準備作業が完成した後、発明者氏名

公開しない請求を取り下げることができない。 
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4. 変更事項 

 

4.1 出願人氏名又は名称変更の請求 

 

 出願時提出された願書の出願人の欄に記載されている出願人を出願人とさ

れる。出願した後、出願人氏名又は名称の変更を請求するとは、主体の同一性

を変更していなく、名称変更、誤植又は誤訳などの原因により出願人の氏名又

は名称の変更を請求するものである（中国語と英語の氏名又は名称、中国語訳

名が含まれる）。出願人の氏名又は名称の変更を請求する時に、新氏名又は新

名称を記載すべき。もし、出願人の氏名又は名称の変更請求及び添付の証明書

類は出願時提出された書類と照合して主体の同一性を認定できない場合、出願

人が確定された日を出願日とすべき（第五章第 1.1 節）、又は譲渡手続きを行

うべき（第十一章第 1節）。 

 出願人の氏名又は名称の変更を請求する場合、規定に従って変更申請の政府

料金を納めなければならない。但し、出願人の提出した出願書類の中、書類の

内容には一致しない所があり、又は出願人の誤植によるものであると判断でき

る場合、出願人の自発補正又は補正期限付きの補正指令に従う補正（訂正）は

出願人の氏名又は名称の変更とは関係ないので、この場合の変更請求は政府料

金を納める必要がない。 

 次に出願人の氏名又は名称の変更を例として示す： 

1. 自然人の氏名変更 

 出願人は自然人の場合、申請書を添付して上申し、且つ氏名変更の証明書を

提出すべき、例えば：身分証明書のコピー、戸籍謄本のコピー又はパスポート

のコピーなど。これらの証明書類の代わりに誓約書を提出することは認めない。 

 2.我が国の法人の社名変更 

 出願人は我が国の法人の場合、申請書を添付して上申すべき、法人名称変更

の情報を主務官庁のデータベースから調べられるものは、証明書類を提出する

必要がない。但し、審査官が疑問に感じるときに、証明書類の提出を出願人に

通知することができる。 

3.外国法人の社名変更 

 出願人は外国の法人の場合、申請書を添付して上申し、且つ登録国の主務官

庁が発行した証明書類を提出する。もし、証明書類を提出できない場合、代わ

りに誓約書を提出することは可能である。誓約書において、変更の事実を記載

し、証明書類を提出できない理由を記載し、全ての法律責任を負うことを誓約
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する。 

4.我が国の出願人の英文名称変更 

我が国の出願人の中国語氏名又は名称に変更がなく、その英語訳名のみが変 

更された者は、申請書を添付して上申すべき。証明書類を提出する必要がない。 

 5.外国出願人の中国語訳名の変更 

 外国出願人の外国語氏名又は名称には変更していないが、中国語訳名のみが

変更したものは申請書を添付して上申すべき。証明書類を提出する必要がない。 

 6.出願人の氏名又は名称の誤植 

出願人の誤植による氏名又は名称の変更を請求する場合、主体の同一性を確

認すべき、出願人又は代理人から事実を述べ、且つ誤植の証明書類を添付すべ

き。例えば、出願人の元来の依頼書、出願人と代理人の間の往復手紙、出願権

の証明書類、登録国の主務官庁の発行された法人証明書、出願人の法人組織の

資料など。 

7.異なる出願人が同一主体に属する場合の名称変更 

異なる出願人が同一主体に属し、出願人又は代理人から事実を陳述し、且つ

関連の証明書類を添付する場合の出願人名称変更の請求について、出願人は主

体の同一性を具備するので、その変更申請は受理される（最高行政裁判所 108

年度上字第 1169 号判決を参照）。 

8.願書に記載の出願人の氏名又は名称は書類への署名捺印と一致しない 

出願人が出願時提出した書類の中、願書に記載の出願人の氏名又は名称は署

名捺印と一致しなく、出願人自らの補正又は期限付きの補正指令による補正を

行う者は、主体の変更とは関係なく、且つ出願人の氏名又は名称の変更とは関

係ないので、出願人の氏名又は名称の変更請求の政府料金を納める必要がない。 

9.出願人、発明者は同一自然人である場合の氏名誤植 

出願人、発明者は同一自然人であって、願書に記載の出願人、発明者氏名は

出願人の署名捺印と一致しない場合、出願人、発明者の氏名の補正（訂正）を

請求する者は、出願人、発明者の氏名変更とは関係がないので、発明者氏名の

変更請求の政府料金を納める必要がない。 

 

4.2 出願人署名又は印鑑変更の請求 

 

 出願人の印鑑又は署名が変更された場合、本来の印鑑と新印鑑を捺印し、又

は従来の署名と新署名をしたものにて変更を請求する。もし、本来の印鑑が紛

失され、又は新署名のみを署名したものについて、出願人は自然人の場合、特
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許査定前（処分下す前）であれば誓約書を提出すべき、特許査定後（又は処分

下す後）であれば、誓約書と身分証明書を提出すべき、出願人は法人の場合、

誓約書を提出すべき。出願人は法人の場合、代表者の印鑑又は署名の変更を請

求する時も同様に取り扱われる。署名捺印の変更の請求は規定に従って変更請

求の政府料金を納めなければならない。 

 

4.3 出願人住所変更の請求 

 

 出願人住所を変更する場合、新住所を記載して住所変更を行うべき。出願人

の指定した郵便物受取人の住所に変更があった場合、受取人は書類の受け取り

権限のみを持っており、出願人に代えて意思を表示することができないので、

出願人から変更の請求を行うべき。 

 

4.4 法人代表者の変更 

 

 法人代表者を変更する場合、現代表者氏名を記載して変更を行うべき。既に

代理人を委任したものについて法人の主体に変更がないので、現代表者の署名

捺印された委任状を再度提出する必要がない。 

 

4.5 発明者氏名の変更 

 

 発明者氏名の変更とは、主体の同一性に変更がなく、氏名変更、誤植又は誤

訳等の原因により発明者氏名（中国語氏名及び英語氏名、訳名が含まれる）変

更を請求することを言い、規定に従って変更請求の政府料金を納めなければな

らない。 

 発明者氏名の変更を例として次に示す： 

例 1.発明者氏名変更  

 発明者が氏名を変更する際に、新しい氏名を記載して変更手続きを行い、且

つ、氏名変更の証明書類、例えば：身分証明書、戸籍謄本又はパスポートなど

を提出し、氏名証明書の代りに誓約書を提出することが認められない。 

 我が国の国籍の「王大明」を例とし、氏名を「王小明」へ変更する。 

 

 

 

紙媒体申請書フォーマット 

三、変更事項： 

  発明者（実用新案の考案者/意

匠出願の創作者）氏名： 

「王大明」から「王小明」へ

氏名変更する 

電子出願申請書フォーマット 

【変更事項】 

 【発明者（実用新案の考案者/意

匠出願の創作者）氏名】 

「王大明」から「王小明」へ

氏名変更する 
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例 2.発明者の訳氏名の変更 

もし、我が国の発明者の中国語氏名に変更がなく、英語の訳名のみが変更し、

又は外国発明者の外国語氏名の変更がなく、中国語訳氏名のみが変更された場

合、申請書を添付して上申すべき。証明書類の提出は不要である。 

 韓国国籍の「呂小文、LU,HSIAO WEN」を例として、中国語訳名を「呂筱文」

へ変更する。 

 

 

 

 

 

例 3.発明者の氏と名の記載ミス 

 発明者の氏、名は台湾特許庁の申請書の仕様に従って記載していない場合

（例えば氏と名が逆となった）、申請書を添付して上申すべき。証明書類の提

出は不要である。 

 スウェーデン国籍の「弗樂 保羅、FULLER,PAUL」を例とし、「弗樂、FULLER」

が氏、「保羅、PAUL」が名であって、願書には氏、名を誤植した。 

願書記載間違い例 

  

 

 

 

 

 

 

願書の正しい記載例 

 

 

 

 

 

紙媒体申請書フォーマット 

三、変更事項： 

  発明者（実用新案の考案者/意

匠出願の創作者）氏名： 

元来の中国語訳名「呂小文」

から「呂筱文」へ変更する 

電子出願申請書フォーマット 

【変更事項】 

 【発明者（実用新案の考案者/意

匠出願の創作者）氏名】 

元来の中国語訳名「呂小文」

から「呂筱文」へ変更する 

 

紙媒体申請書フォーマット 

三、発明者： 

 ID：   国籍：スウェーデン 

氏名：氏：保羅 名：弗樂 

 Family PALL Given FULLER 

  name        name 

 

電子出願申請書フォーマット 

【発明者】 

 【国籍】  SE スウェーデン 

 【中国語氏名】保羅 弗樂 

【英語氏名】PAUL,FULLER 

紙媒体申請書フォーマット 

三、発明者： 

 ID：   国籍：スウェーデン 

氏名：氏：弗樂 名：保羅 

 Family FULLER Given PALL 

  name          name 

 

電子出願申請書フォーマット 

【発明者】 

 【国籍】  SE スウェーデン 

 【中国語氏名】弗樂 保羅 

【英語氏名】FULLER,PALL 
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例 4.発明者氏名の誤植 

 発明者氏名に誤植があった場合（例えば、ミススペル、ミスタイプ）、申請

書を添付して上申し、且つ関連の証明書類を提出すべき。 

 我が国国籍の「王太明」を例とし、氏名を「王大明」へ誤植した。 

 

 

 

 

 

 

 

発明者氏名の変更について、主体を認定できない場合は、第 3.1 節「発明者

の変更」に従って取り扱うべき。 

 

 

4.6 国籍の変更 

 

 出願人（自然人に限り）又は発明者の国籍の変更について、新国籍を記載し

て国籍変更手続きを行うべき。出願人は法人の場合、国籍変更の問題が生じず、

譲渡で登録を変更すべき、但し、法人の国籍の誤植に起因する場合、申請書を

をもって状況を上申して関連の証明書類を添付し、例えば、出願時提出した書

類から判断できる場合の書類、登録国の主管官庁の発行された法人証明書など

で国籍の変更を申請することができる。

紙媒体申請書フォーマット 

三、変更事項： 

 発明者（実用新案の考案者/意匠 

出願の創作者）氏名： 

氏名を「王大明」と誤植し、正

しい氏名は「王太明」である 

電子出願申請書フォーマット 

【変更事項】 

 【発明者（実用新案の考案者/意

匠出願の創作者）氏名】 

氏名を「王大明」と誤植し、正

しい氏名は「王太明」である 
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第四章 代理人 

【2022 年 12 月 1日施行】 

 

1. 委任代理人 

2. 代理人の資格 

3. 委任状 

4. 代理人の人数 

5. 代理人変更 

6. 代理人住所変更 

7. 代理人の解任 

8. 代理人の死亡 
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第四章 代理人 

 

  出願人は特許を出願し、関連事項の手続きを行うことは代理人を委任して

行うことができる。民法第１０３条第１項の規定：「代理人は代理の権限内に

本人の名義にて行う意思の表示は直接に本人に効力を発生する。」により、代

理人が代理行為を行う時に、必ず「本人の名義」にて行うべき、且つ、本人の

代理の意思を有することを表明しなければならない。 

  代理人の委任、代理人の資格、委任状の提出、代理人の任数、代理人の変

更、代理人の解任及び死亡の取り扱い作業は本章の重点である。 

 

1. 代理人の委任 

 

  出願人は特許を出願し、関連事項の手続きを行うことは自分で行い、又は

代理人に委任して行うべき。但し、我が国の国境内に住所又は営業所を有しな

いものは、特許を出願し、関連事項の手続きを行うことは、代理人に委任して

行うべき。 

  我が国の国境内において住所又は営業所を有するものと、我が国の国境内

において住所又は営業所を有しないものとは共同にて特許を出願する場合、我

が国の国境内に住所又は営業所を有しないものは依然として代理人を委任し

て特許を出願し、関連事項の手続きを行うべき。但し、我が国の国境内に住所

又は営業所を有しないものは行政手続き法第２７条の規定により、我が国の国

境内に住所又は営業所を有する特許出願人を選定して全体出願人として特許

を出願し、関連事項の手続きを行い、且つ、書面で特許庁に通知する場合、代

理人を委任しなくてよい。 

  外国の会社が台湾で代表者及び事務所を有し、又は外国会社の台湾支店が

本社の名義で特許を出願し、もし、台湾の事務所又は支店の住所を出願人の住

所とする場合、代理人を委任しなくてよい。 

  代理人を委任すべきものは代理人を委任しない場合、期限付き補正指令を

出し、期限内に補正しなければ、その出願を受理しない。 

 

2. 代理人の資格 

 

  代理人の資格を有するものは、専利師、弁護士、及び専利師法が施行され

る前に代理人資格証書を有するものに限られる。 
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3. 委任状 

 

  出願人は代理人を委任するものについて、委任状を添付し代理の権限及び

送達住所を記載すべき。委任状には出願人及び代理人から署名又は捺印すべき。

委任状において委任者（出願人）の署名しかないが、代理人は既に出願の願書

に署名又は捺印したので、双方の意思が合致したと認め、この場合委任状には

委任者のみが捺印又は署名してもよい。 

  代理権限の範囲は、本人が自由に決め、単一の特定事項の代理でもよいし、

即ち、ある特定行為のみを代理し、包括の代理でもよく、即ち包括的に全ての

行為を代理する。包括代理の場合、代理人は受任された出願に対して全ての手

続き行為を行うことができるが、代理人の選任又は解任、出願の取り下げ、無

効審判請求の取り下げ又は特許権の放棄については特別授権の委任がなけれ

ば行うことができない。特別授権の委任事項を委任状に併せて記載でき、単独

的に提出する必要がない。もし、委任状には特別授権の委任事項を記載してい

なく、特別授権の委任事項（例えば取り下げ）を行うとき、特別授権の委任事

項を記載した委任状を提出すべき。 

  出願人は法人の場合、委任契約関係は法人と受任者（代理人）の間に存在

しているものである。委任契約の当事者の間に契約を変更する事情がなければ、

法人の代表者が変更しても従来の委任契約に影響を与えないので、新たに委任

状を提出する必要はない。 

  出願人の署名捺印した委任状は外国語によるものは中国語訳文を提出す

べき。代理人の代理権限は外国語の委任状を基準とし、委任状の中国語訳文に

は署名捺印する必要はない。 

  出願人は我が国の国境内に住所又は営業所を有し、代理人を委任したが、

委任状を提出していない場合、期限付きの補正指令を出し、期限内に補正をし

ない場合、当該出願には代理人を委任していないと見なし、出願人は我が国の

国境内に住所又は営業所を有しなく、代理人を委任したが、委任状を提出しな

い場合、期限付きの補正指令を出し、期限内に補正をしない場合、当該出願を

受理しない。 

 

4. 代理人の人数 

 

  特許の出願及びその他の手続きを代理人に委任して行うものについて、代



 
 

第一篇 方式審査と専利権の管理 

 

 

35 
 

理人が３人を超えてはいけない。２人以上の代理人を委任する場合、それぞれ

の代理人は単独に代理することができる。所謂「特許の出願及びその他の手続

き」とは、出願番号毎に基準とすることをいう。所謂「代理人が３人を超えて

はいけない」とは、出願の願書に記載された代理人を基準として計算するもの

であって、出願人の同意を得て複代理人を委任するものも計算に含まれる。 

  出願人は既に代理人３名を委任し、他に特別に委任にて他の代理人を特別

委任して単一の事項の手続きを行う場合、例えば譲渡の申請、ファイル閲覧の

申請、実用新案の技術評価書の発行請求、面接請求（連合面接請求）、年金の

納付などについて、当該事項の手続きが完了すれば委任関係が終了するので、

元来の委任代理人と合併して計算する必要がない。但し、当該特別に委任した

代理人も３名を超えてはいけない。 

  出願の願書に記載された代理人が３名を超える場合、期限付きの補正指令

を発し、期限内に補正しなければ、その委任行為は法律の強行規定に違反して

特許庁を拘束する効力がない（法務部（90）法律字第 002213 号解釈書をご参

照）。出願人は我が国の国境内に住所又は営業所を有するものについて委任を

行っていないと見なし、その後、その出願に関する事項は直接に出願人に連絡

することとなり、出願人は我が国の国境内に住所又は営業所を有しないものに

ついてその出願を受理しない。 

 

5. 代理人の変更 

 

  契約の自由原則により、出願人はいつでも代理人を変更することができる。

但し、代理人変更の際に書面にて特許庁に通知しない場合、特許庁に対して効

力が発生しない。 

  特許出願の代理人は願書に記載されたものを基準とし、その後、変更があ

った場合、変更後の代理人の委任状を持って代理人変更を行わなければならな

い。変更後の代理人は既に委任状に記載されたものは、新たに委任状を提出す

る必要はない。例えば：元来の委任状において ABCDE との 5人に委任し、出願

の願書には ABを記載し、その後、AC又は CDE へ変更し、このとき委任状を再

提出する必要はない。 

  出願の願書に記載されていない代理人を新たに追加する際に変更の庁手

数料を納付すべき。次に例を挙げて説明する： 

（1）元来は代理人 Aを委任し、Aを解任した後代理人 Bを新た委任する。 

（2）元来は代理人 Aを委任し、その後代理人 Bへ変更する。 



 
 

第一篇 方式審査と専利権の管理 

 

 

36 
 

（3）元来は代理人 Aを委任し、その後代理人 A、Bへ変更する。 

（4）元来は代理人 Aを委任し、その後、Aが Bを複代理人として委任する。 

  但し、次の事情を有するものは代理人変更の庁料金を納付する必要はな

い： 

（1）出願人は出願と同時又は出願後初めて代理人を委任する場合、代理人の

変更とは無関係である。 

（2）譲受人は譲渡手続きと同時に又は譲渡手続きの登録後初めて代理人を委

任する場合、出願人は譲受人に変更され、譲受人にとっては代理人変更とは無

関係である。 

（3）受託者が信託登録手続きと同時に又は登録後始めて代理人を委任する場

合、出願人は受託者へ変更され、受託者にとっては代理人変更とは無関係であ

る。 

（4）単一の出願事項における特別の委任について、代理人はその事件に限っ

て授権されて代理権を有し、代理人の変更とは無関係である。但し、特別の委

任の代理人を新たに追加する際に、代理人変更庁手数料を納付すべき。 

（5）代理人の解任（出願人からの解任と代理人自らの解任を含む）は委任契

約の中止であって、代理人の変更とは無関係である。 

（6）委任関係は代理人の死亡、破産又は行為能力の喪失の法定事由によって

消滅する場合、代理人の変更とは無関係である。 

（7）委任関係は代理人の死亡によって消滅し、出願人は新たに代理人を委任

する時、代理人変更による登録に属さないので、代理人変更登録の庁手数料を

納付する必要はない（知的財産局 2016 年 8 月 19 日付発行の智法字第

10518600820 号公文書解釈をご参照）。 

 

6. 代理人住所変更 

 

  代理人の送達住所に変更があった時に、新しい住所を記載して変更を請求

する。代理人住所変更は一括で行うことに限り、出願番号を指定して行う必要

がない。変更を許可したものは、その効力が代理人の受任された全ての出願に

及ぶ。 

  代理人は第三者を配達受取人として指定することができる。代理人の指定

した配達受取人の住所に変更があった場合、受取人は書類の受取の権限のみを

有し、代理人が特許庁へ変更を請求すべき。 
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7. 代理人の解任 

 

  民法第 108 条第 1 項：「代理権の消滅はその権利を与えた法律関係によっ

て定める。」の規定及び民法第 549 条第 1項：「当事者のいずれかの一方がいつ

でも委任契約を中止させることができる。」の規定により出願人は代理権を与

えた法律関係に従って代理人を解任する。代理人も委任関係を中止させること

ができる。但し、行政手続き法第 24条第 5項の規定：「代理権授与の取下げは

行政官庁に通知した後、始めて行政機関に対して効力が発生する。」により、

出願人は代理人を解任する場合、代理人は書面をもって特許庁に通知する。も

し、代理人は委任関係を中止させて代理権を消滅させる場合、代理人は書面を

もって特許庁へ代理の解任を表示するほかに、委任契約を中止したことを出願

人に行い、代理権は委任関係の中止により消滅したことをも同時に表示しなけ

ればならない。これにより初めて認める。 

  同一の出願について出願人は 2人以上の代理人を委任し、いずれの代理人

も委任状において「本人を代理して本件の権利を保障する一切の行為を行う」

権限を記載、又はその他の類似の用語を記載したから、出願人の代理として他

の代理人を解任する権限を有すると解釈してはいけない。代理権の授与及び委

任契約などは出願人と代理人の間の法律関係であって、同一出願の他の代理人

に問われることはない。言い換えれば、代理人の解任は出願人本人又は出願人

の特別授権を受けた代理人が行うものである。もし、出願人は 2人以上の代理

人を委任し、且つそれぞれは代理人を解任する特別授権を有し、その中の 1

名の代理人は、出願人の代理として同一出願の他の代理人を解任する場合、そ

れを認め、且つ解任された代理人に通知する。その後、解任された代理人は異

議申し立てた時に、改めて出願人の真意を探る。 

 

8. 代理人の死亡 

 

  代理人が死亡したことにより、事実上出願人のための意思を表示すること

ができなくなり、出願人との間の代理関係は既に消滅し、出願人自ら特許庁へ

報告し、新たに代理人を委任し又は出願人自ら出願手続きを行わなければなら

ない。 
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第五章 出願日 

【2022 年 12 月 1日施行】 

 

1. 出願日の認定 

1.1 出願の願書 

 1.2 明細書 

  1.2.1 特許出願及び実用新案出願 

  1.2.2 意匠出願 

 1.3 特許請求の範囲 

 1.4 図面 

  1.4.1 特許出願 

  1.4.2 実用新案出願 

  1.4.3 意匠出願 

2. 外国語書面による出願日の認定 

 2.1 外国語書面 

 2.2 中国語翻訳文の提出 

 2.3 外国語書面の欠落における処理原則 

3. 簡体字書面出願における出願日の認定 
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第五章 出願日 

 

  特許出願日は特許要件の審査の基準時点に関わり、出願人の権利にとって

は影響が非常に大きく、手続き審査の核心的な事項である。 

  専利法の規定により、特許出願は出願願書、明細書、特許請求の範囲及び

必要となる図面が全て完備した日を出願日とし、実用新案出願は出願願書、明

細書及び図面が全て完備した日を出願日とし、意匠出願は出願願書、明細書及

び図面が全て完備した日を出願日とする。 

  出願日を取得するための要件が完備したのもは、その要件が完備した日を

出願日として認定し、出願日を認定するための要件が完備していないものは、

不足を補完した日を出願日として認定する。 

 

1. 出願日の認定 

 

1.1 出願願書 

 

  出願人は特許を出願する際に、願書を提出して特許を出願する意思を表示

しなければならず、願書は出願日の認定に欠かせない書類である。 

  出願人は願書を提出せず、又は願書には出願人の氏名又は名称を記載しな

ない場合、出願人自らの補正又は期限付き補正指令に応じた補正を行うものは、

その補正を行った日を出願日とし、期限内に補正しなかった場合、当該出願は

受理されない。但し、不受理の処分を下す前に補正を行ったものには、補正を

行った日を出願日とする。 

  出願願書には出願人の氏名又は名称を記載していないが、提出された書類

により出願の主体を判明できるものは、出願日の認定に影響を与えないが、指

定期間内に記載完備の願書を補完しなければならない。例えば：願書には英語

の氏名又は名称のみを記載し、中国語訳名を記載していなく、又は名称の記載

は完全でないが、出願人を判明することができ、或いは出願と同時に添付した

証明書類には出願人の氏名又は名称を記載している。 

  出願人について最初に提出した願書の記載を基準とし、出願権を共有する

場合、出願人全員の氏名又は名称を記載すべき。出願後、出願人変更の場合、

譲渡証明書をもって名義変更手続きを行わなければならない。 

  出願願書に記載している出願人に誤植があって、出願後、正確な出願人に
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訂正する場合は、出願人が確定した日を出願日とする。例えば：出願時記載し

た出願人を Aとし、その後正しい出願人は Bであると主張し、出願人 Bが確定

した日を出願日とする。 

  願書において出願人氏名又は名称以外の事項に不備があった場合、これは

補正できる事項に属し、出願日に影響を与えない。 

 

1.2 明細書 

 

1.2.1 特許出願及び実用新案出願 

 

  明細書は特許及び実用新案出願の出願日が認定される必要書類の一つで

あり、明細書を備えない場合、出願日が認定されない。出願人自らの補正又は

特許庁の通知を受けて指定期間内に補正を行ったものはその補正を行った日

を出願日とし、期限内に補正をしなかったものについてその出願を受理しない。

但し、処分前に補正をしたものについてその補正を行った日を出願日とする。 

 方式審査の時に形式上の明細書頁数が連続しないことを発見した場合、期限

付きの補正を命じ、出願人が補正を行ったものは補正をした日を出願日とする。

出願人自らが明細書の一部の欠落を補正したものについても同様に取り扱う。 

  但し、出願人は出願の際に、明細書の一部の欠落があって、その欠落の部

分は既に優先権主張の基礎となる出願に見られる場合、補正をした明細書は既

に優先権主張の基礎となる出願に見られることを主張することができ、元来の

出願の日を出願日とする。この時、出願人は具体的に補正をした部分が対応し

た優先権主張の基礎となる出願の出願番号、頁数及び行数を説明し、特許庁が

必要と認める際に、優先権主張の基礎となる出願の対応内容の中国語訳文を提

出すること（例えば出願時提出した外国語書面は韓国語、ドイツ語などである

状況の場合）を出願人に通知することができる。次のことを注意すべき、欠落

の部分が優先権主張の基礎となる出願に見られることを主張するものは、元来

の明細書の一部の欠落があったことを前提とし、もし、明細書には既に連続し

ており、明細書に掲載された内容と対応の図面には欠落がない場合、優先権主

張の基礎となる出願に見られることを理由として新たな標的を追加すること

を認めない。例えば出願人の主張した優先権主張の基礎となる出願は発明 A

と発明 Bを含み、但し、我が国への出願は発明 Aのみを記載し、且つ、その明

細書及び図面には既に発明 Aの技術内容を完全に記載し、漏れがない場合、優

先権主張の基礎出願に見られることを主張して発明 B を補正として我が国の
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出願に入れることを認めない。 

  明細書の一部の欠落があったことを出願人に通知した後、欠落の部分は出

願の実質の技術内容の掲載とは関係がなく、補正の必要がないと上申したもの

について、出願の日を出願日とし、且つ、現有の資料に基づいて審査を継続す

る。もし、期限内に補正をせず、上申もしないものについてその出願を受理し

ない。 

  出願人が欠落部分を補正したことにより出願日は繰り下げられたものに

ついて、その処分が確定する前に出願人が元来の出願日に戻す機会を出願人に

与えるために出願人は出願日の認定処分を受けた後、３０日以内に補正を取り

下げた場合、元来の出願をした日を出願日とする。 

  出願人は出願の明細書の一部の欠落がある旨の通知を受けた後、補正しな

いことを上申、又は補正を取り下げたものについて、明細書の一部の欠落によ

り実質技術内容の掲載に影響を与えることにより特許を付与しない事情があ

るか否かは、実体審査の時に審査する。 

 

1.2.2 意匠出願 

 

  明細書は意匠出願の出願日が認定される必要書類の一つであり、明細書を

備えなければ出願日が認定されない。出願人自らが補正をし、又は通知を受け

て期間内に補正をしたものは補正をした日を出願日とする。期限内に補正をし

なかったものはその出願を受理しない。但し、処分前に補正をしたものは、補

正をした日を出願日とする。 

  意匠出願の明細書の一部が欠落した場合、特許出願明細書の一部が欠落し

た際の処理原則を参照して取り扱う。特許庁は出願人の提出した明細書に欠落

の有無を審査する原則としては、外見上に明細書の頁数が連続しているか否か

を審査する。 

 

1.3  特許請求の範囲 

 

  特許請求の範囲は特許出願と実用新案出願が出願を確保するために欠か

せない書類の中の一つであり、特許請求の範囲を備えなければ、出願日を確保

することができなく、出願人自らが補正をし、又は通知を受けて指定期間内に

補正をしたものは、補正をした日を出願日とする。期限内に補正をしなかった

ものについてその出願を受理しない。但し、処分前に補正をしたものは補正を
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した日を出願日とする。 

  特許出願又は実用新案出願の特許請求の範囲について出願の際に少なく

とも一つの請求項を記載しなければならず、方式審査の際に請求項がなく、又

は頁数が連続していない状況を発見した場合、補正を命じ、出願日に影響を与

えない。期限内に補正をしなかった場合、方式審査を継続する。 

 

1.4  図面 

 

  特許出願又は実用新案出願における明細書の文字による説明の足りない

部分は図面にて補うことができる。特許請求の範囲を解釈する時に、図面を参

酌できる。意匠出願の権利範囲は、図面で決める。 

  図面は出願が十分に開示されて同業者がそれに基づいて実施できる要件

の一つであって、出願日を認定する要件である。 

 

1.4.1  特許出願 

 

  特許を出願する際に、完全に技術内容を開示する目的を達成するために、

図面を備えるか否かを出願人自らが決める。従って、特許出願には図面は必ず

しも具備するものではない。もし、図面が備えている場合、その図面は必要な

ものとなる。 

  方式審査の際に、外見上で出願の図番号が連続番号が付与されていないこ

と、図面の簡単な説明と図面の数とはい一致しないこと（例えば五つの図面に

八つの図面の簡単な説明が記載されていること）を発見し、又は明細書には図

面に関する記載があったが、図面を添付していないものについて、期限付き補

正を命じ、出願人が補正をしたものは補正をした日を出願日とする。出願人自

らが図面の欠落を発見して補正をしたものも同様に取り扱う。 

  但し、出願人の不注意により出願の時に全部又は一部の図面が欠落した場

合、その欠落した図面は既に優先権主張の基礎出願に見られ、且つ、新しい特

許請求の標的を追加していないことを前提として、第 1.2.1 節の説明に従って、

補正したい図面は優先権主張の基礎出願に見られることを主張することによ

り出願をした日を出願日とする。この場合、出願人は具体的に補正の部分と優

先権主張の基礎出願番号及び図面に対応する箇所を明示すべき。 

  出願人は、図面の全部又は一部が欠落した旨の通知を受けた後、欠落した

図面は実質技術内容の開示と関係がなく、補正の必要がないことを上申したも



 
 

第一篇 方式審査と専利権の管理 

 

 

43 
 

のは、出願をした日を出願日とし、現有の書類に基づいて継続審査を行う。期

限内に補正をしなかったものについてその出願を受理しない。 

  出願人は欠落の図面の補正をしたことにより出願日が繰り下げられたも

のについて、当該処分が確定する前に出願日を戻す機会を出願人に与えるため

に、出願日の認定された処分書が送達した後、30 日以内に補正を取り下げた

場合、出願をした日を出願日とする。 

  出願人は、図面の全部又は一部が欠落した旨の通知を受けた後、補正の必

要がないと上申し、又は補正をした後、その補正内容の全部を取り下げたもの 

について、出願書類の欠落により実質技術内容の開示に影響を与えることで特

許が付与されないことの有無は実体審査の時に審査する。 

 

1.4.2  実用新案出願 

 

  実用新案出願は出願日を確保するために図面が必要な書類の一つである。

図面を備えていなければ、出願日を確保することができない。出願人自らが補

正をし、又は通知を受けて指定期間内に補正をしたものは補正をした日を出願

日とする。期限内に補正をしなかったものはその出願を受理しない。但し、処

分を下す前に補正をしたものは、補正をした日を出願日とする。 

  実用新案出願の図面の全部又は一部が欠落した場合、特許出願の図面の欠

落に関する処理原則を参照して取り扱う。但し、実用新案出願には図面が欠か

せないものであって、図面の全部が欠落し、補正をしないものについて、実質

技術内容の開示とは関係がなく、補正をする必要がないと上申しても、その出

願を受理しない。同様に、図面の全部が欠落したことを補正したものについて

その全部の図面を取り下げて出願をした日を出願日とすることを認めない。 

  次に例を挙げて説明する： 

（1）実用新案出願の全図面数は 10 であって、出願の際にこの 10 図面全部が

欠落し、且つ優先権を主張していなく、補正により 10 図面を補足した後、そ

の補正をした日を出願日とする。もし、出願人は出願日を認定した処分書が送

達した後 30日以内に補正で提出した 10図面を取り下げたくても、実用新案出

願には図面が欠かせないものであるので、全 10 図面の取り下げは認めなく、

その一部の図面の取り下げしか認めない。但し、この時、例え 9図面を取り下

げても図面の補正をした日を出願日とする。 

（2）実用新案出願の全図面数は 10 であって、且つ優先権を主張していなく、

5図面が欠落し、補正により 5図面を補足した。もし、特許庁の出願日を認定
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した処分書が送達した後 30 日以内に補足した 5 図面を取り下げた場合、出願

をした日を出願日とし、もし、3図面のみを取り下げても補正をした日を出願

日とする。 

 

1.4.3  意匠出願 

 

  図面は意匠出願が出願日を確保するために欠かせない書類の一つである。

もし、図面を備えていなければ、出願日を確保できない。出願人自らが補正を

し、又は通知を受けて指定期間内に補正をしたものはその補正をした日を出願

日とする。期限内に補正をしなかったものはその出願を受理しない。但し、不

受理の処分が下す前に補正をしたものは補正をした日を出願日とする。 

  意匠出願には十分に意匠の外観を表すために十分の図面を具備しなけれ

ばならない。提出された図面にて前記の条件を満たしているか否かは実体審査

の際に判断される事項となり、意匠出願には図面が添付されれば出願日を確保

できる。出願時に提出された図面は、十分に意匠の外観を表すことができるか

否かは実体審査の時に審査する。 

  意匠出願の図面は意匠の内容を開示し、意匠登録請求の範囲を認定する中

核の書類であり、図面の全部が欠落した場合、補正をした日を出願日とする。

欠落の部分は優先権主張の基礎出願に見られ、意匠出願をした日を出願日とす

ることを主張できない。但し、意匠出願の図面の一部が欠落した 

際に、特許出願の図面の一部が欠落した処理原則を参照して取り扱う。 

 

2.  外国語書面による出願日の確保 

 

  出願の際に出願人は中国語明細書、特許請求の範囲及び図面を提出できな

く、外国語書面を先に提出して指定期間内に中国語の翻訳文を補完する場合、

その外国語書面を提出した日を出願日とする。 

 

2.1  外国語書面 

 

  外国語書面の言語種類についてはアラビア語、英語、フランス語、ドイツ

語、日本語、韓国語、ポルトガル語、ロシア語又はスペイン語に限る。外国語

書面は前記の言語でない場合、期限付きの補正を命じ、補正をした日を出願日

とする。 
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  外国語書面は単一言語によるものを原則とし、異なる言語が雑じってはい

けないが、技術用語だけは必要となる時に、他の外国語にて付注することは認

める。 

  出願人は二以上の外国語による外国語書面を異なる日に提出する場合、先

に提出した外国語書面を基準とする。但し、出願人は後に外国語書面を提出し

た日を出願日とすることを声明した場合、後に提出した外国語書面を基準とす

る。出願人は同日に二以上の外国語による外国語書面を提出した場合、期限付

でその中の一つを選ぶと通知し、期限内に応じなかったものはその出願を受理

しない。 

  特許出願の外国語書面には明細書、少なくとも１請求項及び必要な図面を

具備すべき、実用新案出願の外国語書面には明細書、少なくとも１請求項及び

必要な図面を具備すべき、意匠出願の外国語書面には創作の名称及び図面を記

載すべき、必要書類の中、一つでも欠けた場合、補正をした日を外国語書面の

提出日とする。 

  外国語書面の目的は出願日を確保した技術の開示範囲であって、その仕様

は我が国の仕様と一致するか否かを確認しない。提出された外国語書面に対し

て補正をしてはいけない。よって、外国語書面は専利法施行細則の規定したタ

イトル、順番で記載していない場合、補完した中国語の翻訳文は規定に従って

記載し、且つその内容は出願時提出した外国語書面の開示範囲を超えていない

ことを説明すればよい。 

  優先権証明書又は外国特許公報を外国語書面とする場合、特許出願におけ

る外国語書面実施規定の第 4 条の規定に合致したものが始めてその外国語書

面の提出日を出願日とする。例えば、米国の仮出願である優先権証明書類を外

国語書面とする場合、外国語書面によって出願日を認定する関連規定に合致す

るか否かに注意すべき。 

 

 

2.2  中国語の翻訳文 

 

  ここで言っている中国語の翻訳文とは、外国語明細書、特許請求の範囲及

び図面を先に提出し、指定期間内に中国語の翻訳文を提出するものをいう。 

  専利法は外国語書面での出願を認めるが、指定期間内に中国語翻訳文を補

完したものは初めてその出願を受理し、且つ外国語書面の提出日を出願日とす

ることができる。指定期間内に中国語翻訳文を提出しなかったものについてそ
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の出願を受理しない。但し、不受理の処分を下す前に中国語翻訳文を提出した

場合、その提出日を出願日とする。 

  出願人は二以上の中国語翻訳文を提出し、且つ後に提出した中国語翻訳文

を基準とすることを声明する場合、指定期間内に後の中国語翻訳文を提出する

ものは外国語書面を提出した日を出願日とし、指定期間徒過後、後の中国語翻

訳文を提出するものは、後の中国語翻訳文を提出した日を出願日とする。 

  出願人は指定期間内に補完した中国語翻訳文について方式審査の際に外

見上から明細書、特許請求の範囲又は図面などの必要な書類の漏れがあったこ

と、明細書の頁番号が連続していないこと、図面の簡単な説明と図面の数とは

一致しないことを発見した時、中国語翻訳文に不備があったので、出願時の提

出した外国語書面に開示された範囲内に期限付けて補正を出願人に命じ、補正

をしたものはその外国語書面を提出した日を出願日とする。但し、中国語翻訳

文の漏れは外国語書面の漏れによるものであれば、出願人は 2.3 節の「外国語

書面の欠落における処理原則」に従って手続きを行うべきであって、直接に中

国語翻訳文に対して補正をして外国語書面の提出日を出願日とするこを認め

ない。また、中国語翻訳文の明細書の頁番号が連続していなく、図面の簡単な

説明と図面の数とは一致しない状況について出願人は外国語書面に従って忠

実に翻訳し、漏れた部分は出願の実質技術内容と関係がないと上申すれば、補

正の要がない。期限内に補正をしなかったものはその出願を受理しない。但し、

不受理の処分が下す前に補正をしたものは補正をした日を出願日とする。 

  中国語翻訳文は出願時の提出した外国語書面に基づいて正確、完全に翻訳

すべき、特許庁はその中国語翻訳文を基に審査を行う。方式審査の際に補完し

た中国語翻訳文について形式上の審査により出願時の提出した外国語書面と

一致しない事情を発見した場合、例えば：外国語書面の図面に開示されたのは

「飛行機」であったが、中国語翻訳文の図面に開示されたのは「自転車」であ

り、又は図面の数が一致しなく、請求項の数が一致しないの場合、期限付で出

願人に確認してもらうように通知し、出願人は指定期間内に中国語翻訳文を補

正したものについて、元来の中国語翻訳文は未提出と見なし、出願日に影響を

与えない。出願人は出願時提出した外国語書面に開示された範囲を超えないと

上申して補正を行わないこともできる。指定期間内に補正又は上申をしていな

いものについて元来の提出された中国語翻訳文に基づいて審査を継続し、出願

日に影響を与えないが、その元来の提出された中国語翻訳文は出願時提出され

た外国語書面に開示された範囲を超えることにより特許を付与しない又は特

許権を取り消す事情があるか否かについて実体審査又は無効審判の段階で審
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査する。 

 

2.3  外国語書面の欠落における処理原則 

 

  外国語書面出願の場合、その明細書及び図面には特許を受けようとする技

術又を完全に掲載すべき。方式審査において形式上の検査により外国語書面の

頁番号又は図面の図番号が連続していない事情を発見した場合、期限付きの補

正を命じ、その補正の法律効果は中国語明細書又は図面の欠落に関する処理原

則に従う。 

  外国語書面には漏れがあって期限付きの補正指令を出願人に通知し、又は

出願人自らが発見することによって補正をしたものについて、出願人は既に中

国語翻訳文を提出した場合、期間を指定して中国語翻訳文の補正を命じる。指

定期間内に中国語翻訳文の補正をしなかったものについてその出願を受理し

ない。但し、不受理の処分を下す前に補正をしたものはその補正をした日を出

願日とする。 

 

3.  簡体字書面出願における出願日の認定 

 

  簡体字書面出願について、特許出願は明細書、少なくも１項の請求項及び

必要な図面を具備すべき、実用新案出願は明細書、少なくとも１項の請求項及

び図面を具備すべき、意匠出願は創作名称及び図面を記載すべき。具備すべき

書類の中の一つが欠けた場合、補正をして書類を完備した日を出願日とする。 

  簡体字で記載された明細書、特許請求の範囲及び図面で出願する場合、そ

の後指定期間内に繁体字明細書を補完したものについて簡体字書面の提出日

を出願日とする。指定期間内に繁体字明細書を提出しなかったものについてそ

の出願を受理しない。但し、不受理の処分を下す前に繁体字明細書を提出した

ものはその提出日を出願日とする。 

  簡体字書面出願について明細書及び図面には特許を受けようとする技術

内容を開示すべき。簡体字書面の明細書及び図面には欠落があった場合、中国

語明細書や図面の欠落の処理原則に従って取り扱われる。 
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第六章 明細書、特許請求の範囲、図面及び要約 

【2022 年 12 月 1日施行】 

 

1. 明細書 

 1.1 特許出願と実用新案出願 

  1.1.1 特許出願又は実用新案出願の名称 

  1.1.2 技術領域、先行技術、特許又は実用新案の内容、図面の簡単な説

明、実施方式及び符号説明 

  1.1.3 生物材料寄託事項及び配列表 

 1.2 意匠出願 

  1.2.1 意匠名称 

  1.2.2 物品用途、意匠説明 

2. 特許請求の範囲 

3. 図面 

 3.1 特許出願 

 3.2 実用新案出願 

 3.3 意匠出願 

4. 要約 

5. 選択図 
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第六章 明細書、特許請求の範囲、図面及び要約 

 

特許出願には出願願書、明細書、特許請求の範囲、要約及び必要な図面を 

具備すべき、実用新案出願は出願願書、明細書、実用新案登録請求の範囲、要

約及び図面を具備し、意匠出願は出願願書、明細書及び図面を具備すべきであ

る。 

  明細書、特許請求の範囲及び要約は手書きではなく、タイプ又は印刷され

たものでなければならない。タイプ又は印刷されたものではない場合、その出

願を受理しない。しかし、出願書類についてタイプ又は印刷されないのは、個

人又は中小企業が多く、しかもその数はほんの少し、このような出願人が出願

日を確保する権利を考量するために期限付きの補正指令を出願人に通知し、期

限内に補正をしなかったものはその出願を受理されない。 

  明細書、特許請求の範囲、要約及び図面の記載方法について専利法及びそ

の施行規則に従って行うべき。明細書、特許請求の範囲、図面及び要約におけ

る方式審査の事項と、法律の規定に従って明細書及び図面を作成していない場

合の取り扱いについては本章の規定のポイントである。 

 

1.  明細書 

 

1.1  特許出願と実用新案出願 

 

  明細書は特許出願又は実用新案出願の出願日が認定されるために欠かせ

ない書類の一つである。出願の際に明細書において出願の技術内容を明確且つ

十分に記載すべき、当業者がその内容を理解することができ、且つそれに基づ

いて実施することができる。 

 

1.1.1  特許出願と実用新案の名称 

 

  明細書には発明名称又は考案名称を記載し、且つ明細書に記載された名称

と願書の名称とは一致しなければならない。名称を記載せず又は名称の記載が

一致しない場合、期限付きの補正を命じ、期限内に補正をしなかったもの 

について、明細書と願書はいずれも名称を記載してある場合、明細書のフロン

トページに記載されたものを当該出願の名称とし、両方のいずれかの一方のみ
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が名称を記載した場合、その名称を当該出願の名称とし、両方のいずれも名称

を記載していない場合、その出願を受理しない。 

  出願した後、発明又は考案名称の変更を請求する場合、公告前に請求する

ものについて明細書のフロント頁の変更に関わり、変更後の事項を記載した明

細書のフロント頁を添付すべき。注意すべきものは査定（処分）の前に明細書

の発明名称又は考案名称を変更することは補正に属し、特許査定後、発明名称

又は考案名称を変更することは訂正に属するものである。 

 

1.1.2  技術領域、先行技術、発明又は考案の内容、図面の簡単な説明、  

    実施方式及び符号の説明 

 

  明細書には発明又は考案の名称を記載するほかに、技術領域、先行技術、

発明又は考案内容、図面の簡単な説明、実施例及び符号の説明を記載すべき。

明細書において前記の順序及び方式に従って記載し、見出しを記載すべき。図

面のないものについて「図面の簡単な説明」及び「符号の説明」の欄には「な

し」と記載することにより欠落ではないことを確認することができる。明細書

において、段落の一番前に括弧付きの 4桁数字の連続番号を記載し、例えば：

【0001】、【0002】、【0003】……などで記載することにより各段落を明確に識別

することができる。 

  もし、特許又は実用新案の性質は他の方式で表したほうがもっと明確であ

る場合、前記の順番、方式及び見出しに従って記載しなくてよい。また、明細

書は明確且つ十分に創作内容を記載したか否かについて方式審査で判断する

ものではないので、明細書は前記の順番、方式及び見出しに従って記載してい

ないが、明細書の内容を具備した場合、方式審査を継続する。 

 

1.1.3  生物材料寄託事項及び配列表 

 

  生物材料を寄託する目的はその発明の属する技術分野における通常の知

識を有するものがその内容を理解して実施をすることができることである。よ

って、生物材料を寄託したものは明細書の生物材料の寄託の欄に寄託機関、寄

託期日、及び寄託番号を記載すべき、出願前に国外の寄託機関に寄託したもの

はその外国寄託機関、寄託日及び寄託番号を記載すべき。明細書において寄託

情報を記載していないが、寄託証明書類を添付したものに対して期限付で寄託

情報を明細書の生物材料の寄託欄に記載するように通知する。 
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  特許出願には一つ又は複数のヌクレイン酸やアミノ酸配列を含むものは、

明細書において特許庁の所定した様式に従って単独に配列表を記載すべき、且

つ、それに対応する電子データを提出することができ、実体審査の時に審査さ

れる。 

 

1.2  意匠出願 

 

  明細書は意匠出願の出願日が認定されるためいに欠かせない書類であっ

て、意匠の名称、物品の用途及び意匠の説明を記載すべき。出願人は前記の順

序及び方式に従って記載し、見出しを記載すべき。 

 

1.2.1  意匠の名称 

 

  意匠の名称は意匠が応用される「物品」を判断する主な根拠であって、意

匠が施す物品を明確に指定し、関係ない文字を記載しはいけない。関連意匠の

意匠名称は本意匠の意匠の名称と同じであってもよいし、異なってもよい。 

  明細書には意匠の名称を記載しなければならない。意匠の名称を記載せず、

同時に物品の用途と意匠の説明を記載しなかったものについて明細書を提出

していないと見なし、期間を指定して補正を命じ、補正をした日を出願日とす

る。期間内に補正しなかったものの出願を受理しない。明細書には物品の用途

又は意匠の説明を記載したが、意匠の名称のみが抜けたものに対して期間を指

定して補正を命じ、この場合出願日に影響を与えない。 

  明細書に記載した意匠の名称は出願願書と一致しなければならない。一致

しない場合、期間を指定して補正を命じ、期間内に補正をしなかったものにつ

いて両方の書類とも名称を記載してある時、明細書に記載したものを意匠の名

称とする。 

  出願した後、意匠の名称の変更を申請する場合、登録公告の前に提出した

ものについて明細書のフロント頁の変更に関わることとなるので、変更した後

の事項を記載した明細書フロント頁を添付すべき。注意しなければならないの

は、登録査定前に明細書の意匠の名称を変更することが補正に属し、登録査定

後の意匠の名称を変更することが訂正の規定に従って取り扱われる。 

 

1.2.2  物品用途、意匠説明 
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  意匠明細書における物品用途は意匠が施す物品の使用、機能を説明する助

けとなる。意匠の説明は意匠の形状、模様、色彩又はこれらの結合を説明する

助けとなる。 

  意匠登録を受けようとする意匠は次の事情のいずれかの一つに該当する

場合、意匠の説明で説明すべき： 

（1）図面に掲載された内容には主張しない部分の意匠が含まれること。 

（2）物品に応用されるアイコン及びグラフィックユーザーインターフェース 

   は連続的に変更する画面である場合、その変換の順番を記載すべきこと。 

（3）各図面の間は同じ、対称又は他の事由で省略したものがあること。 

   次の事情のいずれかの一つに該当する場合、必要となる場合は意匠の説

明で簡単に述べるべき： 

（1）材料の特性、機能の調整又は使用状態の変化により意匠の外観に変化が

起きること。 

（2）補助の図面又は参考の図面があること。 

（3）組み物で意匠登録を受けようとするものは各構成部品の名称。 

 

  物品の用途又は意匠の説明は既に意匠の名称又は図面で十分に表すこと

ができ、且つ説明しなければならない事項がないものについて明細書には物品

の用途と意匠の説明を記載しなくてよく、その二つの欄には「無し」と記載し

て又はブランクのままにしてよく、又はその二つの欄を省略する。物品の用途

又は意匠の説明は意匠の名称又は図面で十分に表示したか否か、又は意匠の説

明において説明しなければならない事項の有無については方式審査段階で判

断できるものではないので、実体審査で審査する。 

 

2.  特許請求の範囲 

 

  特許又は実用新案を出願する際に、特許請求の範囲は少なくとも 1項の請

求項を記載すべき。請求項は 2項以上の場合、順番に沿ってアラビア数字で番

号を記載すべき。 

  もし、請求項に番号を付けていなく、又はアラビア数字で順番に沿って番

号を記載していないものについて期限付きの補正を命じ、期限内に補正をしな

かったものについて元来の特許請求の範囲に基づいて審査を継続する。 

 

3.  図面 
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3.1  特許出願 

 

  出願人は製図法に従って黒い線で鮮明に図面を作成すべき。各図面を元来

の三分の二まで縮小した時も図面の細かいところを明確に区別できるべき。 

  特許出願の図面を製図法に従って作成することができないものであって

もし直接に再現でき、且つ図面作成の規定に合致することができれば、写真に

代えることができる。 

  写真に代える時、色彩写真で更に鮮明に全体の発明内容を表すことができ

る場合、色彩写真として採用することができる。例えば：金属組織図、電気泳

動図、細胞組織図、動物実験比較効果図など 

  図面には図番号及び符号を記載し、連続番号を付与し、必要となる注記を

除いて説明文字を記載してはいけない。図面には文字を注記したものについて

必要となる注記であるか否かを実体審査の際に審査する。 

  特許出願の図面は製図法に従って作図していなく、図番号及び符号を記載

していなく、又は鮮明ではない時、期限付きの補正を命じ、期限内に補正をし

なかったものについて元来の図面で方式審査を継続する。出願人が補正をした

場合、その補正は出願時の明細書、特許請求の範囲及び図面に掲載された範囲

を超えたか否かについて実体審査の際に審査する。 

  特許出願の出願人はその出願が十分に技術内容を開示する目的を達成す

るために図面を具備する必要があるか否かを決める。もし、特許出願の明細書

には図面の簡単な説明が記載されているが、図面の全部又は一部が欠落したも

のは、本篇第 5章の図面の欠落における処理原則に従って取り扱われる。但し、

特許出願には既に図面が添付されたが、図面の簡単な説明が抜けたものについ

て期限を付けて図面の簡単な説明の補正を提出することを通知し、期限内に補

正をしなかったものに対して元の明細書に基づいて審査を行う。 

 

3.2  実用新案出願 

 

  実用新案出願の図面の作成は特許出願の規定に従って行い、但し、実用新

案出願には必ず図面を添付し、且つ図面は写真又はプロセス図のみであっては

いけない。 

  実用新案出願の図面は製図法に従って作成していなく、図番号及び符号を

記載していなく、又は鮮明でない場合、期限付きの補正を命じ、期限内に補正
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をしなかったものは元来の図面に基づいて方式審査を継続する。但し、図面は

写真又はプロセスのみであって、期限付きの補正を命じ、期限内に補正をしな

かったものの出願を受理しない。 

  実用新案出願は完全に技術内容を開示する目的を達成するために必ず図

面を具備してその実用新案物品の内容を開示する。もし、実用新案の図面の全

部又は一部が欠落したものは本篇第 5 章の図面の欠落の処理原則に従って取

り扱われる。但し、実用新案登録出願には既に図面が添付されたが、図面の簡

単な説明が抜けたものについて期限を付けて図面の簡単な説明の補正を提出

することを通知し、期限内に補正をしなかったものに対して元の明細書に基づ

いて審査を行う。 

 

3.3  意匠出願 

 

  意匠出願の図面は十分に意匠の外観を開示するために十分の図面を具備

すべき。意匠は立体のものであって、立体図を含むべき。意匠は連続的な平面

のものであって、ユニット図を含むべき。図面とは立体図、正面図、背面図、

左側面図、右側面図、平面図、底面図、表面図、ユニット図又はその他の補助

図面などを言う。 

  図面は製図法に従って黒線図、コンピュータ製図又は写真にて作成し、各

図面を三分の二までに縮小した時も依然として図面の細かいところを明確に

区別できるべき。色彩を主張する意匠はその図面に色彩を表すべき。図面にお

いて意匠を受けようとする部分と意匠を受けようとしない部分について明確

に区別できる表示方法で表すべき。 

  意匠の図面には各図面の名称を記載すべき。図面の表示が規定に合致しな

く、表示していなく、又は不鮮明の場合、期限付きの補正を命じ、期限内に補

正をしなかったものに対して方式審査を継続する。 

  意匠を出願する際に、完全に技術内容を開示する目的を達成するために図

面を具備して意匠物品の内容を開示すべき。もし、意匠出願の図面の一部が欠

落したばあい、本篇第 5章の図面の欠落の処理原則に従って取り扱われる。 

 

4.  要約 

 

  特許出願又は実用新案出願には要約を具備すべき。要約には簡潔に特許出

願又は実用新案出願の開示内容の概要を述べ、且つ、発明が解決しようとする
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課題、問題を解決するための手段及び主な用途に限られる。その文字数は 250

字を超えないことを原則とする。化学式を有する出願の場合、最も発明の特徴

を表すことができる化学式を掲載すべき。要約には商業的な宣伝用語を記載し

てはいけない。 

  出願の時に要約を提出しなかったものに対して、期限付きの補正を命じ、

期限内に補正をしなかったものの出願を受理しない。 

  英語の要約を添付しているものは中国語へ翻訳すべき。 

 

5.  選択図 

 

  選択図の目的は特許データの検索の効率を上げ、使用者が迅速に特許、実

用新案出願の技術又は意匠出願の技術内容の概要を理解できることであって、

出願人が技術の内容を一番知っているので、もし、出願には最もその出願の創

作特徴を代表する図面がある場合、出願人自らが指定すべきである。 

  図面を具備している特許出願又は実用新案出願について、出願人は最も特

許又は実新案の技術特徴を代表できる図面を選択図とし、且つ主な符号をリス

トアップして簡潔に説明する。もしその選択図には符号がなければ、符号を記

載する必要がない。例えば：フローチャート、座標図、実験結果分析図など。 

  原則として一つの選択図を指定し、もし、図面の中に適当な選択図がなけ

れば、選択図を指定する欄に「無し」と記載すべき、そうすれば記載の漏れで

はないことを確認できる。出願人は選択図をしていなく、又は選択図を指定し

たが代表図の主な符号をリストアップしていなく、且つ簡潔に説明もしていな

いものについて方式審査の時に期限付きの補正を命じ、期限内に補正しなかっ

たものに対して方式審査を継続する。 

  意匠出願について出願人は立体図又は最も当該意匠を代表することがで

きる図面を選択図とすべき。出願人は選択図を指定していない場合、方式審査

の時に期限付きの補正を命じ、期限内に補正をしなかったものに対して方式審

査を継続する。 
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第七章 優先権及び新規性喪失の例外規定の適用 

【2022 年 12 月 1日施行】 

 

1. 国際優先権 

 1.1 出願人 

 1.2 国際優先権主張の基礎出願 

 1.3 国際優先権主張の期間 

 1.4 国際優先権主張の声明事項 

 1.5 国際優先権の証明書類及び提出期間 

 1.6 国際優先権主張の声明事項の訂正 

 1.7 国際優先権主張の権利回復 

 1.8 国際優先権主張の取り下げ 

2. 国内優先権 

 2.1 出願人 

 2.2 国内優先権におけるの出願 

 2.3 国内優先権が主張できる期間 

 2.4 国内優先権主張の声明事項 

 2.5 国内優先権主張の取り下げ 

3.   新規性喪失の例外規定 
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第七章 優先権及び新規性喪失の例外規定の適用 

 

  優先権は国際優先権と国内優先権との二種類に分けられる。我が国以外の

国又は世界貿易機関（以下ＷＴＯと称する）の加盟国において提出した出願を

基礎出願とする優先権を主張したものを国際優先権と称する。我が国において

提出した出願を先の出願として優先権を主張するものを国内優先権と称する。

国際優先権または国内優先権のいずれにしても後の出願はその基礎出願又は

先の出願の出願日を優先日とすることができる。優先権を主張するものにおけ

る特許要件の審査は優先日を基準とする。 

  出願の前に当該発明は出願人の意による公開又は出願人の意に反する公

開となり、その公開事実が発生した後、12 ヶ月（意匠出願の場合 6 ヶ月）以

内に出願する場合、その公開事実は専利法第 22 条第 1 項及び第 2項（実用新

案出願は同条項を準用し、意匠出願は同法第 122 条第 1項及び第 2項を適用す

る）に規定された特許を得ることができない事情に属さないので、当該出願は

新規性喪失又は進歩性（創作性）欠如となることにならない。但し、出願する

ことにより我が国又は他国において法律に基づいて特許公報での公開は出願

人の意による公開であっても適用対象とならない。前記の 12 ヶ月（意匠の場

合の 6ヶ月）の期間はグレースピリオドと称する。 

  優先権の主張、グレースピリオドの関連規定に適合する適合の主体、法定

期間、声明すべき事項、提出すべき証明書類、優先権主張の権利回復及び取り

下げなどの方式審査の要点と取り扱い作業については本章で規定される。 

 

1.  国際優先権 

 

  国際優先権はパリ条約の基本原則の一つであり、国際優先権とは出願人が

第一国に出願した後、法的期間内に同一発明を他の国へ出願する場合、特許要

件の判断基準日を第一国の出願日に遡ることができることである。 

  出願人は同一発明を我が国と優先権相互承認条約を締結した国（締約国と

称する）、ＷＴＯ加盟国において法律に従って第一回出願し、その出願を基礎

とし、法定期間内に我が国において同一発明を出願するものは、第一回出願（こ

れから優先権基礎出願と称する）の出願日を優先日とすることを主張すること

ができ、その優先日は我が国の出願日より遅いものは認められず、従って、優

先日は我が国の出願日と同じであるものについても優先権を主張することが

できる。且つ同一出願は２以上の外国出願を優先権主張の基礎出願とすること
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ができる。 

 

1.1  出願人 

 

  出願人は我が国国民、ＷＴＯ加盟国、ＷＴＯの延伸国（例えば：英領ケイ

マン諸島(Isle of Man)、オランダ領アンティル諸島(Netherlands Antilles)）、

互恵条約の締結国の国民であって、又はＷＴＯ加盟国、ＷＴＯ延伸国、互恵条

約の締結国の領域内に住所又は営業所を有するもの（準同盟国民）について国

際優先権を主張することができる。出願人は複数の場合、全ての出願人は前記

の身分条件に合致しなければならない。 

  前記優先権主張の身分条件の認定については、我が国で出願をした際に、

出願願書に記載された出願人を判断基準とし、出願の際に既に優先権主張の身

分条件に合致し、出願後、国籍、住所、営業所又は出願人名義を変更しても優

先権主張の適法性に影響を与えない。 

  出願人は準同盟国民の身分にて優先権を主張する際に出願願書にはＷＴ

Ｏ加盟国、ＷＴＯ延伸加盟国又は互恵条約の締結国の領域内の住所、営業所を

記載し、関連の証明書類を提出すべき。例えば：居留許可証、仕事ビザ、支店

又は事務所の設立における登録証明書類など。但し、本社と本社から投資した

子会社は異なる法人格に属し、本社はこの子会社の営業所を本社の営業所とし

て主張することができない。逆にも同様である。 

  パリ条約第４条第Ａ項第１号の規定に従って優先権を主張することがで

きるものは、優先権基礎出願の出願人又はその権利を承継するものであるべき。

もし、出願人と優先権主張の基礎となる基礎出願の出願人とは一致しない場合、

実務のことを鑑みて出願人でない権利承継人は優先権証明書類の原本を入手

することが困難であり、よって、優先権主張の合法的な地位を有すると推定し、

優先権主張の譲渡証明書類を添付する必要がない。後日、紛争が起きた場合出

願人自らが法律の責任を負うこととなる。 

 

1.2  国際優先権の基礎出願 

 

  国際優先権の基礎出願は必ず次の条件の何れかの一つに合致しなければ

ならない： 

（1）ＷＴＯ加盟国、ＷＴＯ延伸加盟国又は互恵条約の締結国の領域内におい

て第一国として同じ技術内容で出願した案件であって、その第一国出願の出願
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日はＷＴＯ加盟国、ＷＴＯ延伸加盟国のＷＴＯへの加盟日又は互恵条約の発効

日より早いものであってはいけない。 

（2）知的財産権の取得と維持のために締結した多国又は地域性の条約、協定

に基づいて提出した最初の出願であって、且つＷＴＯ加盟国、ＷＴＯ延伸加盟

国、互恵条約の締結国を指定国とし、その指定国の国内法律により正規な国内

出願と認定された。例えば：特許協力条約（ＰＣＴ）又は欧州特許条約（ＥＰ

Ｃ）に基づいて提出した出願。 

  優先権基礎出願は受理国又は国際組織で正規に出願日が認定されれば、そ

れを持って優先権を主張することができる。例えその後、その優先権基礎出願

が取り下げ、放棄、不受理又は拒絶されても、後の出願の優先権主張に影響を

与えない。 

  米国又はオーストラリアの仮出願は正式の出願ではないが、依然として後

の出願の優先権主張の基礎出願となることができる。 

 

1.3  国際優先権主張の期間 

 

  国際出願権主張の期間は優先権基礎出願の出願日の翌日から我が国へ出

願し且つ出願日が認定された日までの期間である。特許出願又は実用新案出願

では１２ヶ月間であって、意匠出願では６ヶ月である。２以上の優先権基礎出

願があった際に、その期間は最初の優先権基礎出願の出願日から起算する。 

  国際優先権の主張期間について同時に優先権基礎出願の種類と後の出願

の種類をも考量しなければならない： 

（1）優先権基礎出願及び後の出願はいずれも特許出願又は実用新案出願であ

る場合、その期間は１２ヶ月間であり、もし、後の出願と優先権基礎出願の何

れかの一つが意匠出願である場合、その期間は６ヶ月間となる。 

（2）出願の時に優先権基礎出願と後の出願はいずれも特許又は実用新案出願

であって、後の出願はその後特許出願又は実用新案出願から意匠出願へ出願変

更した場合、期間は６ヶ月間となる。 

  出願の出願日は補正をした日を出願日とされ、その国際優先権主張は既に

国際優先権を主張することができる期間を越えたものについて、その優先権主

張を受理しない（台北高度行政裁判所９５年度訴字第 03127 号判決をご参照） 

。 

 

1.4  国際優先権主張の声明事項 
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  国際優先権を主張するものは出願と同時に次の事項を声明すべき： 

（1）第一国出願の出願日。 

（2）第一国出願を受理した国又はＷＴＯ加盟国。 

（3）第一国出願の出願番号。 

  出願の際に第一国出願の出願日とその出願を受理した国又はＷＴＯ加盟

国を声明しなかったものは優先権主張していないと見なす。 

  上記の声明事項は出願願書の声明事項の欄に記載することを原則とし、但

し出願と同時に提出した書類の中、既に第一国出願の出願日及び受理された国 

又はＷＴＯ加盟国を記載してあるものも優先権主張を認める。例えば：明細書

には第一国出願の受理国、出願日（出願番号）を記載し、又は出願と同時に優

先権証明書を提出したもの。 

  出願人は複数の優先権を主張する場合、それぞれの優先権基礎出願を声明

しなければならない。もし、主張した複数の優先権の出願日と受理された国又

は WTO 加盟国はいずれも同じである場合、やはりそれぞれの優先権基礎出願の

情報を記載すべき、そうしなければ記載された優先権で主張した優先権件数を

認定する。 

  出願人は上記の規定に従って出願時に国際優先権を主張することを声明

しなく、出願後、声明を補正し、又は優先権主張の追加を声明するものは本章

第 1.7 節の権利回復規定に従って手続きをすべき。 

 

1.5  国際優先権の証明書類及び書類の提出期間 

 

  出願人は法定期間内（特許又は実用新案出願は最も早い優先日から 16 ヶ

月、意匠出願は最も早い優先日より 10 ヶ月）優先権基礎出願が受理された国

又は WTO 加盟国の発行した優先権証明書類の原本を提出すべき。期限内に提出

しなかったものは優先権を主張していないと見なされる。国際優先権証明書類

の提出期限は法定期間であって、期間の延長請求は不可である（最高行政裁判

所 95年判字第 680 号判決をご参照）。 

  出願人は複数の優先権を主張する場合、全ての優先権証明書の提出期限は

最も早い優先日より起算し、「最も早い優先日」とは主張した複数優先権の中、

最も早い優先日のことを言い、但し最も早い優先日より 16 ヶ月（意匠出願は

最も早い優先日より 10 ヶ月）内に最も早い優先権主張を取り下げた場合、そ

の次に早い優先日を最も早い優先日とする。出願人は最も早い優先日より 16
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ヶ月（意匠出願は最も早い優先日より 10 ヶ月）以内に最も早い優先権の主張

を取り下げなく、且つ、最も早い優先日より 16 ヶ月（意匠出願は最も早い優

先日より 10 ヶ月）以内に優先権証明書類を完全に補完しなかった場合、その

優先権証明書を提出しなかった優先権は主張していないと見なされる効果が

生じる。例えば出願人は A、B、Cとの 3件の優先権を主張し、その優先日の順

番は a日、b日、c日であって、出願人は最も早い優先日（a日）から 16ヶ月

（意匠出願は最も早い優先日より 10 ヶ月）以内に B の優先権証明書類のみを

提出し、この場合、この出願は Bの優先権主張のみが有効となり、Aと Cの優

先権は主張していないと見なされる。 

  専利法第 29 条第 2 項で言っている「前項の国又は WTO 加盟国が出願を受

理したことを証明する申請書類」、即ち優先権証明書は外国又は世界貿易機関

（WTO）加盟国の特許専属官庁が発行された署名付きの原本であるべき。当該

書類は出願人が優先権を主張するために必ず必要とする法定の書類であって、

特許庁は一つの出願が「同じ発明又は考案」であるか否かを判断することによ

り優先権主張を認めるか否かの根拠となる。各国の発行された優先権証明書類

は当該国の出願日を取得する要件に合致したことが確認された後、発行された

証明書類であり、その書類には発行日、出願日及び出願番号が記載されており、

且つ、出願日に開示された技術内容（即ち明細書及び図面）が記載され、その

優先権証明書の外観から見れば、各国特許官庁の認証された頁（官庁の印鑑、

署名、マーク又はその他の識別図形が含まれる）がフロント頁とし、出願日と

して認定された出願書類（明細書、図面及び書誌事項を含む）が添付された後、

封じて一冊にまとめたものとなっている。この書類により他の国の特許官庁に

優先権基礎出願の出願日と、出願日に開示された技術内容とを証明する。よっ

て、外国又は WTO 加盟国の特許専属官庁の発行された出願の領収書、電子領収

書、受理通知書、特許証、許可証明書、特許公報又はファイルラッパの全文コ

ピーなどの証明はいずれも優先権証明書に属さない。且つ、裁判所又は他の官

庁の公証又は認証をされた優先権証明書のコピーで代用してはいけない。 

出願人は最も早い優先日より 16ヶ月（意匠出願は最も早い優先日より 10

ヶ月）以内に優先権証明書のコピーを提出した場合、特許庁は期限付けでコピ

ーの原本の提出を命じ、期限内に補正しなく、又は補正したが依然として不備

があるものについて優先権を主張していないと見なされる。実務上、優先権証

明書の原本とコピーを照合して同一のものであるか否かの確認は優先権証明

書のフロント頁を基準とし、よって出願人は法定期間内に優先権証明書類のフ

ロント頁のコピーのみを提出すればよく優先権証明書類の全文のコピーを提
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出する必要はない。また、出願人は 2以上の出願において同一外国基礎出願の

優先権を主張する場合、もし既にその中の 1件の出願に優先権証明書類の原本

を提出し、他の出願には優先権証明書類の全文コピーに代えて提出すればよく、

但し、その原本が提出された出願の出願番号を記載すべき。 

  優先権証明書類について我が国特許庁と優先権基礎出願の受理国又はＷ

ＴＯ加盟国の特許専属官庁との間には既に電子データの交換ができる場合、優

先権証明書類を既に提出したと見なす。 

  光ディスクを優先権証明書類とする場合、外国又はＷＴＯ加盟国の特許専

属官庁が発行し、且つその受理官庁のマークを外部から見られるべき、特許庁

が認可して初めて優先権証明書類の原本として認める。優先権証明書類は外国

又はＷＴＯ加盟国の特許専属官庁のホームページからダウンローとした場合、

当該書類は特許専属官庁の認証した電子データで無ければならず（特許専属官

庁の認証を示したページを添付すべき）、且つ、その書類は確かに特許専属官

庁のホームページからダウンロードしたことを釈明し、我が国の特許庁が認可

した後、初めて優先権証明書類の原本として認め、その電子データからプリン

トアットした優先権証明書類の全文を紙にて提出すべき。 

  出願人は特許庁の規定された電子データファイルにて優先権証明書類を

提出し、且つ原本と一致することを釈明した者は、優先権証明書の原本を改め

て提出する必要はない。 

（1） 本特許庁の認可した優先権証明書類の電子データを次に示す： 

A. 外国特許庁の発行された優先権証明書類の光ディスク（DVD）の電子デ

ータ。 

B. 外国特許庁がインターネットで発行された優先権証明書類の電子デー

タ。 

C. 出願人が外国特許庁の発行された紙の優先権証明書をスキャン作成し

た電子データ。紙の優先権証明書をスキャンする時、JPG 、TIF、 GIF 

又は BMP形式のいずれかのデータに作成すべき、解析度を 300×300DPI

以上とし、更に A4の縦方向に印刷する形式に変え、読み取り可能、且

つパスワードが設定されていない PDF のデータでなければならない。

一つの優先権証明書類を一つのファイルにすべき。 

（2） 優先権証明書類を電子データにて送付する方法を次に示す： 

A. 紙で出願する場合：紙の申請書の添付書類として優先権証明書類の電

子データを提出する場合、その電子データを読み込み専用の DVD で提

出してよくこの場合その光ディスクは外国特許庁の発行された優先権
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証明書類である DVD 又はそのコピーであってもよく、又は前記（1）の

B、C で述べられた電子データを格納した DVD であってもよい。もし、

複数の優先権を主張する出願の場合光ディスクを作成する際に 2 以上

の複数の優先権証明書類の電子データを一枚の光ディスクに格納し、

且つその光ディスクの表には優先権基礎出願の番号を記載すべき。出

願人は本特許庁の規定した優先権証明書類の電子データファイルで提

出し、且つ、優先権証明書類の原本と一致することを釈明することで

優先権証明書の原本に取り替えるものは願書の添付書類の欄の□優先

権証明書の電子データファイル（光ディスク）枚（本願書に添付され

た PDF 電子データは原本と同じ）をチェックすべき。 

B. 電子出願：電子出願用の申請書にて優先権証明書類の電子データを添

付して提出する。 

  優先権証明書類を提出しないままで法定期間を徒過した場合、それは自然

災害又は出願人の責めに帰することのできない事由によるものであれば、その

事由がなくなった日から 30 日以内に書面にて理由を述べて優先権証明書類を

添付し、且つ出願人の責めに帰することができない事由の証明書類を添付して

原状回復を請求する。但し、期間を徒過してから 1年を経過したものは原状の

回復を請求することができない。責めに帰することができる事由の証拠資料と

は外国特許専属官庁の発行された証明書類の他に期間徒過の原因となった事

由を裏付ける証拠資料なども含まれ、これらは全て主張の根拠とすることがで

できる。但し、出願人の責めに帰することができない事由であるか否かについ

て各案件毎に審査してから認定する。 

 

1.6  国際優先権主張における声明事項の訂正 

 

国際優先権を主張する効果は第三者の権利に重大な影響を与えることと

なるので、声明事項の記載変更を認めないべき。但し、次の事情であって特許

庁は誤記の原因が正当であると認定された場合、その訂正を認める： 

（1）声明事項に記載された第一国出願の出願日、出願の国又はＷＴＯ加盟国、

出願番号が優先権証明書類の記載とは一致せず、優先権証明書類の記載と一致

するように声明事項を訂正する。但し、第一国出願の出願日、出願の国又はＷ

ＴＯ加盟国の記載はいずれも誤った場合、その訂正を認めない。 

（2）外国又はＷＴＯ加盟国の特許専属官庁の発行した優先権証明書類に誤記

があって、その特許専属官庁が訂正済みの優先権証明書を新たに発行した。 
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  上記（1）の事情があった場合、出願人は優先権証明書類を提出すると同

時に誤記の原因を上申して訂正を請求すべき。上記（2）の事情があった場合、

誤記の原因を上申して外国又はＷＴＯ加盟国の特許専属官庁の発行した印刷

ミスの証拠資料を提出する。 

 

1.7  国際優先権の権利回復 

 

  出願人の故意によって出願と同時に優先権を主張しなかったのではなく、

又は出願の際に第一国出願の出願日及びその出願を受理した国或いはＷＴＯ

加盟国を声明しなかったにより優先権は主張しないと見なされたものについ

て最も早い優先日から 16ヶ月（意匠出願は最も早い優先日より 10ヶ月）以内

に優先権主張の権利回復を請求することができ、且つ同時に次の手続きをとら

なければならない： 

（1）優先権主張の権利回復請求の庁手数料を納付する。 

（2）優先権基礎出願の出願日、受理の国又はＷＴＯ加盟国、出願番号を声明

する。 

（3）優先権証明書類の原本を提出する。 

  特別に注意しなければならないのは上記手続き（庁手数料の納付も含む）

を必ず最も早い優先日より 16ヶ月（意匠出願は最も早い優先日より 10ヶ月）

以内に完成しなければならないことである。期間徒過後の権利回復請求を受理

しない。但し、庁手数料を納付したが、金額が不足するものに対して期限付き

の追納補正を命じ、期限内に補正をしなったものの出願を受理しない。 

 

1.8  国際優先権の取り下げ 

 

  国際優先権主張の取り下げは査定前に書面にて行うべき。複数の優先権を

主張するものは一部又は全部の優先権主張を取り下げることができる。国際優

先権主張の取り下げにより出願の最も早い優先日が変わり、優先日の翌日から

起算する全ての手続き期限が徒過していないものは、変更後の最も早い優先日

又はその翌日から起算する。 

 

2.  国内優先権 

 

  国内優先権制度の主な目的は出願人が出願した後先の出願を基礎として
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改良を加えて補充して再度出願することである。出願人は我が国において先に

出願をした特許又は実用新案出願に基づいて再度出願をするものについて先

の出願の明細書、特許請求の範囲又は図面に記載された特許又は実用新案に基

づいて国内優先権を主張することができる。 

 

2.1  出願人 

 

  国内優先権を主張する出願（これから後願と称する）の出願人は先の出願

の出願人と同一人物でなければならない。先の出願の出願人は複数であっても

完全に一致しなければならない。一致しない場合、補正を命じ、出願人は先の

出願の譲渡手続きを行うことにより先の出願と後願の出願人を一致させる。 

 

2.2  国内優先権における先の出願 

  

  国内優先権の規定は特許出願と実用新出願のみに適用され、意匠出願には

適用されない。従って、先の出願は我が国において出願して出願日が認定され

た特許出願又は実用新案出願でなければならない。言い換えれば、意匠出願は

国内優先権を主張してはいけない。意匠出願も国内優先権主張の基礎となる先

の出願となってはいけない。 

  二以上の先の出願は同一の後願によって複数優先権を主張されることが

できる。 

  方式審査において次の事項を注意すべき： 

（1）優先権期間を実質的に延長したことにならないために先の出願に記載さ

れた発明又は考案の中、既に専利法第 28条又は第 30条の規定に基づいて国際

優先権又は国内優先権を主張したものについては後願の国内優先権主張の基

礎とすることはいけない。但し、先の出願において優先権を主張していない部

分についてその限りではない。後願には優先権を累積に主張する虞がある場合、

出願人に釈明を求めるように通知し、出願人は優先権を累積に主張することが

ないと上申し、又は期限内に答弁しなかった場合、方式審査を継続し、実際に

優先権の累積の主張の有無を実体審査の時に審査する。 

（2）二以上の後願が同一先の出願に基づいて国内優先権を主張する場合、ダ

ブルパテントになる虞があり、出願人は同一発明を二つの出願をしたものでは

ないと釈明し、釈明しなかったものについて出願人に釈明を求めるように通知

し、期限内に釈明しなかったものに対して方式審査を継続し、同一発明を二つ
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の出願をしたことであるか否かについて実体審査の時に審査する。 

（3）親出願から分割された分割出願または出願変更後の変更出願について、

分割出願、変更出願はいずれも親出願の出願日を援用したので、再び後願の国

内優先権主張の基礎とすることができない。 

（4）先の出願は特許出願であって、特許公告または拒絶査定が確定したもの、

先の出願は実用新案出願であって、登録公告又は拒絶処分が確定したものに基

づいて国内優先権を主張してはいけない。 

（5）先の出願は取り下げ、放棄又は不受理であって、この出願は存在しない

ものとなり、それを基礎として国内優先権を主張してはいけない。但し、出願

人の主張した国内優先権が受理された後、先の出願の取り下げ、放棄又は不受

理を行っても国内優先権の効果に影響を与えない。 

（6）国内優先権主張の基礎となる先の出願は先の出願の出願日より 15ヶ月が

経過した後、見なし取り下げとなり、これで重複の公開、重複の審査を回避で

きる。見なし取り下げとは先の出願が出願日より 15 ヶ月を満了した時、存在

しないものとなる。このような法律上の取り下げと見なされる場合、特許庁か

ら通知書又は処分書を発行する必要がない。法定期間が満了すれば即時に法律

の効果が発生する。 

（7）国内優先権主張の基礎となる先の出願が出願日より 15ヶ月満了の見なし

取り下げの前には依然として特許庁に係属しているが、実質的には既に後願に

取り替えられ、且つ引き続きの方式審査を行わない。但し、先の出願の権利を

守るために優先権主張の基礎となる先の出願の適法性に影響を与えないこと

を前提として後願の査定前に分割、代理人変更、住所変更などの変更事項を行

うことができる（台北高等行政裁判所第95年訴字第1539号の判決をご参照）。 

（8）分割出願は親出願の出願日を援用し、分割出願と親出願の出願日は同じ

であって、出願の先後のことを区別する必要がなく、よって、分割出願は親出

願に基づいて国内優先権を主張する状況が生じなく、主張するものについて不

受理とする。 

 

2.3  国内優先権が主張できる期間 

 

  国内優先権の主張できる期間は 12 ヶ月間であって、先の出願の出願日の

翌日から起算して後願の出願日の当日までとなる。一つの出願は二以上の先の

出願に基づいて優先権を主張する時、その優先権の主張できる期間の起算日は

最も早い優先日の翌日である。 
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2.4  国内優先権を主張する声明事項 

 

  国内優先権を主張するものは、出願と同時に先の出願の出願日及び出願番

号を声明すべき、声明しなかったものは優先権を主張していないと見なされる。

複数の優先権を主張するものは各々の先の出願を記載すべき。 

  前記の声明事項について出願願書の声明事項の欄に記載することを原則

とし、唯出願と同時に提出した書類の中に先のの出願の出願日及び出願番号を

既に記載されているものも優先権を主張したと認める。例えば：明細書には先

の出願の出願日及び出願番号を記載し、又は出願と同時に先の出願のコピーを

提出したもの。 

 

2.5  国内優先権の取り下げ 

 

  出願人は国内優先権の主張を取り下げることができる。但し、手続きの安

定性を考えると、この取り下げは先の出願の出願日より１５ヶ月以内に行わな

ければならない。15 ヶ月を徒過してから国内優先権を取り下げるものに対し

て不受理とする。後願は法定期間内に国内優先権主張を取り下げた場合、その

取り下げを認め、先の出願に対して審査を継続する。 

  先の出願の出願日より 15 ヶ月以内に後願を取り下げた場合、同時に国内

優先権の主張を取り下げたと見なされ、先の出願に対して審査を継続する。 

 

3.   新規性喪失の例外規定 

 

  産業上利用できる特許及び実用新案は出願前に既に刊行物に見られ、公然

実施され、又は公然知られた場合、新規性、進歩性が喪失した。但し、出願人

の意による公開又は出願人の意に反する公開の事実が発生した後 12 ヶ月以内

出願するものについてその公開事実が専利法第 22 条第 1 項及び第 2項で規定

された特許付与しない事情（実用新案が準用する）に属さなく、新規性、進歩

性が喪失しないとして取り扱われる。 

  産業上利用できる意匠は出願前に既に同じ又は類似の意匠があり、既に刊

行物に見られ、公然実施され、又は公然知られた場合、新規性、進歩性が喪失

した。但し、出願人の意による公開又は出願人の意に反する公開の事実が発生

した後 6 ヶ月以内に出願するものについては、その公開事実が専利法第 122
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条第 1項及び第 2項に規定された不登録の事情に属さなく、新規性、創作性が

喪失しないとして取り扱われる。 

  公開公報又は特許公報での公開は、他人が重複に研究を行う経費の投入を

防ぎ、又は公衆が明確に特許請求の範囲を知ることを目的とし、新規性喪失の

例外規定の目的は出願人による出願前の公開行為によって特許が取得できな

いものを例外とし新規性及び進歩性（創作性）が喪失しないにあり、行為の規

制及び制度の目的は全部異なる。出願人が出願することによって我が国又は外

国に法律に基づいて公報に公開されたことは出願人の意による公開であって

も新規性喪失の例外規定を適用できない。 

  新規性及び進歩性喪失の例外規定（以下新規性喪失例外規定という）の適

用事由における行為主体は出願人のほかに承継、譲渡、雇用又は出資の関係に

よって出願権を取得した者であって、承継人、譲渡人、被雇用者又は受託者が

出願前に公開した行為について新規性喪失の例外規定を適用することができ

る。 

  新規性喪失の例外規定を適用することができる法定期間について特許出

願及び実用新案出願の場合は 12 ヶ月、意匠出願は 6 ヶ月であって、その法定

期間の計算はその公開の事実が発生した日の翌日から起算して出願の当日ま

でとなる。 

  新規性喪失の例外規定を適用することができる事実は複数が存在してい

る場合、その法定期間の計算としては最初の事実が発生する日を基準とする。 

  新規性喪失の例外規定に合致するものは出願時述べることを手続き要件

としない。出願人はその出願が新規性喪失の例外規定に合致すると思われる場

合、出願の時に願書の声明事項の箇所に□本願は新規性喪失の例外規定に合致

する欄をチェックし、且つ公開事由、公開事実の発生期日を記載し、公開の関

連証明書類を添付してもよく、これによって審査作業に寄与する。出願は新規

性喪失の例外規定に合致するか否かについて実体審査の時に審査を行い、これ

に関連する審査基準について第二篇第三章 4.「新規性又は進歩性の喪失の例

外」の一節をご参照ください。 

  出願人は出願が新規性喪失の例外の関連規定に合致すると思われる場合、

証明書類を添付して提出すべきである。提出された証明書類には公開の事実と

発生の年、月、日を記載されるべきである。複数回公開の場合、それぞれの公

開事実を証明する書類を提出すべきである。 



 
 

第一篇 方式審査と専利権の管理 

 

 

69 
 

第八章 生物材料の寄託 

【2022 年 12 月 1日施行】 

 

1. 生物材料の寄託の法定期限 

2. 生物材料の寄託の寄託機関 

3. 生物材料の寄託情報の記載 

4. 生物材料の寄託証明書類 
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第八章 生物材料の寄託 

 

  生物材料又は生物材料を利用する特許出願は、生物材料を寄託すべき。但

し、当該生物材料はその発明の属する技術の分野における通常の知識を有する

者が容易に入手することができるものであれば、寄託の必要はない。当該政府

物材料はその発明の属する技術の分野における通常の知識を有する者が容易

に入手することができるものにであるか否かについては実体審査の際に審査

する。 

  生物材料に関する寄託期限、寄託機関、寄託情報の記載、寄託証明書類に

対する方式審査の要点及び処理作業は本章で規定する。 

 

1.  生物材料の寄託の法定期限 

 

  出願人は遅くても出願日に当該生物材料を特許庁の指定した国内寄託機

関に寄託する。出願の前に特許庁の認可した外国寄託機関に寄託し、且つ法定

期間内に指定の国内寄託機関に寄託したものについては、遅くても出願日に我

が国の国内寄託機関に寄託するとの制限を受けない。 

  出願人は出願の前に我が国と相互承認条約を締結した外国の指定された

その国の国内寄託機関へ寄託し、且つ、法定期間内に当該寄託機関の発行した

証明書類を提出したのもについて、我が国の国内において寄託しなければなら

ないとの制限を受けない。 

 

2.  生物材料の寄託の寄託機関 

 

  我が国の生物材料の寄託機関は特許庁の公告で指定した機関であるべき。

我が国の生物材料の寄託機関は財団法人食品工業発展研究所である。外国の生

物材料の寄託機関とは、ブダペスト条約に基づく国際寄託機関（International 

Depositary Authorities）の資格を有する生物材料寄託機関であるへき（世界

知的所有組織のウェブをご参照）。 

 

3.  生物材料の寄託情報の記載 

 

  生物材料の寄託情報は必ずしも出願願書に記載する必要がない。もし、願

書において生物材料の寄託を声明したが、生物材料の寄託証明書を添付してい
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ない場合、法定期間内に寄託証明書類を補充することを出願人に通知する。も

し、出願の際に声明していない場合、出願人自らが法定期間内に証明書類を提

出すべき。 

  生物材料は既に寄託したものは明細書の生物材料の寄託の欄に寄託機関、

寄託期日及び寄託番号を記載すべき。出願の前に外国で既に寄託したものにつ

いて外国の寄託機関、寄託期日及び寄託番号を記載すべき。明細書には上記寄

託の情報を記載していないが、寄託証明書類を提出したものに対して期限付で

寄託情報を明細書の生物材料の寄託の欄に記載するように出願人に通知する。 

 

4.  生物材料の寄託証明書類 

 

  出願人は出願日より 4ヶ月以内（優先権を主張するものは最初の優先日よ

り 16 ヶ月以内）に寄託証明書類を提出し、且つ、寄託機関、寄託期日及び寄

託番号を記載すべき。期限内に寄託証明書類を提出しなかったものは寄託して

いないと見なされる。 

  前記の寄託証明書類とは、出願前に既に国内寄託機関に寄託したものは国

内寄託機関の発行した寄託証明書類のこと、 先に特許庁の認可意した外国の

寄託機関に寄託してから国内寄託機関に寄託したものは外国の寄託機関の発

行した寄託証明書類及び国内寄託機関の発行した寄託証明書類のこと、もし、

先に我が国と相互承認契約を締結した国の指定した当該国寄託機関に寄託し

た場合、その外国寄託機関の発行した寄託証明書類のことを言う。 

  我が国と相互承認条約を締結した国とは、台湾特許庁から公告された特許

手続き上の生物材料寄託を相互協力する国に限る。これらの国の指定されたそ

の国内の寄託機関は、ブダペスト条約第 7条に指定された国際寄託機関でない

者について、提出された証明書類には生物材料の生存に関する情報が含まれる

べき。生存に関する情報が含まれない場合、法定期間内に生存に関する証明書

を提出と出願人に通知し、期限内に提出しなかった者は寄託を行っていない者

であると見なされる。 

  出願人と生物材料の寄託者は一致しない場合、寄託者から合法的に授権さ

れた被授権者のみが寄託証明書類を取得できるという実務上の事実を鑑みて、

出願人は既に寄託者からの授権を取得したと推定する。 
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第九章 発明の公開及び実体審査の請求 

【2013 年 1月 1日施行】 

 

1.  発明の公開 

2.  実体審査の請求 
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第九章 発明の公開及び実体審査の請求 

 

  早期公開の制度とは特許を出願した後、方式審査を経て公開しないという

事情がないものが一定の期間を経過した後、その技術内容を公開することであ

って、これにより企業活動の不安定と重複の研究による資源の浪費を回避し、

技術の公開により産業界が早期に新しい技術情報を得ることができ、産業の技

術の向上に繋がる。 

  実体審査制度とは、特許を出願した後、出願人は特許権を取得し又は第三

者が審査した結果を知るために法定期間内に実体審査を請求すれば、特許庁は

当該特許出願に対して特許要件を審査する。 

 

1. 発明の公開 

 

  特許出願の書類を審査した結果、規定に合わないことがなく、且つ公開し

ない事情がなければ、出願日より 18 ヶ月を経過した後、当該出願を公開すべ

き。優先権主張を伴う出願の場合、上記の期間は優先日の翌日から起算し、2

以上の優先権を主張する場合、その起算日は最初の優先日の翌日から起算する。 

  特許出願には次の事情のいずれかに合致すれば、公開しない。 

（1）出願日から 15ヶ月以内に出願を取り下げたもの。 

（2）国防機密又はその他の国の安全に係わるもの。 

（3）公序良俗に反するもの。 

  特許出願は上記の（2）又は（3）のいずれかに該当する公開しない事情が

あれば、出願人に期限付で上申することを通知し、期限内に上申しなかったも

のは公開されない。 

  企業が早期に新しい情報を得て、研究開発の重複を避けるために出願人は

早期公開を請求することができ、また、延期公開の請求は不可である。出願人

は早期公開を請求する場合、書面てに請求すべき、当該出願は書類が完備し、

公開しない事情がなければ、公開作業を行う。 

  出願の要約の記載は専利法施行規則の規定に合わないものは期限付で補

正を通知し、又は職権により訂正した後、出願人に通知する。 

  出願人の指定した選択図について審査した結果、適切ではないと認定され

た場合、例えば：従来技術を選択図とする場合、指定の図面は最も当該発明の

技術特徴を表せるものではない場合、期限付きの補正を命じ、又は職権により
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選択図の指定又は削除した後、出願人に通知する。 

  特許出願は出願日（優先権主張の場合、最初の優先日）より 15 ヶ月以内

に出願を取り下げたものは、公開されない。理論上、出願を特許査定した後、

取り下げの問題が生じない。言い換えれば、特許出願は出願日より 15 ヶ月以

内に特許査定を受けて公告される前にも取り下げの問題がない。従って、出願

人は 15 ヶ月以内に出願を取り下げる場合、出願人の真意を確認し、もし、登

録料の納付による特許権の付与を放棄する意向の場合、出願人の権利を考量し

て当該出願は公開されない。 

  特許出願は出願日より 3年以内に実体審査を請求することができる、分割

出願又は特許出願へ出願変更の場合、前記の期間を経過したものは、分割出願

又は出願変更の手続きを行った日より 30 日以内に審査請求しなければならな

い。当該分割出願又は変更出願は法定期間内に審査請求しなかったものは取り

下げと見なされる。唯、公開作業に影響を与えない。 

  国内優先権を主張するものについて先の出願は出願日より 15 ヶ月を満了

した後、取り下げと見なされ、公開の重複を避けるために国内優先権を主張す

る際に先の出願は公開されない。 

  特許出願の公開は出願日が認定された中国語明細書の内容で行う。15 ヶ

月以内に補正を請求したものについて公開公報には補正の事実が記載され、補

正の内容も併せて公開される。 

  複数の優先権を主張するものは全部の優先権主張又は一部の優先権主張

を取り下げることができる。優先権の主張を取り下げるこよにより最初の優先

日が変更し又は優先日がなくなった場合、変更後の最初の優先日又は出願日の

翌日から起算して 18 ヶ月後に公開する。例えば：公開作業の始まる前に優先

権の主張を取り下げる場合、当該出願の公開は変更後の最初の優先日又は出願

日より 18 ヶ月を経過した後に延長する。但し、出願日又は最初の優先日より

15 ヶ月以後始めて優先権主張を取り下げるものは最初の優先日又は出願日の

変更の有無に係わらず、その公開日は依然として最初の優先日より 18 ヶ月を

経過した後となる。 

 

2.  実体審査の請求 

 

  特許出願、意匠出願は実体審査制度を採用し、実用新案出願は形式審査制

度を採用している。但し、特許出願は実体審査請求により審査を行い、意匠出

願は職権による実体審査を行う。 
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  特許出願に対して出願日より 3 年以内に何人からも実体審査を請求する

ことができる。但し、当該審査請求期間を経過してから分割出願又は出願変更

を請求したものは、分割又は出願変更の手続きを行った後 30 日以内に実体審

査を請求することができる。 

  実体審査の請求を取り下げることができない。前期の法定期間内に実体審

査を請求しなかったものは見なし取り下げとなる。 

  実体審査請求に必要な書類を次に示す： 

（1）出願番号。 

（2）発明の名称。 

（3）実体審査請求者の氏名又は名称、国籍、住所又は営業所。代表者を有す

るものは代表者指名を記載すること。 

（4）代理人を委任するものにおける代理人氏名、事務所名。 

（5）出願人であるか否か。 

  出願人は出願と同時に実体審査を請求した場合、特許出願願書には既に関

連資料を具備しているので、特許出願の願書に併せて実体審査を請求すること

を記すればよく、実体審査請求書を添付する必要がない。 

  実務上、特許出願の願書において実体審査請求の欄をマークしたが、審査

請求の庁手数料を納付しなかった又は実体審査請求の欄をマークしなかった

が、審査請求の庁手数料を納付したものについて、期限付きの説明を命じ、出

願人の真意を探ってから取り扱う。 

  出願は既に実体審査を請求し、その後、第三者から再び実体審査を請求す

る場合、実体審査請求したものに既に実体審査請求されたことを通知し、審査

請求の庁手数料を返還する。上記の通知は事実行為の通知であって、行政処分

ではない。
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第十章 補正 

【2018 年 11 月 1日施行】 

 

1. 補正に必要な書類 

 1.1 特許出願 

  1.1.1 補正申請書 

  1.1.2 補正部分に線を引いた明細書又は特許請求の範囲の修正頁 

  1.1.3 補正済みの線を引いていない明細書、特許請求の範囲又は図面の

入れ替え頁 

 1.2 実用新案出願 

 1.3 意匠出願 

2. 誤訳訂正に必要書類 

 2.1 特許出願 

  2.1.1 誤訳訂正申請書 

  2.1.2 訂正部分に線を引いた明細書又は特許請求の範囲の訂正頁 

  2.1.3 訂正済みの線を引いていない明細書、特許請求の範囲又は図面の

入れ替え頁 

 2.2 実用新案出願 

 2.3 意匠出願 

3. 補正及び誤訳訂正を同時に請求する時に必要な書類 
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第十章 補正 

 

  出願をした後、審査継続中、明細書、特許請求の範囲又は図面に対して補

正を行うことができる。但し、審査意見通知書又はファイナル審査意見通知書

を受けたものは審査意見通知書の答弁期間内に補正をしなければならい。もし、

審査中、審査官は明細書、特許請求の範囲又は図面の補正が必要と思う時に職

権により出願人に補正を通知する。 

  外国語書面にって出願して中国語の翻訳文を補完するばあい、中国語の翻

訳文のみに補正をすることができ、外国語書面の補正は不可である。もし、そ

の後、補完した中国語の翻訳文に誤訳があったことを発見した場合、誤訳訂正

を請求することができる。 

 

1.  補正に必要書類 

 

  特許出願の補正には次の書類を提出すべき： 

（1）申請書 1部 

（2）補正部分に線を引いた明細書又は特許請求の範囲の修正頁 1部 

（3）補正済みの線を引かない明細書、特許請求の範囲又は図面の入れ替え頁

1部。 

  電子出願のばあい、補正申請書、補正部分に線を引いた明細書又は特許請

求の範囲の修正頁の電子ファイル、補正済みの線を引かない全文の明細書、特

許請求の範囲又は図面の電子ファイルを提出すべき。 

  前記の規定に従って書類を提出しなかったものに対して方式審査の際に

期限付きの補正を命じる。 

 

1.1.1  補正申請書 

 

  明細書の補正を請求するものは補正の頁数、段落番号、行数及び補正理由

を記載すべき。特許請求の範囲の補正を請求するものは補正する請求項の請求

項数及び補正理由を記載すべき。図面の補正を請求するものは補正する図面の

図番号及び補正理由を記載すべき。 

  もし、明細書及び特許請求の範囲におけるある用語が多数に使用され、と

の用語を全部補正する時、申請書において補正の前後の用語、頁数、段落番号、

行数及び補正理由を記載し、線を引いた修正頁を提出する必要がないが、修正
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済みの線の引かない入れ替え頁を提出する必要がある。 

 

1.1.2  補正部分に線を引いた明細書又は特許請求の範囲の修正頁 

 

  もし元来の内容を削除する場合、削除する文字の上に線を引き、もし、内

容を新たに追加する場合、追加の文字に下線を引く。一部の請求項を削除する

場合、請求項番号の後ろに「削除」と記載すればよく、削除する請求項の全文

を記載して且つその文字の上に線を引く必要がない。 

  特許請求の範囲を補正する場合、一部の請求項を削除し、残る請求項の項

番号をアラビア数字の順番に従って付け直す。図面を補正する場合、一部の図

面を削除する場合、他の図面の図番号をアラビア数字の順番に従って付け直す。 

  複数回の補正を行った場合、各回の補正による線を引く部分はその補正で

提出する入れ替え頁（本）を範囲とし、審査意見通知書を受ける前であれば、

その補正内容は出願日が認定された明細書又は特許請求の範囲を照合の基礎

とし、審査意見通知書を受けた後であれば、その補正内容は一番期日が近い審

査を経た明細書又は特許請求の範囲を照合の基礎とする。もし、以前に誤訳訂

正を請求したものはその誤訳訂正頁（本）を照合の基礎とし、誤訳訂正が許可

されなかった時は、誤訳訂正を請求する前の中国語翻訳文を照合の基礎とする

補正部分に線を引いた補正頁（本）の提出を出願人に命じる。 

 

1.1.3  補正済みの線を引いていない明細書、特許請求の範囲又は図面の入

れ替え頁 

 

  補正を請求する際に補正済みの線を引いていない明細書、特許請求の範囲

又は図面の入れ替え頁を提出すべき。補正により明細書、特許請求の範囲又は

図面の頁数、請求項番号又は図面の図番号が連続しなくなったものは、補正済

み全文の明細書、特許請求の範囲又は図面を提出すべき。 

  複数回の補正を行った時に頁を単位とし、各回の入れ替え頁（入れ替え本）

には重複する頁がある場合、先に提出した入れ替え頁（入れ替え本）を後に提

出した入れ替え頁（入れ替え本）に代える。例えば： 

（1）一回目の補正では、入れ替え頁として P.1～P.19 を提出し、二回目の補

正では、入れ替え頁として P.21～P.50 を提出し、二回の補正において入れ替

え頁が重複していないので、併せて審査を行う。 

（2）一回目の補正は入れ替え本（全文の入れ替え）を提出し、二回目の補正
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も入れ替え本を提出し、後に提出した入れ替え本は先に提出した入れ替えに代

え、後に提出した入れ替え本を基準とする。 

（3）一回目の補正では入れ替え頁 P.1～P.19 を提出し、二回目の補正では入

れ替え頁 P.19～P.50 を提出し、後に提出した入れ替え頁 P.19 は先に提出した

入れ替えれ頁 P.19 に代え、先に提出した入れ替え頁 P.1～P.18 と後に提出し

た入れ替え頁 P.19～P.50 を基準とする。 

（4）一回目の補正で入れ替え頁 P.1～P.19 を提出し、二回目の補正では入れ

替え本を提出し、後に提出した入れ替え本は先に提出した入れ替え頁 P.1～

P.19 に代え、後に提出した入れ替え本を基準とする。 

（5）一回目の補正では入れ替え本を提出し、二回目の補正では入れ替え頁 P.1

～P.19 を提出し、後に提出した入れ替え頁 P.1～P.19 は先に提出した入れ替

え本の中の P.1～P.19 に代え、他に重複していない部分は入れ替え本の内容で

審査を受ける。 

 

1.2  実用新案出願 

 

  実用新案出願における補正は次の書類を提出すべき： 

（1）補正申請書 1部。 

（2）補正部分に線を引いた明細書又は特許請求の範囲の修正頁 1部。 

（3）補正済みの線を引いていない明細書、特許請求の範囲又は図面の入れ替 

   え頁 1部。 

  前記書類に対する要求は特許出願の規定に従う。電子出願の場合、特許出

願の処理原則を参照する。 

  規定に従って補正書類を提出していないものは方式審査の際に期限付き

の補正を命じる。 

 

1.3  意匠出願 

 

  意匠出願における補正は次の書類を提出すべき： 

（1）補正申請書 1部： 

   明細書を補正するものは補正する頁数と行数と理由を記載すべき。図面

を補正するものは補正する図面名称及び補正理由を記載すべき。 

（2）補正部分に線を引いた明細書の修正頁 1 部：特許出願の処理原則を参照

する。 
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（3）補正済みの線を引いていない全文明細書又は図面 1部。 

   電子出願のものは特許出願の処理原則を参照する。 

   上記の規定に従って補正の書類を提出しなかったものについて方式審

査の際に期限付きの補正を命じる。 

 

2.  誤訳訂正に必要な書類 

2.1  特許出願 

  特許出願は誤訳で明細書、特許請求の範囲又は図面を訂正する場合、次の

書類を提出すべき： 

（1）誤訳訂正申請書 1部。 

（2）訂正部分に線を引いた明細書又は特許請求の範囲の訂正頁 1部。 

（3）訂正済みの線を引いていない明細書、特許請求の範囲又は図面の入れ替

え頁 1部。 

  訂正理由をサポートする証拠資料を提出する必要がある場合、併せて提出

すべき、例えば：訂正理由を説明する必要書類である信憑性のある字典など。 

  電子出願の場合、誤訳訂正申請書、訂正部分に線を引いた明細書又は特許

請求の範囲の訂正頁の電子ファイルを提出すべき、訂正済みの線を引いていな

い全文明細書、特許請求の範囲又は図面の電子ファイルを提出すべき。 

  前記の規定に従って誤訳訂正書類を提出しなかったものについて方式審

査の時に期限付きの補正を命じる。 

 

2.1.1  誤訳訂正申請書 

 

  明細書の誤訳訂正を請求するものは訂正する頁数、段落番号、行数及び訂

正理由と、対応外国語書面の頁数、段落番号及び行数を記載すべき。特許請求

の範囲の誤訳訂正を請求するものは訂正する請求項、訂正理由と、対応の外国

語書面の請求項番号を記載すべき。図面の誤訳訂正を請求するものは訂正する

図面の図番号及び訂正理由を記載すべき。 

 

2.1.2  誤訳訂正部分に線を引いた明細書又は特許請求の範囲の訂正頁 

 

  元来の内容を削除するものは削除する文字の上に線を引き、内容を新たに

追加するものは追加する文字に下線を引く。 

  複数回の誤訳訂正を行った場合、各回の訂正によって線を引く部分につい
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て当該訂正で提出する入れ替え頁（本）を範囲とし、その訂正内容は訂正前の

中国語翻訳文と照合して作成する。もし以前に誤訳訂正が許可されたことがあ

るときは誤訳訂正が許可された訂正本（頁）を照合の基礎とする。 

 

2.1.3  訂正済みの線を引いていない明細書、特許請求の範囲又は図面の入

れ替え頁 

 

  誤訳訂正を請求するものは訂正済みの線を引いていない明細書、特許請求

の範囲又は図面の入れ替え頁又は入れ替え本を提出すべき。複数回の訂正を行

った場合、頁を単位とし、各訂正で提出した入れ替え頁（本）が重複している

頁について後の入れ替え頁（本）は前回の入れ替え頁（本）に代える。 

 

2.2  実用新案出願 

 

  実用新案出願は誤訳で明細書、特許請求の範囲又は図面を訂正するものは

次の書類を提出すべき： 

（1）誤訳訂正申請書 1部。 

（2）誤訳訂正部分に線を引いた明細書又は特許請求の範囲の修正頁 1部。 

（3）誤訳訂正済みの線を引いていない明細書、特許請求の範囲又は図面の入 

   れ替え頁 1部。 

  前記書類の提出は特許出願の規定を参照する。電子出願のものは特許出願

の書類原則を参照する。 

  前記規定に従って書類を提出しなかったものに対して方式審査の際に出

願人に期限付きの補正を命じる。 

 

2.3  意匠出願 

 

  意匠出願は誤訳で明細書又は図面を訂正するものは次の書類を提出すべ

き： 

（1）誤訳訂正申請書 1部： 

  明細書の誤訳訂正は訂正する頁数、行数、訂正理由と、対応外国語書面の

頁数、行数を記載すべき。図面を訂正するものは訂正する図面の名称、訂正理

由と対応の外国語書面の図面の名称を記載すべき。 

（2）誤訳訂正部分に線を引いた明細書の訂正頁 1 部：特許出願の処理原則を
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参照する。 

（3）訂正済みの線を引いていない全文の明細書又は図面 1部。 

  訂正理由をサポートする証拠資料を提出する必要があるものは併せて提

出すべき。例えば：信憑性のある字典など。 

  電子出願の場合、特許出願の処理原則を参照する。 

  前記の規定に従ってて誤訳訂正請求の書類を提出しなかったものは方式

審査の時に期限付きの補正を命じる。 

 

3.  補正と誤訳訂正を同時に請求する時に必要な書類 

 

  出願人は誤訳のために誤訳訂正を請求する場合、審査を経て誤訳訂正を許

可し、その訂正本は出願時提出した外国語書面の中国語の翻訳文に代えて、そ

の後の継続審査の基準とする。従って、出願には同時に補正と誤訳訂正を請求

する場合、先に誤訳訂正を審査し、補正はその審査で許可された訂正本を照合

の基礎とする。 

  外国語書面で出願日が認定された場合、出願人は同時又は先後で補正と誤

訳訂正を請求し、但し両者の具備すべき申請書、適用範囲、照合の基礎及び効

果などは異なる。補正を請求する場合には補正申請書を具備すべき。誤訳訂正

を請求する場合は誤訳訂正申請書を具備すべき。両者が同時に請求する場合、

それぞれの申請書を提出してもよいし、誤訳訂正の申請書のみで同時に一般の

補正をも行うこともできる。但し、誤訳訂正申請書において誤訳訂正と補正の

事項をそれぞれに記載すべき。 

  同時に補正と誤訳訂正を請求するものは申請書のほかに次の書類を添付

すべき（提出の部数は特許出願、実用新案出願及び意匠出願において補正と誤

訳訂正を別々に提出する部数と同じである）： 

（1）誤訳訂正部分に線を引いた明細書又は特許請求の範囲の訂正頁。誤訳訂

正の前の中国語翻訳文を照合の基礎とする。以前に誤訳訂正が許可されたこと

があるときはその許可された訂正頁（本）を照合の基礎とする。 

（2）補正部分に線を引いた明細書又は特許請求の範囲の修正頁。今回の誤訳

訂正の訂正頁（本）を照合の基礎とする。誤訳訂正が許可されない時は、出願

人に誤訳訂正の前の中国語翻訳文を照合の基礎として補正部分を引いた修正

頁を再提出することを通知する。 

（3）誤訳訂正済み及び補正済みの線を引いていない明細書、特許請求の範囲

又は図面の入れ替え頁（本）
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第十一章 出願権の移転 

【2013 年 1月 1日施行】 

 

1.  譲渡の登録 

 1.1  譲渡の届出の請求人 

 1.2  具備すべき書類及び記載事項 

2.  承継の届出 

 2.1  承継の届出の請求人 

 2.2  具備すべき書類及び記載事項 

3.  移転届出における審査上の注意事項 

 3.1  双方の代表 

 3.2  関連意匠出願 

 3.3  連合意匠 
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第十一章 出願権の移転 

 

  出願権は法律に従って譲渡又は承継の対象とすることができる。出願後、

出願権について譲渡又は承継の事情が生じた場合、権利者の名義変更を届け出

るべき。出願が特許査定又は処分を受けてから公告する前までの間に特許権は

まだ取得していないので、出願権の主体に変更があった場合、出願権の変更で

手続きを行うべき。もし、出願人は特許証を入手した時に同時に特許権の名義

変更を届け出る場合、「専利申請権譲渡登記申請書」又は「専利申請権継承登

記申請書」で届け出るべき。 

 

1.  譲渡の届出 

 

  特許を受ける権利（これから出願権という）を有する人は法律の行為に従

って特許を受ける権利を譲受人に譲渡する場合は、権利の主体に変更が生じた。

出願権の譲渡は双方の当事者の合意があった日に効力が発生し、但し譲渡を届

出ることにより始めて第三者に対抗することができる。 

  会社の合併、分割などの原因により法律に従って消滅の会社又は分割され

た会社の特許出願権を承継する場合、権利の主体に変更があったので、譲渡を

届出なければならない。 

  特許出願の出願権の帰属に争いがある場合、仲裁又は裁判所の判決により

特許出願の出願権を有するものを確認したものについてもし、出願の権利主体

に変更があった場合、確認された特許出願権者は仲裁又は裁判所の判決などの

書類を添付して譲渡手続きの方法で権利者の名義変更を届け出る。 

  譲渡を届け出る場合、もし特許出願権は裁判所又は司法機関によって差し

押さえられ、その差し押さえを執行した裁判所又は司法機関が書面にて差し押

さえを取り消した時に初めて譲渡の届出を受理する。 

 

1.1  譲渡の届出の請求人 

 

  特許出願権の譲渡手続きは、譲渡人又は譲受人のいずれかの一方のみが行

うことができる。 

  特許出願権は一連の譲渡が行われる場合、この一連の連続的に譲渡を行う

証明書類を提出して、実体の権利譲渡の存在は事実であることを証明する。審



 
 

第一篇 方式審査と専利権の管理 

 

 

85 
 

査を経てから最後の譲受人の登録を認める。その間の譲渡行為について各当事

者の真意を尊重し、譲渡の届出を行っていないものは登録されない。 

  特許出願権は共同所有の場合、特許出願権の全部を他者へ譲渡するときに

共同所有者全員の同意を得なければならない。各共有者はその持分を他人譲渡

する時に他の共同所有者の同意を得なければならない。但し、共有者の中の一

人が共有者全員の代表として譲渡を届け出ることができ、共有者全員から手続

きを行う必要がない。 

 

1.2  具備すべき書類及び記載事項 

 

  特許出願権の譲渡を届け出る場合、請求人は次の書類を提出すべき： 

（1）特許出願権譲渡の届出の申請書：出願番号、出願人、譲受人、譲渡人の

基本情報を記載する。代理人を委任している場合、その代理人の情報。 

（2）特許出願権譲渡の届出の証明書類。次のいずれのものであってもよい： 

Ａ、譲渡契約書：譲渡契約において譲渡人と譲受人の意思表示が必要とし、双

方から署名する。 

Ｂ、合併の証明書類：主管官庁の発行する合併証明書。 

Ｃ、他の譲渡証明書類：譲渡人から提出した証明書類、他の法律に従って発行

された仲裁又は裁判所の書類など。 

（3）共同出願権者が別々に他人に出願権を譲渡し、別々に異なる譲渡証書に

署名されたものについて共同所有者の同意書。もし、全員から同一の書類に署

名された場合、同意の意思を有すると認め、別途同意書の提出は不要である。 

 

2.  承継の届出 

 

  承継も権利主体の変更に属する。特許出願権者は出願が特許庁への係属中

に死亡した場合、法律に従って相続人から承継する。 

 

2.1  承継の届出の請求人 

 

  特許出願権の承継届出は承継人から請求すべき。 

  承継人は複数の人がいる時、承継人全員又はその中の一人が承継人全員の

名義で承継を届け出る。承継人全員から署名されれば、その中の一人を送達人

と指定すべき。 
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2.2  具備すべき書類及び記載事項 

 

  特許出願権の承継の届出について請求人は次の書類を提出すべき： 

（1）特許出願権の承継の届出の申請書。出願番号、被承継人及び承継人全員

の基本情報を記載すべき。代理人を委任するものは代理人の情報を記載する。 

（2）死亡証明書。 

（3）相続証明書 

（4）証明書類は次のいずれでよい： 

Ａ、全世帯の戸籍謄本。 

Ｂ、相続証明書。 

  承継人は複数のものであったが、その中の一人又は一部の人が承継した場

合、上記の書類のほかに次の書類をも提出しなければならない： 

（1）裁判所の発行した承継の権利を放棄する証明書。 

（2）公証された遺言書。 

（3）承継人全員から署名された遺産分割協議書 

 

3.  移転届出における審査上の注意事項 

 

3.1  双方の代表 

 

  特許出願権の譲渡を届け出る譲渡人又は譲受人の一方は我が国の会社で

あって、双方の会社の代表者は同一人である時、その中の一方の代表者を別人

に指定すべき。もし我が国の会社が別の代表者を指定する場合、次の規定に従

って手続きを行うべきである： 

（1）有限会社：取締役を一人のみに設置するものは全体の株主の同意を得て

行為能力を有する株主を推挙して会社を代表し、且つ株主全員の同意書と会社

設立（変更）事項登記簿の正面及び裏面（経済部９１年７月２６日経商字第

09102156880 号の解釈書をご参照）のコピー１部を添付する。もし一人の有限

会社である場合、株主を追加し、株主を追加した後、上記の方式に従って取り

扱い、又は裁判所へ臨時管理人を選任して会社を代表して契約に署名すること

を申請し、且つ関係のある証明書類（経済部９２年９月１５日経商字第

092193120 号の解釈書をご参照）を提出する。 

（2）株式会社：必ず監察人が会社を代表し、会社設立（変更）事項登記簿の
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正面及び裏面のコピーを添付すべき。 

  我が国の会社とその会社の代表者の間における特許権譲渡の届出の時、そ

の譲渡契約書または出願権譲渡証明書等の書類において会社が署名すべき部

分及び具備すべき証明書類は上記の処理原則に従って行うべきである。但し、

会社の代表者が無償で持分の特許出願権利を会社に譲渡し、且つ譲渡を届け出

る時、この場合、会社は法律上の利益のみを受け、利益の衝突が生じることが

なく、会社法第５９条に規定された自己の代表の禁止の適用がないので、手続

きを認める（法務部９６年３月２０日法律決字第 0960008616 号解釈書をご参

照）。言い換えれば、代表者が会社の特許出願権を自分に譲渡し（無償か有償

かに係わらず）、又は自分の特許出願権を有償で会社へ譲渡する時は、いずれ

も上記の処理原則に従って取り扱う。 

 

3.2  関連意匠出願 

 

  本意匠の出願権の移転を届け出る時に、当該本意匠の関連意匠は一緒に移

転を届け出なければならない。同様に、関連意匠が移転を届け出る時に、本意

匠も一緒に移転を届け出なければならない。且つ、それぞれの移転の届出の申

請書、証明書類を提出し、庁手数料を納付しなければならない。特許庁は同時

に本意匠と関連意匠の移転を審査する。 

 

3.3  連合意匠 

 

  専利法改正前に出願した意匠とその連合意匠における出願権の移転の届

出は 3.2 の規定を参照して取り扱い、但し、本意匠の出願権移転の庁手数料の

みを納付すればよい。
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第十二章 再審査 

【2013 年 1月 1日施行】 

 

1. 再審査請求及び法定期間 

2. 再審査の請求人 

3. 再審査の申請書類 
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第十二章 再審査 

 

  特許出願、意匠出願は実体審査を受け、初審査の拒絶査定に不服である場

合、必ず再審査を先に請求し、再審査の審査でやはり拒絶査定を受けた後、初

めて訴願を提起することができる。但し、出願の手続きが法律に違反し、又は

出願人が適格でないことで拒絶され、又は受理されない場合、直接に訴願、行

政訴訟を提起することができる。 

  実用新案出願は形式審査のみを行い、特許出願、意匠出願が実体審査を受

ける状況と異なり、実用新案登録を受けることができる処分を受けたものは訴

願を提起し、再審査の段階は適用されない。 

 

1.  再審査請求及び法定期間 

 

  再審査の請求は初審査の拒絶査定書の送達日より 2 ヶ月以内に申請書及

び理由書を持って行うべきである。この期間は変更できない法定期間であって、

拒絶査定書の送達日の翌日より 2 ヶ月を経過してから再審査を請求するもの

について、初審査の拒絶査定が確定となったので、その再審査の請求を受理し

ない。 

  初審査の拒絶査定に対して再審査の請求期間内に再審査でない手続きに

て不服を申し立てた場合、出願人の真意を探求し、もし、実は出願人は再審査

請求の意向であれば、再審査手続きにて取り扱う。 

 

2.  再審査の請求人 

 

  査審査の請求人は出願の出願人であるべき。特許出願は第三者によって実

体審査を請求したが、初審査で拒絶査定を受けた後、やはり出願人しか再審査

を請求することができない。 

 

3.  再審査の申請書類 

 

  再審査の請求には再審査申請書及び理由書を含む。もし、出願人は書面に

て再審査を請求する場合、4ヶ月の期間を指定して出願人に再審査申請書及び

理由書の補充を命じる。指定期間内に補充できない場合、指定期間満了前に理



 
 

第一篇 方式審査と専利権の管理 

 

 

90 
 

由を述べて期間の延長を請求し、原則として 2ヶ月間の期間を延長することが

できる、期限内に補充しなかったものの再審査を受理しない。但し、その受理

しないという合法の処分が下される前に補充したものに対して依然として受

理する。
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第十三章 出願の分割及び出願の変更 

【2019 年 11 月 1日施行】 

 

1. 出願の分割 

1.1 出願分割を請求する人 

 1.2 出願を分割する法定期間 

 1.3 具備すべき書類及び記載すべき事項 

 1.4 分割出願が受理された後の関連規定 

2. 出願の変更 

 2.1 出願の変更を請求する者 

 2.2 出願変更の法定期間 

 2.3 具備すべき書類及び記載事項 

 2.4 変更出願を原出願に戻す関連規定 

 2.5 出願変更を受理した後の関連規定 
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第十三章 出願の分割及び出願の変更 

 

  特許を出願する際に、各発明につき別々の出願をすべき。但し、「広義の

発明概念に属する」二以上の発明は一つの出願で出願することができる。一発

明に一出願という規定に合致しなく、又は二つの発明を一つの出願に合併した

ものについて分割出願をすることができる。 

  特許出願した後、出願人は出願の種類に間違いがあったこと、又は原出願

の種類を変更する必要があることを発見した時に、出願変更の手続きにより合

法的且つ出願人の権利に合致するほかの種類の出願へ変更することができる。

且つ、出願変更前の原出願の出願日を出願変更した後の新しい出願の出願日と

することにより特許要件の判断に影響を与えることを避ける。 

  出願の分割又は出願の変更の主体、法定期間、具備すべき書類、記載すべ

き事項、他の方式審査の要点及び取り扱い作業を規定することは本章の重点で

ある。 

 

1.  出願の分割 

 

  特許出願、実用新案出願又は意匠出願について実質上は二以の発明、考案

又は創作である時、特許庁からの通知又は出願人自らの請求により出願を分割

することができる。 

  出願を分割する場合は、原出願の種類を変更してはいけない。例えば：原

出願は特許出願であって、分割出願も特許出願であるべき。もし、出願を分割

した後、その出願の種類を変更したい場合、新たに出願の変更手続きを行うべ

き。 

  出願を分割した後の分割出願は原出願の出願時の明細書、特許請求の範囲

又は図面に掲載された範囲を超えてはいけない。この原則の下で、分割出願の

発明者は原出願の発明者の全員又は一部であって、原出願に記載されていない

発明者の追加は不可である。 

  特許出願は初審査又は再審査にて特許査定された後、実用新案出願は登録

処分を受けた後、分割出願を行った場合、その分割出願は原出願の明細書、図

面に掲載されている発明、且つ特許された特許請求範囲と異なる内容から分割

しなければならない。同じ内容であるか？について実体審査の時に法律に従っ

て審査を行う。 
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1.1  出願分割を請求する人 

 

  分割出願の出願人と原出願の出願人は同一人であるべき。同一人ではない

時、期限付きの補正を出願人に命じる。出願人は原出願に対して譲渡手続きを

行うことにより分割出願と原出願の出願人を一致させ、又は原出願の出願人は

分割出願の部分の出願権を分割出願の出願人に譲渡してもよく、この場合、原

出願の出願人が署名された出願権譲渡証明書類を提出する必要がある。期限内

に補正しなかったものの分割出願は受理されない。 

  原出願の出願権は共同所有の場合、出願を分割する時に全員の署名が必要

である。但し、代表者の定めがある場合はその定めに従う。 

 

1.2  出願を分割する法定期間 

 

  特許出願の分割は原出願の再審査査定までに又は原出願の初審査、再審査

の特許査定書の送達した後の 3ヶ月以内に行わなければならない。 

  実用新案出願の分割は原出願の処分が下される前、又は原出願の登録査定

処分書の送達した後の 3ヶ月以内に行わなければならない。 

  意匠出願の分割は原出願の再審査の査定までに行わなければならない。 

  原出願の査定又は処分の前に分割出願をするものは、原出願が特許庁に係

属しているものであれば、初めて行うことができる。もし、原出願は既に取り

下げ、放棄又は不受理された時、出願の分割は認められない。又、特許出願、

意匠出願について既に初審査の拒絶査定書が送達された場合、まず法に従って

再審査を請求し、再審査の庁手数料を納付して原出願を再審査の段階に係属さ

せてから初めて分割出願をすることができる。 

 

1.3  具備すべき書類及び記載すべき事項 

 

  特許出願は出願の分割を請求する場合、各分割出願は次の書類を具備すべ

き： 

（1）分割出願申請書：特許出願の書誌事項を記載するほかに原出願の出願番

号を記載し、原出願の優先権主張を援用するものと、同じ創作を同日に特許と

実用新案の両方に出願するものは申請書に声明すべき。 

（2）分割出願の明細書、特許請求の範囲、要約及び図面。 
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（3）生物材料を寄託する必要があるものの寄託証明書類。 

  実用新案出願は出願の分割を請求する場合、具備すべき書類は特許出願の

規定を参照する。 

  意匠出願は出願の分割を請求する場合、各分割出願は次の書類を具備すべ

き： 

（1）分割申請書（特許出願の分割申請書の規定を参照する）。 

（2）分割出願の明細書及び図面。 

 

1.4  分割出願が受理された後の関連規定 

 

  分割出願は原出願の出願日を分割出願の出願日とする。原出願は既に優先

権を主張している場合、分割出願も優先権を主張できる。原出願は生物材料の

寄託を主張する場合、分割出願は依然として生物材料の寄託証明書を提出すべ

き。原出願は新規性喪失の例外規定に合致したものについてその分割出願も援

用できる。但し、原出願の主張した声明事項について不受理の処分を受けた場

合、その分割出願は再び主張することが認められない。 

  原出願において同じ創作を同日に特許と実用新案の両方へ出願すること

を声明したものは、分割出願にも援用できますが、分割出願を行う時に声明し

なければならず、出願後の声明は認められない。 

  分割出願から更に出願を分割する分割出願（再分割出願）は原出願の出願

日を出願日とし、原出願の声明事項を援用することができる。法律に従って出

願出願手続きを行った時にすべき声明事項は、再分割出願のときにも声明事項

を援用することを声明すべき、出願後の補正声明は認められない。 

  特許分割出願の実体審査請求は原出願の出願日より 3 年以内に行わなけ

ればならない。出願を分割する時は既に上記の 3年間を経過したものは、出願

を分割した後、30日以内に実体審査を請求することができる。 

  出願人は原出願の再審査の段階において出願を分割する場合、分割出願は

再審査係属となるので、分割の庁手数料及び再審査請求の庁手数料を納付すべ

き。 

  特許出願の出願人は原出願の初審査、再審査における特許査定書の送達し

た後の 3ヶ月以内に分割出願を行ったものについて、初審査で特許査定を受け

た後の分割出願は初審査の段階に係属し、初審査の審査を受け、再審査で特許

査定を受けた後の分割出願は、再審査の段階に係属し、再審査の審査を受ける。 

  実用新案出願の出願人は原出願の形式審査登録査定書の送達した後の 3
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ヶ月以内に分割出願を行ったものについて、形式審査を続行する。 

  国内優先権主張の基礎となる先の出願は出願日の後の 15 ヶ月の見なし取

り下げされる前に特許庁に係属されているが、実質上は既に後願に取り替えら

れ、且つ、審査も継続しなくなり、但し、先の出願の利益を守るために優先権

主張の基礎となる先の出願の適法性に影響を与えないの前提の下で、後願の査

定前に出願を分割することができる。 

  原出願を分割した後、出願人は分割手続きを取り下げたい場合、原出願は

既に二つの出願と分割され、分割する前の状態に戻れないので、当該分割手続

きを取り下げる請求は受理されない。但し、出願人は出願を分割した後の出願

を取り下げることができる。 

 

2.  出願の変更 

 

  特許を出願した後、必要な場合、法定期間内にに出願を変更することがで

きる。 

  出願形式が異なる出願の間の変更における態様を次に示す： 

（1）特許出願から実用新案出願への変更。 

（2）特許出願から意匠出願への変更。 

（3）実用新案出願から特許出願への変更。 

（4）実用新案出願から意匠出願への変更。 

（5）意匠出願から実用新案出願への変更。 

  同じ形式の出願の間における出願変更の態様を次に示す： 

（1）独立意匠出願から関連意匠への変更。 

（2）関連意匠出願から独立意匠への変更。 

（3）法改正の前の連合意匠出願から独立意匠出願への変更。 

 

2.1  出願の変更を請求する者 

  変更出願の出願人と原出願の出願人とは一致しなければならない。一致し

ない場合、出願人に期限付きの補正を命じる。出願人は原出願の出願権譲渡手

続きを行うことにより変更出願の出願人を原出願の出願人と一致させる。期限

内に補正をしなかったものの出願変更を受理しない。 

  原出願の出願権は共同に所有するものについて出願変更の時に共同に署

名すべき。代表者を決めたものはその定めに従う。 
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2.2  出願変更の法定期間 

 

  次の場合を除き、出願を変更することができる： 

（1）原出願の特許査定書、処分書が送達された後。 

（2）原出願は特許出願又は意匠出願であって、拒絶査定書の送達後の 30日を 

  経過した後。 

（3）原出願は実用新案出願であって、拒絶査定の処分書の送達後の 30日を経 

  過した後。 

  原出願の査定又は処分を下す前に出願を変更するものについて原出願は

特許庁に係属していなければ、出願変更を行うことができない。もし、原出願

は既に取り下げ、放棄又は不受理とされた時、出願を変更することができない。 

  特許出願、意匠出願は初審査の拒絶査定書の送達後、再審査又は出願変更

のいずれかを選ばなければならない。特許出願又は意匠出願は再審査の拒絶査

定書の送達後、又は実用新案出願は拒絶査定の処分書の送達後、出願変更と訴

願請求を同時に行ったものについて出願人の真意を探求し、もし出願人は訴願

の手続きを継続する場合、原出願として既に上級官庁に救済を提起し、特許庁

に係属していないので、出願変更の請求を受理しないとする。 

 

2.3  具備すべき書類及び記載事項 

 

  原出願を特許出願又は実用新案出願へ変更する場合、出願変更申請書、明

細書、特許請求の範囲及び図面を提出すべき。意匠出願へ変更する場合、出願

変更申請書、明細書及び図面を提出すべき。原出願で提出された委任状、優先

権証明書類、新規性喪失の例外規定を適用する証明書類又は生物材料の寄託証

明書類は新たに提出する必要がない。 

 

2.4  変更出願を原出願に戻す関連規定 

 

  原出願を出願変更し、もし原出願は既に実体審査を経て最初の審査意見通

知書を受けた場合、「重複審査を禁止する」という法理に基づき、変更出願を

原出願へ出願変更することができない。その態様を次に示す： 

（1）特許出願を実用新案出願へ出願変更した後、再び特許出願へ出願変更す

る。 

（2）意匠出願を実用新案出願へ出願変更した後、再び意匠出願へ出願変更す
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る。 

（3）独立意匠出願を関連意匠出願へ出願変更した後、再び独立意匠出願へ出

願変更する。 

（4）関連意匠出願を独立意匠出願へ出願変更した後、再び関連意匠出願へ出

願変更する。 

  もし、特許出願はまだ審査請求されていない時、実用新案出願へ変更した

後、再び特許出願へ変更すること、又は関連意匠出願を独立出願へ変更した後、

再び原本意匠以外の独立意匠の関連意匠へ出願変更することについて、審査の

重複の事情がないので、その出願の変更を受理する。 

 

2.5  出願変更を受理した後の関連規定 

 

  変更出願は原出願の出願日を出願日とする。優先権を主張している原出願

の変更出願にも優先権主張をすることができる。生物材料の寄託を声明する原

出願の変更出願は依然として援用できる。新規性喪失の例外規定に合致する原

出願の変更出願にも援用できる。但し、原出願の主張した声明事項は認められ

ない場合、その変更出願で再び主張してはいけない。 

  特許出願へ変更する変更出願における実体審査の請求は原出願の出願日

より 3 年以内に行わなければならない。もし、出願を変更する時点は既に 3

年を経過したものは、出願を変更した後の 30 日以内に実体審査請求を行うこ

とができる。 

  出願を変更すれば、原出願は取り下げたものと見なされ、出願変更を取り

下げて原出願に戻すことができない。 
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第十四章 庁手数料 

【2022 年 12 月 1日施行】 

 

1. 納付の項目 

2. 納付の方法 

 2.1 特許庁窓口での納付又は郵送による納付 

 2.2 郵便振替 

 2.3 振込、電信振込、銀行通帳無しの送金 

 2.4 口座振替 

 2.5 電子出願における庁手数料の納付 

3. 庁手数料の返還 
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第十四章 庁手数料 

 

  特許の出願又はそれに関連する手続きを行うに際して庁手数料を納付す

べきものについて庁手数料納付規定（専利規費収費辦法）に従って納付すべき。 

  手続きを行う時に庁手数料を納付せず、又は納付金額が不足する場合、出

願人に期間を指定して納付することを通知し、期間内に納付しなかったものは

その出願を受理されない。指定期間を徒過して処分の前に納付したものは依然

として受理される。 

 

1.  納付の項目 

  特許の出願またはそれに関連する各手続きについて庁手数料を納付すべ

き項目及び金額は庁手数料納付規定に従って納付すべき。 

  出願に関する事項の変更届出の範囲は広く、事項毎に納付する必要がない

が、次の事項の変更を届け出る場合、一件につき、庁手数料台湾元 300 を納付

し、同時に二項以上の事項の変更を届け出るものは一件の費用のみを納付すれ

ばよいこととなる： 

（1）出願人の名称又は氏名の変更（主体の同一性に変更がなく、中国語及び

英語の氏名又は名称、中国語訳文が含まれる）。 

（2）出願人の署名又は印鑑の変更。 

（3）発明者（実用新案出願の場合は考案者、意匠出願の場合は創作人である。

以下も同様に扱い）の氏名変更。 

（4）発明者の変更（主体の同一性に変更があり、発明者の追加、削除及び訂

正が含まれる）。 

（5）代理人の変更（本篇の第 4章第 5節を参照）。 

（6）特許権の許諾実施、質権又は信託登録などのほかの事項の変更。 

 

2.  納付方法 

 

  納付方法は特許庁受付の窓口での納付、郵送、郵便振替、振込、電信振込

み、銀行通帳無しの送金又は口座振替などの方法で行う。電子出願はオンライ

ンで納付し、又は納付書をプリントアウトして納付する。 

 

2.1  特許庁窓口での納付又は郵送による納付 
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  特許庁受付の窓口又は各地方の特許庁出先機関において現金、小切手など

にて納付し、又は小切手を郵便にて特許庁又は各地方の特許庁出先機関へ郵送

して納付する。 

  小切手とは小切手、郵便為替又は預金小切手のことを言う。小切手に記載

されている期日は当該小切手が特許庁の送達された期日より遅くなってはい

けない。小切手の受取人として「特許庁」と記載し、且つ、「裏書譲渡を禁止

する」ことを記載する。 

 

2.2  郵便振替 

  出願人は郵便振替によって庁手数料を特許庁の郵便口座（口座名：特許庁、

口座番号：00128177）に送金する。郵便振替を利用する場合、郵便振替用紙に

納付事由（出願の名称、出願人、出願番号及び納付の項目）を記載すべき。 

 

2.3  振込、電信振込、銀行通帳無しの送金 

   

  振込とは出願人が ATM、又はインターネット、テレフォンバンキングの方

法で庁手数料を特許庁の庁手数料納付口座に振り込むことである。電信振込み

とは銀行を介して庁手数料を特許庁の庁手数料納付口座に送金することであ

る。銀行通帳無しの送金とは特許庁の指定した銀行の各地方の支店で入金伝票

に必要事項を記入し、庁手数料を特許庁の庁手数料納付専用口座へ入金する方

法である。庁手数料納付専用口座は特許庁の提供された庁手数料納付口座であ

る。 

  振込、銀行口座振込、銀行通帳無しの送金で納付するものは入金証明書類

の原本（又は写し）を出願手続きの申請書に添付して特許庁へ郵送すべき。入

金証明書類が紛失して提出することができないものについて、振込で納付した

場合、自分の送金した銀行通帳の氏名を記載した頁のコピー、通帳の口座番号

の頁のコピー及び送金のことが記載された頁のコピーを提出すべき、電信振込

みで納付した場合、振込銀行の再発行する入金証明のコピーを提出すべき、銀

行通帳無しの送金の場合、銀行の再発行した入金伝票のコピーを提出すべき。 

 

2.4  口座振替 

 

  出願人が事前登録した金融機関の預金口座から自動的に庁手数料を引き
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落とす場合、金融機関（全国的なサービス利用代金（税金）の支払い業務を参

加した金融機関に限る）で預金口座を開き、その口座番号を利用して、「全国

的なサービス利用代金（税金）の支払いの預金口座振替申請書」に必要事項を

記入して特許庁へ提出又は郵送し、特許庁から当該預金口座の金融機関に送付

し、授権作業を行い、授権作業を済んだ口座番号について各手続きにおける庁

手数料について「庁手数料の自動引き落とし授権書」をもって登録した預金口

座から自動引き落としを行う。 

 

2.5  電子出願における庁手数料の納付 

 

  電子出願においける庁手数料について出願人は口座振替の授権作業を済

ませた後、特許庁へ「庁手数料納付のコード」を発行してもらい、インターネ

ットで登録した預金口座から自動引き落とす方法で庁手数料を納付する。出願

人は納付書をプリントアウトしてその納付書を持って特許庁の窓口での納付、

郵送、郵便振替、口座振替、銀行口座振込、銀行通帳無しの送金又は契約の預

金口座振替などの方法で納付する。 

 

3.  庁手数料の返還 

 

  庁手数料の返還を請求する場合、庁手数料を納付した時に発行した領収書

の原本を添付すべき。領収書が紛失、破損し、又はその他の事由により添付す

ることができない場合、代わりに誓約書を提出することができる。返還できる

事由は次の事項が含まれる： 

1. 余分納付又は誤り納付の事情： 

例えば：実用新案出願であるが、特許出願の出願料金を納付した場合、電子出

願方法による出願であって減額分の出願料金を多く納付した場合、出願は取り

下げられたが出願料金を再び納付した場合どな。 

2.  庁手数料納付規定（専利規費収費辦法）で規定された返還できる事項： 

（1）特許出願が最初の審査意見通知書が発行される前に次の事情のいずれか

に該当するものは、初審査の段階であれば実体審査請求料金の返還を請求する

ことができ、再審査の段階であれば、再審査請求料金の返還を請求することが

でき、但し、既に聨合面接を行ったものは適用されない： 

A. 出願の取り下げ。 

B. 国内優先権主張の基礎となる先の出願は見なし取り下げとなった後。但し、



 
 

第一篇 方式審査と専利権の管理 

 

 

102 
 

出願人は先の出願が見なし取り下げられた前に先の出願を取り下げると同時

に先の出願の審査請求料の返還又は再審査請求の返還を請求することができ

る。 

ｃ. 特許出願を実用新案出願又は意匠出願へ変更した。 

（2）請求項の削除： 

特許出願の実体審査請求料又は再審査請求料は最初の審査意見通知書が発行

される前にクレームを補正し、補正した後の請求項の数から計算する。即ち、

元の請求項の数が基本請求項数（10 項）を超えたものは最初の審査意見通知

書が送達する前に一部の請求項を削除し、削除された請求項の数の分且つ基本

請求項数を超えた分の審査請求料又は再審査請求料を返還する。 

例えば：元の請求項は 12項であって、3項を削除する場合、2項の審査請求料

又は再審査請求料を返還することとなる。 

3. 他の最初から受理すべきものでない請求事項： 

（1）専利法規定によりある特定の手続きは出願人がある一定の期間内に行う

べきと規定されている。この法定期間を経過してから初めて手続きを行う事項

について受理しないとすべき。もし、出願人は手続きを行うと同時に庁手数料

を納付した場合、この庁手数料を返還すべき。 

例えば：特許出願の出願日より 3 年を経過してから初めて実体審査を請求し、

特許権が消滅した後無効審判を請求し、特許権の権利期間が満了する 6ヶ月以

内に特許権の権利期間の延長を請求した場合。 

（2）専利法により一定の資格を有するものが初めて請求することができると

規定された事項について当該資格を有しないものから請求する場合、受理すべ

きではない。もし、請求すると同時に庁手数料を納付した場合、その手数料を

返還する。 

例えば：特許出願権者ではないものが訂正を請求した場合、当該特許権者が出

願権を有するものではないことを理由として無効審判を請求し、又は共同所有

の出願権が全員の出願人から出願するものではないことを理由として無効審

判を請求したが、利害関係者であることを証明する書類を添付しなかった場合、

利害関係者は特許権が消滅した後、無効審判を請求し、但し、特許権の取り消

しにより法律上の利益を回復することができることを証明する証明書類を提

出しなかった場合。 

  上記の庁手数料返還事由を除いて、他の既に手続きを行っているものにつ

いては一切庁手数料を返還しない。例えば：譲渡手続きの取り下げ、優先権証

明書類請求の取り下げ、変更事項の届出の取り下げ、出願の取り下げ、特許証
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の発行請求の取り下げ-----などの事項の取り下げを認めるが、既に手続きを

行っているので、庁手数料は返還しない。 
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第十五章 送達 

【2018 年 11 月 1日施行】 

 

1. 送達受取人 

 1.1 出願人に対する送達 

 1.2 代理人への送達 

1.3 送達受取人への送達 

2. 送達場所 

3. 送達方法 

4. 送達の証明方法 
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第十五章 送達 

 

  特許庁が法律に従って、書類又はその他の特定事項を当事者又は利害関係

者に通知することにより当事者又は利害関係者に書類の内容を承知させるこ

とを送達という。書類は送達した後、初めて対外に法律効果が発生する。 

  送達受取人、送達場所、送達の証明方法及び送達の方法について本章で規

定する。 

 

1. 送達受取人 

 

  書類の送達の対象は出願人本人であって、代理人を委任した場合、送達の

対象は代理人であり、出願人又は代理人が送達受取人を指定した場合は送達の

対象は送達受取人である。 

 

1.1 出願人に対する送達 

 

  特許を出願し又はそれに関連する手続きを行う際に、出願人自らが手続き

を行い、代理人を委任していない場合、出願人に送達すべき。 

  出願人は 2名以上の場合、共同出願人の利害は一緒であって、一つに確定

すべき。それぞれの共同出願人への送達により一致しないことの発生（最高行

政裁判所 91 年度判字第 640 号判決を参照）を避けるために出願人達は共同出

願人の中の一人を送達受取人として指定すべき。既に送達受取人を指定したも

のについて当該送達受取人に送達すべき、且つその送達受取人へ送達した時点

から送達の効力が発生する。送達受取人を指定していないものについて出願人

に期限付けで送達受取人を指定すると通知し、期限内にしなかったものはその

第一順位の出願人を送達受取人とし、同時に他の共同出願人にその送達事項を

写しとして通知し、且つ、第一順位の出願人へ送達した時点に送達の効力が発

生する。 

  出願権の事項の変更を届け出る際に届け出るものを送達受取人とし、写し

を他の相対人に通知する。 

 

1.2  代理人への送達 

 



 
 

第一篇 方式審査と専利権の管理 

 

 

106 
 

  代理人を委任して特許を出願し又はそれに関連する手続きを行う際に代

理人の送達受取の権限に制限がない場合、送達はその代理人に行うべき。代理

人は送達の書類を受けた時に、送達は出願人に対して合法の効力が発生した

（最高行政裁判所 95年度裁字第 02766 号判決を参照）。 

  同一出願人は複数の代理人を委任した場合、全ての代理人に送達すべき。

但し、各代理人は単独的に当事者の代理とすることができ、出願人本人の書類

受取の権利を有し、その中の一人に対して送達すれば合法の送達の効力が発生

する。もし、各代理人が書類の受け取る時間が異なり、単独代理の原則により

最初に受け取った時は送達の効力が発生するときである（最高民事裁定 88 年

度台抗字第 204 号裁定を参照）。 

  代理人変更を届け出る際に、変更を認めた通知書は変更後の代理人を送達

受取人とし、写しを変更前の代理人へ通知する。 

  出願人の委任した代理人が死亡し、且つ特許庁がそのことを知った時、も

しその出願の代理人は 2名以上の場合、出願願書に記載したほかの代理人に送

達し、もし、他の代理人がない場合、次の方法で扱う： 

（1）出願人は我が国の国境内において住所又は営業所を有する場合、出願人

に送達し、且つ、本願の代理人が死亡し、法律により委任関係が消滅し、他の

代理人を委任し、又は自分から手続きを行うことを説明する。また、出願人の

権利を守るために写しを代理人の事務所に送達し、事務所から即時に専業の意

見を出願人に提供できるようにする。 

（2）出願人は我が国の国境内において住所又は営業所を有しない場合、死亡

した代理人の事務所へ通知し、出願人に指定期間内に他の代理人を指定するこ

とを伝達し、期限内に返事がない場合、直接に出願人に法律に従って代理人を

委任することを送達する。 

 

1.3  送達受取人への送達 

 

  出願人又は代理人は第三者を送達受取人と指定したものについて指定し

た送達受取人へ送達する。 

  出願人は我が国において住所又は営業所を有しないものについて代理人

を委任すべき、第三者を送達受取人と指定してはいけない。 

  同一出願について送達受取人を先に指定し、その後、代理人を委任した場

合、既に出願を代理人に委任したので、代理人へ送達する。 

  同一出願について代理人を委任し、同時にまたはその後に送達受取人を指
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定し、争議を避けるために、書類を送達受取人又は代理人のいずれかに送達す

るかを出願人に期限付けで指定することを通知する。期限内に出願人から確認

の返事がない場合、代理人に送達する。 

 

2.  送達場所 

 

  送達はその送達受取人の住所、事務所、営業所又は就業場所へ行う。但し、

特許庁の事務室又は他の場所で送達受取人に出会った時、出会った場所で送達

することができる。機関、法人、非法人団体の代表者又は管理人を送達受取人

とする場合、その機関の所在地、事務所、営業所、出会場所又は住居所に送達

すべき。送達受取人は就業場所を有するものについて就業場所送達を行うこと

ができる。 

  送達受取人は出願人である場合、出願願書の住所の欄に記載された出願人

の住所へ送達を行う。同一送達受取人が二以上の住所を記載した場合、その中

の一つの住所を選んで送達の住所とすることを期限付けで出願人に通知する。

期限内に選択しなかったものについて第一順位に記載された住所への送達を

行う。 

  送達受取人は代理人である場合、代理人が特許庁へ登録した住所へ送達す

る。もし、代理人の住所の変更があった場合、後日書類が確実に送達すること

ができるために代理人自らが代理人住所変更を届け出なければならない。 

  合法的に送達するために出願人、代理人又は送達受取人の送達住所は郵便

私書箱であってはいけない。 

 

3.  送達方法 

 

  書類を送達受取人へ送達すべき。送達場所で送達受取人に出会わない時、

同居人、被雇用者又は郵便物の受け取りを委託された者であって、相当の分別

のある者に書類を交付することができる。上記の同居人、被雇用者又は郵便物

の受け取りを委託された者は出願手続きにおいて送達受取人と反対の利害関

係を有する場合、その限りではない。同居人、被雇用者又は郵便物の受取を委

託された者は書類を本人に交付したか否かを問わず、書類は同居人、被雇用者

又は郵便物の受取を委託された者に交付された時に送達の効力が発生した。 

  行政手続法（中国語では「行政程序法」という）第 68 条第 5 項は郵便機

関送達訴訟書類実施規定（中国語では「郵務機構送達訴訟文書実施辦法」とい
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う）第 7条の「機関、学校、工場、スーパーマーケット、事務所、営業所又は

その他の公私立団体、機構の従業員又は居住者、又はマンションの居住者が送

達受取人である場合、郵便機関の配達者は送達場所での郵便物の受取を委託さ

れた郵便受取人に訴訟の書類を交付することができる。前記の郵便受取人を民

事訴訟法第 137 条に規定された同居人又は被雇用者と見なす。但し、郵便受取

人は訴訟の相手方の場合、その限りではない。」を準用する。よって、書類は

既に送達場所のマンション管理委員会の委員に配達され、受領の署名をもらい、

且つ、郵送の送達領収書を添付している場合、送達の効力が発生する。 

  もし、送達受取人、同居人、被雇用者又は郵便受取人に送達することがで

きないとき、寄託送達で送達を行う。郵便機関は寄託送達を行う場合、書類を

送達場所の郵便機関に寄託することができる。 

  送達証明書付きの書留郵便に付して送達し、郵便機関の配達者は寄託配達

を行ったものについて当事者がいつ寄託機関（例えば：送達場所を管轄する郵

便局）に取りに来たかに係わらず、既に送達の効力が発生した。もし、送達証

明書を添付しなかった場合、例え、郵便機関に寄託し、且つ、ご不在連絡票で

送達受取人に通知したとしても寄託送達の手続きを完了していなく、送達受取

人が取りに来るまでに送達の効力が発生しない（法務部 91 法律字第

0910032965 号解釈書を参照）。 

  出願人は出稼ぎ又は出国などの原因で送達場所にいないとき、外出の間に

寄託送達がされ、その寄託送達は法に違反することを証明できなければ、書類

の寄託送達がされた時点で送達の効力が発生した（最高行政裁判所 97 年度裁

字第 4254 号裁定を参照）。 

  前記の送達方法ですることが送達できない場合、特許公告公報に公告し、

公告公報に掲載された日から 30日を経過した後、既に送達したと見なされる。

公示送達で送達できる状況は次のものが含まれる：出願願書には送達場所を記

載していない状況、特許庁の書類は送達受取人の転居により住所が不明となり、

又は名宛人がいないことにより送達ができないなどの状況。 

 

4.  送達の証明方法 

 

  送達の事実を証明する証拠方法は、送達証明書（送達方法、送達日及び時

間を記載し、配達者及び送達受取人又は書類受取人の署名が必要である）、書

留郵便の受領証書などが含まれる。但し、送達の事実があるか否かについて他

の証拠資料にて証明することができる。例えば、書留郵便に付して送達する場
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合、配達証明書と受領書が紛失されたとき、差出人と受取人の双方は「国内の

各種類の書留郵便の調査伝票」を利用して郵便局へその書類の送達日を確認し、

郵便局から送達期日の返事がもらえば、それを送達証明書類とすることができ

る（経済部（86）経訴字第 86608567 号訴願決定を参照）
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第十六章 期間 

【2013 年 1月 1日施行】 

 

1. 期間の計算 

2. 期間の延長 

3. 期間徒過の法律効果 

4. 法定期間徒過の現状の回復 
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第十六章 期間 

 

  特許出願及び出願の手続きに関する期間については法定期間と指定期間

が含まれる。 

  法定期間とは、ある行為を行う期間を専利法で明文化して規定されたもの

を言う。例えば：新規性喪失の例外規定の適用、優先権の主張、国際優先権証

明書類の提出、生物材料の寄託証明書類の提出、証書料の納付、年金の納付、

原状回復の請求、優先権主張の権利回復の請求、特許権の回復の請求、実体審

査の請求、再審査の請求、無効審判の答弁などの事項における期間。 

  指定期間とは、特許庁が行政裁量に基づいて与えた期間を言い、事項内容

により異なる期間を与えた。例えば：委任状の補充、新規性喪失の例外規定の

適用に必要な書類の提間、出願庁手数料の納付、職権により補正又は答弁を通

知するなどの期間。 

  期間に関する計算、期間の延長、期間の徒過における法律上の効果及び原

状の回復請求が本章で規定する。 

 

1.  期間の計算 

 

  期日及び期間について専利法で特別の規定がある場合を除いて行政手続

法（行政程序法）の規定を適用する。 

  各期間の計算については書類が特許庁へ到達した日、又は郵便局の通信日

付印により表示された期日から起算し、郵便配達の期間を除くことはない。 

  専利法における期間については初日を算入しない。但し、特許権の権利期

間は出願日の当日から起算する。期間の末日は土曜日、日曜日、休日又は他の

休みの日に当たる場合はその日の翌日の出勤日をもってその期間の末日とす

る。機関の末日は土曜日であって政府の政策により休日ではなくなり、出勤日

となった場合、行政機関は平日の通りに執務を行っているので、行政手続法（行

政程序法）第 48 条第 4 項の規定を適用することがなく、その日の翌日を末日

とすることは認めない（法務部 99年法律字第 0999004718 号解釈書を参照）。 

 

2.  期間の延長 

 

  専利法に従って当事者がある特定の行為を行うことができる一定の期間
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について性質上から見れば、これは法定期間であり、出願人の請求に応じて期

間を延長させることができない。例えば、優先権証明書類の補完期間はそれに

該当する。但し、専利法に別段の定めがあるときはその定めに従う。例えば：

特許権者は無効審判請求書の謄本の送達日より 1 ヶ月以内に答弁することが

できない場合、理由を述べて答弁期間の延長を請求することができる。 

  特許出願の補完すべき事項がある場合、指定の補完期間及び期間の延長は

次の原則に基づいて扱い、原則として補完の期間は 6 ヶ月を越えてはいけな

い： 

（1）特許出願、意匠出願又は再審査を請求する出願について、まず、4 ヶ月

以内に補完することを出願人に通知し、指定期間内に補完できない場合、指定

期間の満了前に理由を述べて延長を請求することができ、原則として 2ヶ月間

の延長を認める。 

（2）実用新案出願についてまず 2ヶ月以内に補完することを出願人に通知し、

指定期間内に補完できない場合、指定期間の満了前に理由を述べて延長を請求

することができ、原則として 2ヶ月間の延長を認め。延長後の指定期間満了前

に理由を述べて再度延長を請求すれば、原則としてもう一度 2ヶ月間の延期を

認める。 

  特許出願以外の出願に関連する手続きに補完すべき事項があるもの、例え

ば特許出願の譲渡、承継、変更などの事項があるものについて、原則として通

知書の送達日の翌日より 1 ヶ月以内に補完することを出願人に通知し、且つ、

1ヶ月間の延期を請求することができる。 

  出願人は指定期間内に補完することができなく、期間の延長をする必要が

あるものは、期間満了前に理由を述べて延長を請求すべき、指定期間を徒過し

てから初めて延長を請求するものについてその延長の請求を受理しない。 

 

3.  期間徒過の法律効果 

 

  出願人は法定期間又は指定期間内に専利法に規定された行為を行わない

場合、次の法律の効果を生じる可能性がある： 

（1）不受理の処分： 

例えば、出願の書類は期限を徒過しても補完していないことにより出願を受理

しないとする。但し、指定期間を徒過して処分前に補完したものに対して依然

として受理される。 

（2）権利喪失の効果： 
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例えば、第 2年からの年金を追補期間内に納付しなかった場合は、特許権は消

滅する。  

（3）見なし効果： 

例えば、法定期間内に優先権証明書類を提出しなかったものについては優先権

を主張していないと見なし、法定期間内に生物材料の寄託証明書類を提出しな

かったものについては寄託していないと見なし、法定期間内に実体審査を請求

しなかったものについては取り下げと見なす。 

（4）補完した日を出願日とする： 

例えば、外国語書面で出願したものは、指定期間内に中国語翻訳文を補完して

いないものについてその出願を受理しないとする。但し、処分の前に補完した

ものはその補完をした日を出願日とする。 

（5）直ちに審査に入る： 

例えば、特許権者は無効審判請求書の副本の送達日から 1ヶ月以内に答弁しな

く、且つ、理由を述べて答弁期間の延長を請求しなかったものについて、直ち

にに審査に入る。 

（6）直ちに査定を下す： 

例えば、審査意見通知書又は最後の審査意見通知書（日本の最後の拒絶理由通

知書に相当）の指定期間を徒過した後、補正を請求しものについて、査定書の

中にその事由を述べて直ちに査定を下す。 

 

4.  法定期間徒過の現状の回復 

 

  出願人は天災又は自分の責めに帰さない事由により法定期間を徒過した

ものについてその原因が消滅した後、30 日以内に現状の回復を請求すること

ができる。 

  現状の回復を請求するものは書面をもって期間徒過の原因及びその原因

の消滅した日を述べて関係の証明書類を添付し、且つ、期間内にすべき行為を

行うべき。但し、法定期間後 1年を経過したものは現状の回復を請求すること

ができない。例えば： 

（1）年金納付の法定期間内に天災又は自分の責めに帰さない事由により法定

期間内に年金を納付、又は年金の追納をすることができない場合とし、もし、

当該天災は 7月 31 日に消滅し、特許権者は 8月 30 日までに書面をもって理由

を述べて現状の回復を請求することができる。現状の回復を請求すると同時に

年金の納付又は年金の追納をしなければならない。 
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（2）優先権証明書類の提出における法定期間内に天災又は出願人の責めに帰

さない事由により優先権証明書類の提出期間を徒過したものは、その原因が消

滅した後 30 日以内に書面をもって理由を述べて優先権証明書類及び自分の責

めに帰さない事由を証明する書類を添付して現状の回復を請求することがで

きる。出願人の自分の責めに帰さない事由を証明する書類とは外国の特許庁か

ら発行した証明の書類の他に、期間徒過をもたらした事由を証明する資料など

も含まれ、これらを主張の根拠とする。出願人の責めに帰さない事由に属する

か否かについて具体的な案件で判断する。 

  所謂天災とは自然力による災害、例えば水害、地震、台風などを言う。所

謂自分の責めに帰さない事由とは客観的に見て通常の注意を払っても予見又

は避けられない事由のことである。もし、単なる主観的な事由であればそれを

基にして現状の回復を請求することができない。例えば、病気で入院し、代理

人又は送達受取人の過失により期間を徒過し（台北高等行政裁判所９６年度訴

字第 01838 号号判決を参照）、会社再建で業務の引継ぎがうまくいないことに

より期間を徒過した（経済部 92 年経訴字第 09206225560 号決定を参照）こと

は現状の回復を請求することができる事由に属さない。 

  特許庁は国民の便宜を図るために年金納付のことを知らせているが、特許

権者は納付期間を徒過した場合、特許庁の通知書は合法的に送達されていてい

ないことを理由として自分の責めに帰さない事由を主張することができない

（最高行政裁判所 96年度判字第 02081 号判を参照）。 

  出願人又は特許権者は非故意により、国際優先権を主張していなく、又は

主張していないと見なされ、証書料及び一年目特許料の納付期間を徒過し、又

は 2 年目以後の特許料の追納納期間を徒過したものについて一定の期間内に

権利回復を請求する機会があったので、もし、出願人又は特許権者は権利回復

を請求する場合、権利回復の請求期間を徒過したことに対して再び現状の回復

を請求することができない。 
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第十七章 特許権の取得及び維持 

【2022 年 12 月 1日施行】 

 

1.  特許権の取得 

 1.1  証書料及び 1年目の特許料の納付 

 1.2  特許権付与の公告及び公告延期 

 1.3  特許証の発行 

2.  特許権の期限 

3.  特許権の維持 

 3.1  特許料の納付 

 3.2  特許料の減免 

 3.3  特許料の追納及び権利回復 

 3.4  特許料の返還 

4.  特許権取得後の変更事項 
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第十七章 特許権の取得及び維持 

 

  特許出願、実用新案出願又は意匠出願は特許査定又は登録査定の処分を受

けた後、出願人は法定期間内に証書料及び 1年目の特許料を納付した後、初め

て特許権が与えられる。特許権の存続期間中、特許権者は法律の規定に従って

特許料を納付することにより特許権の有効性を維持させることができる。 

  証書料及び 1年目の特許料の納付、特許権付与の公告及び公告の延期、特

許証の発行、特許料の納付、特許料の減免、追納、返還、特許権を取得した後

の書誌事項の変更については本章で規定する。 

 

1.  特許権の取得 

 

  出願は特許査定又は登録査定の処分を受けたものについて特許査定書又

は登録査定の処分書が送達された後3ヶ月以内に証書料及び1年目の特許料を

納付した後、初めて公告され、公告日より特許権が発生し、特許証を発行する

こととなる。期限内に登録料を納付しなかったものについては公告されない。 

 

1.1  証書料及び 1年目の特許料の納付 

 

  特許証発行の請求には申請書を提出するとともに証書料及び 1 年目の特

許料を納付すべき。2名以上の出願人の場合、単独に証書の発行を請求するこ

とができ、代表者を決めたものについてその決まりに従う。 

  出願人は特許査定又は登録査定の処分を受けた後 3 ヶ月以内に証書料及

び 1年目の特許料を納付しなかった場合、公告しないとする。前記の 3ヶ月の

期間の性質は法定の期間であって、変更することができなく、延長することも

できないので、処分又は通知を待つことはない。期限内に証書料及び 1年目の

特許料を納付しなかったものについてその特許証発行の請求を受理しないと

処分する（特許料の納付方法について第 14章をご参照）。但し、出願人は非故

意により特許査定書又は登録査定の処分書の送達後、3ヶ月以内に納付しなか

ったものは、納付期限満了後の 6ヶ月以内に証書料及び 2倍の 1年目の特許料

を納付して特許証の発行を請求することができる。 

  例えば：特許査定書は 2012 年 12 月 20 日に出願人へ送達され、2012 年 12

月 21 日から起算して 2013 年 3 月 20 日までに証書料及び 1年目の特許料を納
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付すべき。もし、出願人は 2013 年 3月 21 日に証書発行を請求する場合、その

証書発行の請求を受理しない。もし、出願人は非故意により期限内に証書発行

の請求手続きをしなかったと主張して 2013 年 9 月 20 日までに証書料及び 2

倍の 1年目の特許料を納付すれば、特許証発行の請求を受理する。 

 

1.2  特許権付与の公告及び公告延期 

 

  出願人は 1.1 節の規定に従って証書料及び 1 年目の特許料を納付した後、

初めて公告され、且つ公告日より特許権が与えられる。 

  出願人は公告を延期する必要がある場合、証書料及び 1年目の特許料の納

付の時に申請書に理由を記載して公告の延期を請求する。延期の期間は 6ヶ月

間を越えてはいけない。特許庁が既に公告の作業を進めてから初めて公告の延

期を請求する場合、その公告延期の請求を受理しない。 

  ほかに、同一出願人が同じ創作内容について同日に特許出願と実用新案出

願の両方に出願し（以下二重出願と称する）、且つ、二重出願のことを声明し

た場合、専利法第 32 条第 2 項の権利継続の趣旨に基づいて出願人は特許出願

が「公告される前」、実用新案登録権を有効に維持させる義務を負い、もし、

特許出願が特許査定された後、実用新案登録権の消滅又は取り下げが確定され

れば、その実用新案登録権で保護された創作は公的な領域となり、実用新案登

録権は特許権の公告前に消滅し、当然権利継続することがなくなる。よって、

権利継続の規定に合うために、二重出願の特許出願でなされた特許査定につい

て行政手続法第 93 条の行政処分の附条を参照し、二重出願をするものについ

て特許査定書に、特許出願の公告日に実用新案登録権は既に消滅又は取り消し

された場合その特許出願を公告しないと明確に記載する。特許庁は特許出願を

公告する時に実用新案登録権は既に消滅又は取り消しされたことが確定した

ことを発見した場合、当該特許出願を公告しない。 

 

1.3  特許証の発行 

 

  特許証は特許権の存在を表す証明である。一つの特許権について一枚の特

許証のみを発行する。例え特許権者は 2名以上であっても同様に扱う。 

  特許証は出願の形式により特許、実用新案及び意匠との 3種類に分けられ

る。特許証において証書番号と、発明、考案又は創作の名称と、特許権者の氏

名と、発明者、考案者又は創作者の氏名と、権利期間、発効日を記載する。 
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  証書番号はそれぞれの証書に付与された番号であり、証書番号はアルファ

ベットを頭文字とし、その後ろに 6桁のアラビア数字を加えてなるものであり、

特許、実用新案及び意匠の英語の Invention、Model、Design の頭文字 I、 M、 

D を取って表し、アラビア数字を順を追って付する。 

  証書が紛失され、又は破損されて使用できなくなる場合、権利者は書面を

もって理由を述べて再発行を請求することができる。 

 

2.  特許権の期限 

 

  特許出願について、公告日より特許権が付与される。特許権の存続期間は

出願日から 20 年をもって終了する。実用新案登録権の存続期間は出願日から

10年をもって終了する。意匠登録権の存続期間は出願日から 15年をもって終

了する。関連意匠登録権（連合意匠登録権）の存続期間は本意匠権の終了とと

もに終了する。例えば、特許出願の出願日は 2005 年 9 月 13 日、公告日は 2008

年 7 月 11 日であって、特許権の存続期間は 2008 年 7 月 11 日から 2025 年 9

月 12 日までである。 

 

3.  特許権の維持 

 

  特許権を取得した後、特許権を維持するために 2年目以後の特許料は納付

済み年分の末日までに納付すべき。期限内に納付しなく、且つ期限満了後の 6

ヶ月以内にも追納しなかったものについて特許権は元来の納付期限満了後消

滅する。 

  期限内とはその年分の始まる前のことであり、例えば、特許権の公告日は

2003 年 1 月 1 日とし、特許権の 2年目は 2004 年 1 月 1 日から始まり、2年目

の特許料は 2003 年 12 月 31 日までに納付し、他の年分の納付も類推する。 

 

3.1  特許料の納付 

 

  特許庁は次の年分の特許料納付期限前に特許権者又はその代理人へ特許

料を納付すべきのことを通知し、当該特許庁納付の通知書は国民の便宜を図る

ものに属し、特許権者に知らせることを目的とし、法律に定められた義務付け

の通知ではない。特許権者は自分の権利を守るために特許料の納付通知を待た

ず、自らが法定期間内に納付すべき。 
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  特許料の納付は特許権者自らの納付もよいし、他人から代わりに納付して

もよい。特許料の納付の際に、特許料の納付申請書を添付して庁手数料を納付

すべき。納付方法としては現金（特許庁窓口での納付に限り）、振込み（ATM、

インターネット ATM 、インターネットの振替）、電信振込、銀行通帳無しの

送金、小切手、郵便振替、口座振替、特許料納付ネットでの納付などの方法が

ある（納付方法について第 14章を参照）。 

  特許料の納付の方法は出願番号、納付事由を特定することができれば、特

許料納付申請書を添付しなくてよい。例えば、その特定の出願番号について登

録した預金口座振替から特許料を引き落とす口座振替による納付、郵便振替票

に詳細に納付事由、出願番号、納付年分を記載して特許料を納付する郵便振替

による納付などの場合。 

  振込み、電信振込み、銀行通帳無しの送金等の方法で特許料を納付する場

合、納付する案件の出願番号、納付事由を特定することができないので、納付

した後、納付の証明書類（例えば、ATM の送金明細、インターネット振込み成

功のデータ、電信振込みの入金証明）を特許料納付申請書とともに特許庁窓口

へ提出、又は郵便に送付することにより特許料納付の手続きを完了させる。 

  「特許出願の庁手数料納付規則」に従って特許料の金額を納付すべき。特

許料の納付金額について納付の際に改定があった場合、改定後の金額を納付す

る。特許料は年を単位として納付し、特許権の期間は一年未満の場合、納付す

る特許料は一年分として納付する。 

  特許料の納付について年毎に納付してもよいし、一度数年分のものを纏め

て納付してもよい。一度数年分のものを納付しすれば、後日、特許料の引き上

げの改定があった場合、差額を補う必要がなく、特許料の引き下げの改定があ

った場合、余分に納付した料金は返還される。 

  出願人は期限内に特許料を納付しなかった場合、直ちに特許権が失う効果

が発生し、改めて処分又は通知する必要がない。よって、特許庁はその後、特

許権者に権利が消滅したことを通知してもこの通知は観念上の通知に属し、行

政処分ではない。 

  特許権の存続期間の延長登録の請求が許可されたものについて延長の期

間中やはり上記の規定に従って特許料を納付すべきである。 

  関連意匠登録権について単独に登録証を発行し、単独に権利を行使するこ

とができる。権利の存続期間中、上記の規定に従って登録料を納付すべき。 

  連合意匠登録権は本意匠権の登録証に追加記載されるので、登録料の納付

必要がない。 
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3.2  特許料の減免 

 

  特許権者は自然人又はわが国の学校である場合、特許料を減免する。特許

権者は外国の学校又はわが国、外国の中小企業である場合、書面をもって特許

料の減免を請求することができる。特許庁は必要と思うときに関連する証明書

類の提出を特許権者へ通知することができる。 

  特許権は 2名以上特許権者の共同所有の場合、特許権者の全員が減免の資

格を有する必要があって、且つ必要な手続きを済ませた上、初めて特許料を減

免することができる。 

  特許料減免の資格を有するものは、1年目から 6年目までの特許料を減免

される。一度で 3年分又は 6年分の減免を請求、又は 1年目から 6年目まで年

毎に減免を請求することができる。特許料の減免金額については、「特許料減

免規定」に従って扱う。特許料納付の際に、特許料の減免金額が改定された場

合、改定後の金額で納付すべき。 

  自然人である特許権者、且つ特許料を納付する能力を持っていないものは

年毎に書面にて特許料の減免を請求することができ、且つ戸籍の所在地の役所

又は関係のある政府機関が発行する低所得世帯の証明書を添付する。1年目の

特許料の減免を請求する場合、特許査定書又は登録査定の処分書が送達された

後 3ヶ月以内に行うべき。2年目以後の特許料の減免を請求する場合、特許料

の納付期限内、又は期限満了後の 6ヶ月以内に行うべき。 

  特許料を予納した後、特許料減免の条件を満たしたものは次の年から納付

期限が来ていない年分の特許料減免を請求することができる。特許料減免の請

求を認め且つ特許料を予納し、その後、減免の資格に合致しなくなった場合、

次の年度からその差額を補うべき。 

 

3.3  特許料の追納及び権利回復 

 

  2 年目以後の特許料を納付期間内に納付しなかったものは期限満了後の 6

ヶ月以内に追納することができる。特許料の追納の場合、元来の特許料のほか

に過ぎた期間により一月間につき 20％を追加納付し、最高は特許料の倍の金

額まで追加納付するという割増特許料を納付する必要がある。納付期間を経過

した期間は 1ヶ月未満の場合、1ヶ月間として計算する。 

（1）納付期間の経過は 1日から 1ヶ月以内まで：20％ 
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（2）納付期間の経過は 1ヶ月から 2ヶ月以内まで：40％ 

（3）納付期間の経過は 2ヶ月から 3ヶ月以内まで：60％ 

（4）納付期間の経過は 3ヶ月から 4ヶ月以内まで：80％ 

（5）納付期間の経過は 4ヶ月から 6ヶ月以内まで：100％ 

  特許料減免資格を有するものは上記の割合で割増特許料を納付するとき、

計算の本は減免した後の金額である。 

  追納期間内に納付しなかったものについてその特許権は元来の納付期限

満了後から消滅する。もし、特許権者は非故意により 6ヶ月の追納期間内に納

付しなかったものはその追納期間満了後、1年以内に権利回復を請求すること

ができ、且つ、3倍の特許料を納付した後、特許庁は権利の回復を公告する。 

  特許料減免の資格を有するものは権利回復を請求し、且つ、3倍の特許料

を納付するときは、減免後の特許料の 3倍額を納付する。 

  例えば：3年目の特許料は NT$ 2,500 であり、元来の納付期限は 2012 年

7 月 10 日以前であって、特許権者は 6ヶ月の追納期間満了前（即ち 2013 年 1

月 10 日前）に 3 年目の特許料を追納しなかった場合、特許権はその元来の納

付期限満了後、消滅する。特許権者は追納期限満了後 1 年以内（即ち、2014

年 1 月 10 日前）に権利回復を請求することができる。特許権者は 2013 年 9

月 10 日に権利回復を請求すれば、納付すべき金額は元来の 3 年目の特許料の

3倍の額、即ち NT$ 7,500（2,500✕3）となり、減免資格を有するものの場合、

納付すべき金額は減免後の納付金額の 3 倍、即ち NT$ 5,100〔（2500－800）

✕3）〕となる。特許権者が留意すべきのは3倍の3年目特許料の納付のほかに、

納付すべき 4年目特許料は実際に納付した日から計算するものである。上記の

例では 4年目特許料は NT$ 5,000 であって、納付期限は 2013 年 7 月 10 日前

であり、特許権者は 2013 年 9 月 10 日当日に纏めて納付した場合、既に期限を

2ヶ月経過したので、元来の 4年目特許料のほかに 4年目特許料の 40％の割増

特許料を追加納付すべき、即ち NT$ 7,000〔5000+（5000✕40％）〕を納付す

べき。もし、減免資格を有する場合、納付すべき金額は減免後の特許料に基づ

いて月ごとに割増して納付し、即ち NT$ 5,320〔（5000-1200）+（5000-1200）

✕40％）〕を納付するものとなる。 

 

3.4  特許料の返還 

 

  特許料を多く納付し、又は誤って納付した場合、領収書の原本を持って特

許料の返還を請求することができる。もし、領収書が紛失、破損し、又は他の
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事由により添付することができない場合、その代りに誓約書を提出することが

できる。 

  特許権を放棄、特許権が取り下げられ、又は特許権の公告前に特許証発行

の請求を取り下げた請求を認めた場合、既に納付した特許料は多く納付した事

情に属し、返還を請求することができる。但し、特許権を享有する期間は 1

年未満であっても、1年として計算する。 

 

4.  特許権取得後の変更事項 

 

  特許権取得後、特許権に関する登録事項の正確を期するために特許権利主

体以外の変更事項があった場合、例えば、特許権者の名称の変更、特許権者署

名捺印の変更、特許権者住所の変更、代表者の変更、発明者氏名の変更、発明

者及び国籍の変更などについて本篇第3章第4節の規定に従って届出を出すべ

き。 
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第十八章 特許権の存続期間の延長 

【2018 年 11 月 1日施行】 

 

1.  特許権の存続期間の延長を請求する請求人 

2.  特許権の存続期間の延長を請求する法定期間 

3.  特許権の存続期間の延長請求に必要な書類 

4.  特許権の存続期間の延長請求の公告 
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第十八章 特許権の存続期間の延長 

 

  医薬品、農薬品又はその製造方法に関する特許権の実施に当たって、他の

法律の規定により許可を得る必要があり、且つ、特許出願が公告された後、許

可を得たものは特許権者が最初の許可証をもって特許権の存続期間の延長を

請求することができ、但し、1回に限り、且つその許可証で特許権の存続期間

の延長を請求することも 1回に限る。 

  特許権の存続期間の延長を請求する場合、延長できる期間は中央政府の事

業主務官庁に許可証を請求するために実施できない期間を越えてはいけない。

許可証を得るために公告日から 5 年以上が掛かったても、延長許可期間は 5

年間を限度とする。 

  特許権の存続期間の延長の請求人、法定期間、具備すべき書類及び請求事

項の公告については本篇で規定する。 

 

1.  特許権の存続期間の延長を請求する請求人 

 

  特許権の存続期間の延長を請求する者は特許権者であるべき。特許権者か

ら専用実施権を第三者へ許諾した場合、専用実施権者も特許権の存続期間の延

長の申請案件の請求人になれる。 

  特許権は共同所有の場合、特許権の存続期間の延長手続きについて契約に

て代表者を約束したものを除き、各共同特許権者は単独に行うことができる。 

 

2.  特許権の存続期間の延長を請求する法定期間 

 

  特許権の存続期間の延長請求手続きは、1回目の許可証が下りた後 3ヶ月

以内に行わなければならない。但し、特許権の存続期間の満了前 6ヶ月以後に

特許権の存続期間の延長を請求することができない。前記期間を越えた後、延

長を請求したものについてその請求を受理しない。 

 

3.  特許権の存続期間の延長請求に必要な書類 

 

  特許権の存続期間の延長を請求する場合、次の書類を具備すべき： 

（1）特許権の存続期間延長の申請書。この申請書には次の事項を記載し、特
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許権者又は代理人から署名又は捺印される： 

A. 特許証の番号。 

B. 発明の名称。 

C. 特許権者の氏名又は名称、国籍、住所又は営業所、代表者を有するものの

代表者氏名。 

D. 延長請求の理由及び期間。 

E. 最初の許可証の許可日。 

（2）1 回目の許可証コピーとは関係法律に従って同一有効成分及び同一用途

で初めてもらった許可証のことを指し、且つその許可証の所有者は特許権者、

専用実施権者或いは非専用実施権者である。もし、形式上、許可証の所有者は

特許権者と一致しない場合、延長申請の申請人から説明し、且つ関連の証明書

類を提出すべき。次の状況が含まれる： 

A.両者は同一の法人格を有する。 

B.両者の間には専用実施権又は非専用実施権の関係が存在し、この場合、許諾

実施の事実を完成したことを証明する証明書類を提出すべき。 

C.許可証の所有者は非専用実施権者が実施権を許諾した通常実施権者である

場合、非専用実施権者が他人に実施権を許諾する権利を有することと、延長申

請のときに既に非専用実施権を許諾し、通常実施権を許諾したことを証明する

書類を提出すべき。 

 もし、同日に同じ有効成分及び同じ用途の許可証を複数取得した場合、特許

権者は初めて許可された許可証で延長を申請でき、且つその申請は 1回に限り、

且つ、その許可証を持って 1回のみ延長申請ができるので、延長申請の申請人

はその中の 1 件の許可証のみを選んで延長を申請しなければならない。（審査

の注意事項について審査基準第二篇の特許出願の実体審査第 11 章の特許権の

存続期間延長の第 4.5 節を参照） 

（3）特許権存続期間延長を請求した特許権は医薬品又はその製造方法である

ものは薬品の許可証の写しのほかに次の書類をも添付すべき： 

A. 国内臨床試験期間（引継ぎ試験期間）、国外臨床試験期間おける試験の開

始日と終了日を証明する証明書類及びリスト。リストにはそれぞれの臨床試験

計画の名称、計画番号及びその試験の開始日及び終了日などを記載する（医薬

品臨床試験リストの実例について第二篇特許出願の審査基準第十一章特許権

存続期間延長の付録を参照）。 

B. 国内薬品検験登録請求審査期間及びその開始日と終了日を証明する証明

書類。 
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（4）特許権の存続期間の延長を請求した特許権は農薬品又はその製造方法に

関するものである場合、農薬品の許可証の写しのほかに次の書類を添付すべ

き： 

A. 国内外畑試験期間とその開始日と終了日を証明する証明書類及びリスト。

リストにおいてそれぞれの畑試験計画の名称、計画番号及びその開始日と終了

日などを記載する（農薬品畑試験リストの例について第二篇特許出願の審査基

準第十一章特許権存続期間延長の付録を参照）。 

B. 国内農薬品登録請求審査期間及びその開始日と終了日を証明する証明書

類。 

  特許権の存続期間の延長請求について方式審査を行った後、書類を補充す

べきものに対して期間を指定して補正を命じ、期間内に補正をしなかったもの

の請求は受理されない。 

 

4.  特許権の存続期間の延長請求の公告 

 

  特許庁は特許権存続期間の延長請求を受けたときに申請書の内容を特許

公報に掲載すべき。 
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第十九章 特許権の変動 

【2022 年 12 月 1日施行】 

 

1. 譲渡届出 

 1.1 譲渡届出の届出人 

 1.2 具備すべき書類 

2. 承継届出 

 2.1 承継届出の届出人 

 2.2 具備すべき書類 

3. 信託届出 

 3.1 信託届出の届出人 

 3.2 具備すべき書類 

4. 実施権許諾設定登録 

 4.1 実施権許諾設定登録の申請者 

 4.2 具備すべき書類 

5. 再実施許諾設定登録 

 5.1 再実施許諾設定登録の申請者 

 5.2 具備すべき書類 

6. 質権の設定登録 

 6.1 質権の設定登録の申請者 

 6.2 具備すべき書類 

7. 変動届出の審査注意事項 

 7.1 双方代表 

 7.2 追加特許権、追加実用新案権、関連意匠登録権及び連合意匠登録権 
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第十九章 特許権の変動 

 

  特許権は無形の財産権であり、譲渡、承継、信託、他人への許諾実施又は

質権の対象となりえる。特許権の変動について双方の当事者の合意があったと

きに効力が発生した。但し、第三者に対抗する効力を発生するために特許庁で

登録しなければならない。その登録を許可し日を登録日とする（経済部知的財

産局（90）智法字第 09086000310 号解釈書を参照）。 

  特許権は裁判所又は行政執行分署により差し押さえられ、且つその差押が

登録された場合、その後の特許権の譲渡、信託、許諾実施又は質権設定登録の

届出を受理しない。差押を執行した裁判所又は行政執行分署がその差押を取り

下げた後、初めてその届出を受理する。 

  特許権の譲渡、承継、信託、許諾実施又は質権設定登録における請求人、

具備すべき書類及び方式審査の要点は本章で規定する。 

 

1.  譲渡届出 

 

  特許権者は法律の行為に従って特許権を譲受人に移転する場合、権利の主

体に変更があった。特許権の譲渡は双方の当事者が合意した日に効力が発生す

るが、譲渡の届出をした上、初めて第三者に対抗する効力が発生する。 

  会社は、合併、分割等の原因で法律に従って消滅会社又は分割会社の権利

を承継した場合、権利の主体に変更があったので、譲渡届出を提出しなければ

ならない。 

  特許権の帰属に争議があって仲介、仲裁又は確認訴訟の裁判判決により特

許権者を確定したものについてもし権利の主体に変更があり、確定された真の

特許権者は、仲介、仲裁又は裁判による確認書類を添付して譲渡届出の方法で

特許権者の名義変更を行うことができる。 

 

1.1  譲渡届出の届出人 

 

  特許権譲渡届出は特許権者又は譲渡人のいずれか一方のものが行うべき。 

 

1.2  具備すべき書類 
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  特許権譲渡届出には次の書類を具備すべきである： 

（1）特許権譲渡届出申請書。 

（2）譲渡契約書又は証明書類： 

 A. 契約書：原則として双方当事者が署名し、もし譲渡人のみが署名し、譲

受人が譲渡契約書へ署名していないが、譲渡届出申請書において譲渡手続きを

行うと署名した場合、双方の意思が一致したと言え、特許庁から補正を通知す

ることはない。 

 B. 会社合併の証明書類：主務官庁の発行、又は会社合併の契約書。 

 C. 他の譲渡を証明する証明書類： 

   特許権利の帰属に関する争議が和解したものは特許権の帰属の協議書 

   を添付する。他の法律によってもらった仲介、仲裁又は判決の書類。 

（3）特許権共有者は特許権の全部又はその持分を他人に譲渡し、それぞれ別々

の書類に署名した場合、共有所全員の同意書を添付すべき。もし、一部の書類

に全員から署名された場合、同意の意思を有すると認められ、別途同意書を提

出する必要がない。 

（4）贈与税に関する証明書類： 

  譲渡の原因は贈与であって、且つ譲渡人は自然人であるものについて税務

署の発行した税金納付済み証明書類、免税証明書類、贈与の総額に入れない証

明書類又は移転同意の証明書類の写しを提出すべき。提出することができない

ものの譲渡届出を受理しない。 

 

2.  承継届出 

 

  特許権者は特許権の存続期間中に死亡したとき、法律により承継人が権利

を承継したものは権利の主体に変更があったので、承継届出を提出することが

できる。 

 

2.1  承継届出の届出人 

 

  特許権の承継届出は承継人が行うべき。 

  承継人は複数の場合、承継人全員共同又はその中の一名が全員の名義で承

継届出を行い、もし、承継人全員が共同署名された時、その中の一名を送達受

取人として指定すべき。 
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2.2  具備すべき書類 

 

  特許権承継届出には次の書類を具備すべき： 

（1）特許権承継届出申請書。 

（2）死亡証明書。 

（3）相続関係説明図。 

（4）証明書類について次のいずれでよい： 

  A. 全戸の戸籍謄本 

  B. 相続証明書。 

（5）遺産税に関する証明書類： 

   税務署の発行した税金納付済み証明書、納税を免除した証明書、遺産総

額に入れない証明書又は移動同意書の写しを添付すべき。添付することができ

ない場合、承継届出を受理しない。 

  承継人は複数いる場合、その中の一人又は複数の人から承継するとき、上

記書類のほかに次の書類も添付すべき： 

（1）裁判所の発行した承継の権利を放棄する証明書。 

（2）公証された遺言書。 

（3）承継人全員から署名された遺産分割協議書。 

 

3.  信託届出 

 

  信託とは委託者が受託者に対して財産をの移転し、又はその他の処分を無

し、受託者は信託の趣旨に従って受益者の利益又は特定の目的のためにその信

託財産の管理又は処分をなすものである。特許権者は特許権を信託財産として

他人に特許権の管理、処分を他人に委託する場合、委託届出を提出すべき。 

 

3.1  信託届出の届出人 

 

  特許権の信託届出は特許権者又は受託者が行うべき。 

 

3.2  具備すべき書類 

 

  特許権の信託届出は次の書類を具備すべき： 

（1）特許権の信託届出申請書。 
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（2）信託契約又は証明書類： 

A. 信託届出：信託契約書または証明書類。 

B. 信託登録の取り消し（信託関係の消滅、特許権は委託者が取り戻す）：信

託契約又は信託関係の消滅証明書。 

C. 信託帰属届出（信託関係が消滅し、特許権は第三者に帰属する）：信託契

約書又は信託帰属証明書類。 

D. 他の変更事項における信託届出：変更証明書。 

  特許権が共同所有の場合、信託届出に添付すべき同意書については、本章

1.2 節の特許権共有所有における譲渡に具備すべき書類に関する規定を参照

する。 

 

4.  実施権許諾設定登録 

 

  特許権の実施を他人に許諾することは特許権の実施権、即ち製造、販売、

販売の要約、使用又は上記の目的で輸入する等の権利を他人に許諾することで

ある。許諾者（特許権者）は特許権利を他人に移転していなく、単に自分の特

許権の中の実施権利を他人に許諾するだけであって、自分は依然として特許権

者の地位を保有している。 

  特許権の実施を他人に許諾するには専用実施権の実施許諾と通常実施権

の実施許諾があり、「専用実施権」とは実施権の許諾を受けたものは許諾実施

の範囲内に特許権者及び第三者による特許権の実施を排除するものである。

「通常実施権」とは特許権者は特許権実施を許諾した後、許諾実施の同じ範囲

内において新たに第三者に特許権の実施を許諾することができるものである。 

  特許権は共有の場合、専利法の規定により共有者全員の同意を得た上、特

許権全部の譲渡、信託、実施許諾又は質権の設定をすることができる。言い換

えれば、特許権は共有の場合、共有者全員の同意を得た上で初めて特許権全部

の実施を他人に許諾することができる。全員の同意を得ないで自分の持分のみ

を他人に実施許諾してはいけない。 

 

4.1  実施権許諾設定登録の申請者 

 

  実施権設定登録は特許権者又は実施権者から行うべきである。 

 

4.2  具備すべき書類 
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  実施権許諾設定登録には次の書類を具備すべき： 

（1）実施権許諾設定登録申請書。 

（2）実施権許諾契約書又は証明書類： 

A. 実施許諾の設定登録：実施許諾の契約書又は証明書類。 

B. 実施許諾設定登録の抹消：実施権者の提出した設定登録抹消同意書、裁判

所の判決書及び判決確定証明書、又は法律に基づいて裁判所の判決と同じ効力

を有する証明書を添付し、但し、実施許諾の期間満了で消滅するものは添付す

る必要がない。 

C. 実施権許諾設定登録の変更届出：変更を証明する書類。 

  上記実施許諾の契約書又は証明書類にはつぎのことを記載すべき： 

（1）特許、実用新案又は意匠の名称又は特許証（登録証）番号。 

（2）実施許諾の種類、内容、地域及び期間： 

A. 実施許諾の種類：専用実施権又は通常実施権のいずれのかを記載する。審

査を行う時、契約書に記載された内容と専利法で規定された専用実施権の規定

に適合しているか否かを審査することにより実施許諾の種類を確定し、即ち形

式上から契約書の内容と申請書に記載されたものとは一致するか否かを照合

する。 

B. 実施許諾の内容：実施許諾の内容、例えば：製造、販売、販売の要約、使

用、上記の目的の輸入などを記載し、もし、一部の請求項について他人に実施

を許諾する場合、その内容に請求項の項番号を記載する。 

C. 実施地域：我が国の全国又はその一部の地域。一部の地域の場合、その地

域を詳細に記載すべき。 

D. 実施許諾期間：特許権の権利期間内。 

  特許権は共有の場合、特許権実施許諾の設定登録について添付すべき同意

書に関する取扱は本章 1.2 節の共同所有特許権譲渡届出に具備すべき書類の

規定を参照する。 

 

5.  再実施許諾設定登録 

 

  再実施許諾も実施許諾に属し、当事者の間の約束に属し、双方の当事者が

合意したときに効力が発生する。特許権の実施を他人許諾する時に、それは専

用実施権に属する場合、専用実施権者はその実施権を第三者へ再許諾すること

ができる。但し、契約には特約がある場合、この限りではない。通常実施権の
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許諾について通常実施権者は特許権者または専用実施権者の同意を得た上、初

めて実施権を第三者へ許諾することができる。 

 

5.1  再実施許諾設定登録の申請者 

 

  再実施許諾の設定登録は特許権者又は再実施権者から行うべきである。 

 

5.2  具備すべき書類 

 

  再実施許諾の設定登録は次の書類を具備すべき： 

（1）特許権再実施許諾設定登録の申請書。 

（2）再実施許諾の契約書又は証明書類： 

A. 再実施許諾の設定登録：再実施契約書又は証明書類。 

B. 再実施許諾登録の抹消：再実施権者の提出した抹消同意書、裁判の判決書

及び判決確定書、又は法律により裁判所の判決と同一効力を有する証明書類を

提出する。但し、元の実施許諾又は権利期間の満了により消滅するものについ

て上記書類の添付は不要である。 

C. 再実施許諾の設定登録の変更届出：変更を証明する書類。 

  上記の再実施許諾契約書又は証明書類に記載すべき事項については本章

第 4.2 節の実施許諾契約書又は証明書類に記載すべき事項に関する規定を参

照する。但し、再実施許諾の内容、地域及び期間は元来の実施許諾の範囲を限

度とする。 

 

6. 質権の設定登録 

 

  我が国の民法には動産の質権と権利の質権に関する規定がある。特許権は

無形の財産権であって、特許権を対象として質権を設定するものは当然権利の

質権に属し、本質上も担保物権の一種に属する。 

  同一の特許権は重複に質権の設定を行うことができる。特許権者は複数の

債権を担当するために同一の特許権に対して複数の質権を設定するものにつ

いて、その質権の順位は設定の前後によって決める。 

  特許権を対象とする質権の設定について契約に特約が場合を除いて質権

者はその特許権を実施することができない。 
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6.1  質権の設定登録の申請者 

 

  特許権の質権設定登録の申請は、特許権者又は質権者から行うべき。 

 

6.2  具備すべき書類 

 

  質権設定登録には次の書類を具備すべき： 

（1）質権設定登録の申請書。 

（2）質権設定契約書又は証明書類： 

A. 質権設定登録の申請：質権設定契約書又は証明書類。 

B. 質権登録の抹消：債権消滅証明書、質権人が質権設定の抹消を同意する証

明書類、裁判所の判決書及び判決確定証明書、又は法律に基づいて裁判所の確

定判決と同一の効力を有することを証明する証明書類。 

C. 質権設定登録の変更届出：変更を証明する書類。 

  上記質権設定契約書又は証明書類には次の事項を記載すべき： 

（1）特許、実用新案又は意匠の名称又はその特許証番号。 

（2）債権金額及び質権設定期間。質権設定期間は特許権の権利期間を限界と

する。 

  特許権は共有の場合、質権設定登録に添付すべき同意書の取扱について本

章 1.2 節の共有特許権における譲渡届出に具備すべき書類に関する規定を参

照する。 

 

7.  変動届出の審査注意事項 

 

7.1  双方代表 

 

  特許権の譲渡、信託、実施許諾及び質権の設定登録について双方の代表に

関する規定は本篇第 11章第 3.1 節を参照する。 

 

7.2 追加特許権、追加実用新案権、関連意匠登録権及び連合意匠登録権 

 

  追加特許権、追加実用新案権は本特許権と本実用新案権とと一緒に譲渡、

信託、承継又は質権設定などの変動を行うべき、且つ変動登録の申請書、証明

書類を提出し、庁手数料を納付すべき。譲渡を届け出る時に追加特許権、追加
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実用新案権の譲渡を単独に行うことができる。 

  連合意匠登録権は本意匠権とともに譲渡、信託、承継、実施許諾又は質権

設定登録を行うべき。連合意匠登録権は本意匠権に従属し、単独に権利を行使

することができないので、権利の変動登録の際に別々の変動登録の申請書、証

明書類を提出すべきが、本意匠権の変動登録の庁手数料のみを納付すればよい。 

  関連意匠登録権は本意匠権とともに譲渡、信託、承継、実施許諾又は質権

設定登録を行うべき。関連意匠登録権は単独に権利を行使することができ、且

つ単独の登録証が発行されるので、夫々の変動登録の申請書、証明書類を提出

し、且つ夫々の庁手数料を納付すべき。本意匠権は消滅又は取り消し確定され、

関連意匠登録権は二以上が存続している場合、これらの関連意匠登録権の譲渡、

信託、承継、実施許諾又は質権設定登録を一緒に行うべき、且つ夫々の変動登

録の申請書、証明書類を提出してそれぞれの庁手数料を納付すべき。 
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第二十章 訂正 

【2022 年 12 月 1日施行】 

 

1. 訂正の請求人 

2. 訂正の時期 

3. 訂正請求の書類及び記載すべき事項 

 3.1 特許及び実用新案 

 3.2 意匠 

4. 誤訳訂正の書類要求 

5. 訂正の公告 

6. 訂正請求と無効審判請求を合併する審査 
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第二十章 訂正 

 

  特許権者及び実用新案登録権者は明細書、特許請求の範囲又は図面につい

て請求項の削除、特許請求範囲の減縮、誤記の訂正又は誤訳の訂正或いは明瞭

でない記載の釈明をすべき事情があった時に訂正を請求することができる。意

匠登録権者はその明細書又は図面において誤記又は誤訳或いは明瞭でない記

載の釈明をすべき事情があった時に訂正を請求することができる。 

  訂正の請求人、訂正の時期、訂正の申請書類、訂正に記載すべき事項、訂

正の請求と無効審判の請求を合併して審査を行うなどの手続き上の審査要点

及び取扱については本章で規定する。 

 

1. 訂正の請求人 

 

  明細書、特許請求の範囲又は図面の訂正の請求人は特許権者であるべき。 

  特許権又は実用新案登録権は共有の場合、「請求項の削除」及び「特許請

求の範囲」の訂正を請求する時に、共有者全員の同意を得た上で初めて請求す

ることができる。但し、共有者の内の一人を全体の代表として訂正を請求する

ことができる。 

 

2. 訂正の時期 

 

  特許及び意匠の権利者は公告によって特許権及び意匠権を取得した後、権

利者は明細書、特許請求の範囲又は図面に対して訂正を請求することができる。

但し、訂正申請人は登録料の納付から公告される前までに訂正を請求する場合、

当該特許出願はまだ公告されていなく、特許権者が繰り返して訂正を請求する

ことを避けるためにその訂正請求の審査を遅らして公告された後訂正の審査

を行う。 

  実用新案権者は公告によって権利を収得した後、登録後の訂正請求は技術

評価書の発行請求を受理され、又は訴訟に係属しているときに限って認められ

る。前記の期間中でない登録後の訂正請求は受理されない。 

  特許出願は特許査定又は登録査定の処分を受けた後、登録料の納付前に訂

正を請求するものについて特許権はまだ取得されていないので、その訂正請求

を受理しない。また、特許権者は特許権の当然消滅後訂正を請求する場合、訂
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正の対象は存在していないので、その訂正請求を受理しない。 

  権利者は無効審判被請求の期間中、答弁期間内、補充答弁期間内又は意見

書提出期間内に限って訂正を請求することができる。但し、特許権は民事訴訟

又は行政訴訟に係属している場合、且つ、訂正の必要がある時、無効審判の審

査期間中、訂正を請求することができ、前期の三種類の期間に制限されない。 

特許権の権利期間満了による権利の当然消滅した後、利害関係者はその特

許権の取り消しにより法律上の利益を回復することができるものは特許権の

当然消滅した後も無効審判を請求することができる。この場合、無効審判の審

査期間中、特許権者は訂正を請求することができる。 

  特許権は取り消しの審決を受け、特許権者は不服として行政救済を提起し

て行政救済に係属しているとき、特許庁の取り消し処分は既に実質的な拘束力

（実質的な存続力）を生じるので、行政訴訟により特許権取り消しの審決を取

り消す前に請求した訂正を受理しない。 

  特許権又は実用新案登録権の請求項の一部が取り消しの審決を受け、無効

審判の請求は行政救済に係属している場合、元の審決は無効審判の成立した請

求項に対して拘束力があり、よって特許権者の提起した訂正は無効審判不成立

と審決された請求項のみに対して行うことができる。 

  訂正内容は無効審判請求の請求項が含まれるものについて訂正は特許請

求の範囲の全体に対して行うべきので、当該請求項の部分の訂正内容を削除し、

削除した後の全文の特許請求範囲の提出を期限付で特許権者に通知すべき。期

限内に補正しなかったものについてその訂正の請求を受理しない。訂正請求の

中の一部のみを審査する訂正請求を受理することはない。意匠登録権について

無効審判成立は意匠権全体に対して審決されたので、無効審判成立の審決を受

けたものについて訂正の請求を受理しない。 

 

3. 訂正請求の書類及び記載すべき事項 

 

3.1 特許及び実用新案 

 

  訂正請求には次の書類を添付すべき： 

（1）訂正申請書一式 2部： 

  明細書を訂正するものは訂正の頁数、段落番号及び行数、訂正内容及び理

由を記載すべき。特許請求の範囲を訂正するものは訂正の請求項、訂正内容及

び理由を記載すべき。図面を訂正するものは訂正の図番号及び訂正内容を記載



 
 

第一篇 方式審査と専利権の管理 

 

 

139 
 

すべき。 

A. 訂正内容には訂正前と訂正後の内容を記載し、削除の部分について削除の

文字の上に線を引き、追加内容の部分について追加の文字の下にアンダーライ

ンを引く。 

B. 訂正理由について特許出願は専利法第 67 条第 1 項を適用すると記載すべ

き。実用新案出願は専利法第 120 条が第 67 条第 1 項を準用することを記載す

べき。 

C. 特許請求の範囲の訂正について請求項を削除する場合、他の請求項の項番

号を変更してはいけない。 

D. 図面の訂正について一部の図面を削除する場合、他の図面の図番号を変更

してはいけない。 

E. 無効審判請求に係属している時に訂正を請求するものについて訂正請求

書に無効審判請求の番号を記載すべき。 

（2）訂正後の線を引かない明細書、図面の入れ替え頁を一色 2 部、特許請求

の範囲の訂正について特許請求の範囲の全文を一式 2部、訂正を無効審判請求

に合併して審査を行うものについて一件の無効審判請求案件に一式２部を追

加提出すべき。 

（3）請求項の削除及び特許請求の範囲の減縮について特許権実施許諾又は質

権設定をしたものは実施権者又は質権者の同意書を提出すべき、共有特許権の

場合、訂正の請求は特許権者全員から提出するものではない時、全員の同意書

を提出すべき。 

（4）特許権が無効審判の審査期間中に係属し、実用新案権が訴訟に係属して

いる期間中、訂正を請求したものについて民事又は行政訴訟に関連する証明書

類を提出すべき。 

  訂正申請書には訂正事項を記載せず、又は他の申請書書類が不足している

時、期限付きの補正を命じ、期限内に補正をしなかったものの訂正請求を受理

しない。 

 

3.2 意匠 

 

  訂正請求には次の書類を添付すべき： 

（1）訂正請求項一式１部： 

明細書の訂正について、訂正の頁数と行数、訂正内容及び理由を記載すべき。

図面の訂正について訂正する図面の名称及び訂正理由を記載すべき。 
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A. 訂正内容には訂正前と訂正後の内容を記載すべき。元来の内容を削除する

ものについて削除の文字に線を引き、追加の内容について追加の文字にアンダ

ーラインを引く。 

B. 訂正理由について専利法第 139 条第 1項を適用すると記載すべき。 

C. 無効審判請求の期間中に訂正を請求するものについて訂正の請求項には

無効審判請求の番号を記載すべき。 

（2）訂正後の線を引かない全文の明細書及び図面一式 2 部。訂正請求を無効

審判請求に合併したものは各無効審判請求案件に一式 2部を追加提出すべき。 

  訂正請求書には訂正事項を記載せず、又は他の申請書類が不足しているも

のについて特許出願の取扱を参照する。 

 

4. 誤訳訂正の書類要求 

 

  外国語書面にて出願し、出願後、中国語翻訳文を提出することにより出願

日を取得したものについて中国語明細書、特許請求の範囲又は図面に対して訂

正を請求することができるが、外国語書面に対して訂正を請求することができ

ない。公告された特許権が付与された後、中国語翻訳文に誤訳を発見した時、

誤訳の訂正を請求することができ、当該誤訳訂正は出願日を取得した外国語書

面と照合する。 

  特許権の公告後、誤訳により明細書、特許請求の範囲又は図面の訂正を請

求するものについて添付すべき書類は本篇第 10 章第 2 節の誤訳訂正の書類要

求を参照する。但し、訂正後の線を引かない明細書の全文、図面の入れ替え頁

を一式 2部提出すべき。特許請求の範囲の訂正は全文の特許請求の範囲を一式

2部提出すべき。誤訳訂正を無効審判請求に合併した場合、各無効審判請求案

件に一式 2部を追加提出すべき。 

  誤訳訂正以外の事由で訂正を請求する場合、訂正請求書を具備すべき、誤

訳訂正を請求する場合、誤訳訂正請求書を具備すべき。もし、両者同時に請求

する場合、二種類の申請書を夫々提出してもよいし、誤訳訂正の申請書に訂正

及び誤訳訂正の事由を夫々記載してよく、且つ一つの庁手数料を納付すればよ

い。 

 

5. 訂正の公告 

 

  特許権者は明細書、特許請求の範囲又は図面の訂正を請求し、訂正を許可
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した後、そのことを公告する。明細書、特許請求の範囲及び図面は訂正の公告

がされた後、出願日に遡って効力が発生する。 

 

6. 訂正請求と無効審判請求を合併する審査 

 

  特許権者は訂正を請求するものについて無効審判請求の前又は後に提出

したに係わらず、その訂正請求は単独に提出したのか無効審判請求答弁の時に

提出したのかに係わらず、無効審判請求人と特許権者の攻防方法の行使を平衡

させるために訂正請求を無効審判請求と合併して審査を行うことにより紛争

を一度で解決する。 

  無効審判請求の前に提出された訂正請求は最初の無効審判請求と合併し

て審査を行い、且つ無効審判請求人と特許権者へ通知する。無効審判請求の後

に提出された訂正請求は複数件の無効審判請求に依存するものであれば、その

訂正申請書には各無効審判請求案件の番号を記載すべき、且つ各無効審判請求

案件に訂正申請書一式 2部を追加提出すべき。但し、一つの訂正庁手数料を納

付すればよい。各依存された無効審判請求案件は訂正の審査が完了した後、再

び訂正後の結果に基づいてこれらの無効審判の審査を継続させる。
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第二十一章 無効審判 

【2019 年 11 月 1日施行】 

 

1. 無効審判請求人 

2. 代理人 

3. 無効審判請求できる時期 

4. 無効審判請求の必要書類及び記載事項 

5. 特許権者の答弁 

6. 無効審判請求の取り下げ 
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第二十一章 無効審判 

 

如何なる人は公告された特許権について専利法によって特許を付与すべ

きものではない事由を発見した場合、又は利害関係者は冒認特許又は共有特許 

権者の全員から出願したものではないことを発見した場合、理由及び証拠を添

付して無効審判を請求して当該特許を無効にすることを要求することができ

る。特許無効と審決されて確定したときは、特許権の効力は初めから存在しな

かったものと見なされる。 

如何なる人は特許権の存続期間延長の登録査定について専利法に適合し

ない事由を発見したときは、理由及び証拠資料を添付して無効審判を請求して

特許権存続期間延長登録を無効にする無効審判を請求することができる。無効

と審決されて確定したものはその許可された存続期間の延長は初めから存在

しないものと見なされる。但し、許可された延長期間は実施できない期間を超

えたものについて、無効審判により無効審決が確定された場合、その超えた期

間については延長されていないとみなされる。 

  無効審判請求人適格、無効審判請求の時期、具備すべき書類及び記載事項、

特許権者の答弁及び無効審判請求の取り下げ等の手続き審査の要点及び取扱

については本章で規定する要点である。 

 

1. 無効審判請求人 

 

無効審判は民衆による審査制度であるので、特定の事由は利害関係者に限

って提起できることを除いて如何なる人でも無効審判を請求することができ

る。但し、特許権者自らが無効審判を請求する場合、専利法で規定された無効

審判の進行は双方当事者から共同に参加することを前提とし、特許権者へ答弁

をさせる過程を実行すべき、且つ、無効審判の案件は無効審判請求の声明、理

由及び添付証拠資料を審理する原則とし、不成立と審決された時、第三者に対

して一事不再理が適用されので、上記の「如何なる人」は特許権者自身が含ま

れず、公衆による審査制度に適合しないことを避けるために特許権者自らの無

効審判請求を受理しない。 

非法人団体であって、代表者又は管理者を設けたものは権利能力を有しな

い団体に属するが、行政手続きの当事者能力及び行為能力を有するので、無効

審判請求人とすることができる。但し、独資の会社は訴願法に規定された訴願

能力及び訴訟法の当事者能力を有しないので、依然として自然人を無効審判請
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求人とすべき。 

  無効審判請求において主張する事由は冒認出願、又は共有特許権者全員か

ら出願したものではないことである場合、利害関係者に限って無効審判を請求

することができる。特許出願が公告された後 2年以内に冒認出願、又は共有特

許権者全員から出願したものではないことを無効審判請求の理由とし且つ無

効審決の確定した後 2 ヶ月以内に同じ創作で特許を出願したものについては

特許無効の審決を受けた特許権の出願日をその出願日とする。このような案件

について留意すべきのは非法人団体を無効審判請求人とすることができるが、

特許出願の出願人とするには依然として特許主体の資格を具備しなければな

らない。 

特許権の存続期間が満了又は当然消滅した後、特許の無効により回復すべ

き法律上の利益がある利害関係者に限って無効審判を請求することができる。

利害関係者であるか否か？回復すべき法律上の利益があるか否か？について

実体審査の時に審査する。 

 

2. 代理人 

 

無効審判請求について如何なる人でも自らが提起でき、又は代理人に委任

して提起する。但し、我が国の国境内において住所又は営業所を有しないもの

は代理人に委任して行うべき。 

  各無効審判請求案件の代理人は 3名を超えてはいけない。但し、無効審判

請求人と特許権者は当事者両方のそれぞれに属するので、無効審判請求人の代

理人人数と特許権者の代理人人数とは別々に計算し、従って、無効審判請求人

と特許権者は夫々3名の代理人を委任することができる。 

特許権者は無効審判の段階において委任した代理人について無効審判に

対して特別の委任を行うことを除いて元来の代理人人数と合併して計算し、合

計 3名の代理人を超えてはいけない。 

 

3. 無効審判請求できる時期 

 

特許出願は特許査定を受けた後、公告日より特許権が与えられ、よって、

公告日より特許権の存続期間中、いつでも無効審判を請求することができる。 

利害関係者は特許無効により回復すべき法律上利益がある場合、特許権が

当然消滅した後、無効審判を請求することができる。但し、無効審決が確定し、
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特許権は初めから存在しなかったものであるので、この場合の無効審判の請求

を受理しない。 

２年目以後の特許料追納期間中に無効審判請求があった場合、特許権者は

追納するか否かについては未定であって、特許権者は確実に特許料を納付した

後、初めて無効審判の審理を継続する。もし、特許権者は期限内に特許料を納

付しなかったことにより元来の特許料納付期限満了後、特許権が当然消滅し、

特許庁は期限付で無効審判請求人に、特許を無効にすることにより回復すべき

法律上の利益があることを証明する証明書類の提出を命じ、期限内に提出しな

かったものの無効審判請求を受理せず、且つ庁手数料を返還する。 

無効審判を請求する時に、当該出願はまだ公告されていない場合、その無

効審判請求を受理しないべき。但し、当該出願は既に特許査定され且つ特許料

を納付したが、まだ公告されていなく、この時は特許権がないが、無効審判請

求の手続きの繰り返しを避けるためにその処理を暫く中止し、当該特許権が公

告されてから無効審判の手続きを継続させる。 

 

4. 無効審判請求の必要書類及び記載事項 

 

無効審判の請求には申請書一式 3部を具備し、無効審判請求の番号、特許

証の番号、無効審判の被請求案件の発明名称、請求人、被請求人、代理人など

を記載すべき、且つ次の事項を記載し、証拠を一式 3部提出すべき： 

（1）無効審判の声明 

特許又は実用新案に対して無効審判を請求するものは請求項の全部又は一

部を無効にすべき旨を記載すべき。 

一部の請求項に対して無効審判を請求する場合、具体的に無効を請求する請

求項の項番号を記載し、 

特許権の存続期間の延長登録に対して無効審判を請求する場合、無効を請求

する特許権存続期間延長された開始日と終了日を記載する。 

無効審判を請求した後、無効審判請求の声明を変更又は追加してはいけなな

いが、減縮することができる。無効審判請求人は声明事項を変更または追加

する場合、その変更又は追加の声明を受理しない。 

（2）無効理由 

 無効審判請求の基づく専利法条項及び具体的ない事実を記載し、且つ各具体  

 的ない事実と証拠との間の関係を記載すべき。 

証拠とは物証と書証が含まれる。書証は正本又は原本を提出すべき。写し
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の場合、原本又は正本と一致することを証明しなければならない。但し、手続

き審理の段階においては無効審判に提出された書証の写しは原本又は正本と

一致する証明について審理をしなく、無効審判の実体審理の段階で審理をする。 

物証いついては原則上、一つでよい。 

無効審判の書証は外国語のものである場合、無効審判の実体審理の段階で

始めて中国語翻訳文の全文訳又は一部の訳文を提出することを請求人に通知

する必要があるか否かを判断する。但し、手続き審理の段階で被請求人が中国

語翻訳文の全文又はその一部を要求する時、請求人に中国語翻訳文の全文又は

その一部を提出することを通知する。期限内に補正をしなかった時、その後の

手続きを継続する。 

冒認出願又は共有特許権者全員から出願したものではないという事由で

無効審判を請求するものは、利害関係者の証明書類を提出すべき。利害関係者

は特許権が当然に消滅した後無効審判を請求した場合、特許を無効にすること

により回復すべき法律上の利益があることを証明する証明書類を提出すべき。

例えば：裁判所の判決書。 

無効審判の請求には利害関係者の証明書類又は回復すべき法律上の利益

があることを証明する書類を提出すべであるが、提出しなかったものについて

期間を指定して補正を命じ、期限内に補正をしなかった場合、その無効審判の

請求を受理しなく、且つ、庁手数料を返還する。 

無効審判請求の申請書には無効審判請求の声明、無効審判理由を記載して

いなく、証拠を添付しなく、又は無効審判請求の基づく条項を記載していない

場合、無効審判請求日より１ヶ月以内に補正することを請求人に命じ、期限内

に無効審判理由、無効審判証拠又は無効審判請求の基づく条項を補正しなかっ

たものについて手続きを継続する。但し、無効審判請求の際に声明を記載しな

く、又は無効審判理由を記載していなく且つ証拠を添付していないものについ

て期限付で補正を命じたが期限内に補正をしなかった場合、その無効審判の請

求を受理しない。 

 

5. 特許権者の答弁 

 

無効審判の請求を受理した後、請求人の添付した声明、理由、証拠は方式

審理で完備したと審理された場合、無効審判請求の申請書の副本及び添付の証

拠を特許権者に送付し、送達日の翌日より１ヶ月以内に答弁することを命じ、 

特許権者は事前に延長理由を述べ延長を請求し、その期間延長を許可したもの



 
 

第一篇 方式審査と専利権の管理 

 

 

147 
 

を除いて期限内に答弁をしなかった場合、直接に審理を行う。もし、無効審判

請求日より 3ヶ月以内に請求人から更に補充理由、証拠を提出した場合、併せ

て特許権者に送付し、期間を指定して補充の答弁を命じる。期限内に答弁しな

かった場合、直接に審理を行う。但し、無効審判請求人は無効審判請求日から

3ヶ月を超えて補充理由、証拠を提出したものについて法律によって審査をな

く、且つ、特許権者にも交付しない（第五篇無効審判第一章特許権の無効審判

を参照）。 

 

6. 無効審判請求の取り下げ 

 

無効審判請求の取り下げは原則上、請求人の自由であり、無効審判の審決

前に無効審判を取り下げることができる。但し、特許権者は既に答弁した場合、

特許権者の同意を得る必要がある。特許庁は無効審判の取り下げの事実を特許

権者に通知する。通知書の送達後 10 日以内に特許権者は反対意見を示してい

ない場合、無効審判の取り下げを同意すると見なす。但し、既に審決された場

合、取り下げはできない。
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第二十二章 特許権の消滅、無効及び回復 

【2019 年 11 月 1日施行】 

 

1. 特許権の消滅 

2. 特許無効 

3. 特許権の回復 
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第二十二章 特許権の消滅、無効及び回復 

 

特許権の消滅とは特許権は法定事由で他人の主張又は特許庁の処分に寄

らず、消滅の効果が発生することを言う。 

特許権利の消滅効力は以後に発生し、消滅前の特許権の効力に影響を与えない。 

  特許無効とは特許権は無効審判の成立により無効とされたことを言う。特

許無効と審決されて確定したものはその特許権は始から存在しなかったもの

と見なされる。 

特許権の回復とは、特許権者は非故意により特許料納付期限内に特許料を

納付しなかったことにより特許権が消滅したとき、法律に基づいて特許権の回

復を請求することを言う。 

 

1.  特許権の消滅 

 

特許権は当然消滅する法定事由を次に示す： 

（1）特許権の存続期間満了の時、満了後消滅する： 

特許権の存続期間は出願日より 20 年をもって終了し、実用新案登録権の存

続期間は出願日より 10 年をもって終了し、意匠登録出願の存続期間は出願

日より 15 年をもって終了する。権利の存続期間が満了した後、当然消滅す

る。 

例えば：特許権の出願日は 1986 年 5 月 2 日であって、公告日は 1987 年 9

月 16 日であり、特許権の権利発生日は 1987 年 9 月 16 日であり、権利の存

続期間は 2006 年 5月 1日であり、特許権の存続期間満了後の消滅日は 2006

年 5月 2日である。 

（2）特許権者が死亡し、承継人がない： 

特許権者が死亡し、承継人と主張する人がいない。特許権は公共の財産に帰

属し、如何なる人でも利用することができる。 

（3）2 年目以後の特許料は追納期限満了前に納付しなかったものは元来の納

付期限満了後から消滅する： 

1年目の特許料の納付は特許権を取得する条件であって、納付しなかったも

のは特許権を取得することができないので、特許権消滅の事情がない。2年

目以後の特許料は納付しようとする年分の前年以前に納付しなければなら

ない。もし、期限内に納付しなく、且つ、納付期限満了後 6ヶ月以内に追納

しなかったものはその特許権が当然消滅する。 
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例えば：特許出願の出願日は 2000 年 1 月 3日であって、公告日は 2001 年 9

月 11 日であり、その特許権の発生日は 2001 年 9 月 11 日であり、特許権存

続期間は 2020 年 1 月 2 日であり、もし特許権者は 5年目の特許料納付期限

を経過して納付しなかった場合、特許権の当然消滅日は 2005 年 9月 11 日で

ある。 

（4）特許権者がその権利を放棄する時、書面で示した日より消滅する： 

特許権者は特許権を放棄する時、特許庁へ書面にて示した日より消滅する。 

他に同一出願人は同じ創作について同日に特許出願と実用新案出願の両

方に出願し（二重出願と称する）、且つ願書に二重出願したことを声明し、特

許庁は審査を行った結果、二つの出願は二重出願の要件に適合し、且

つ専利法第 32 条第 3 項の事情がないことを確認した場合、特許出願

の特許査定を下す前に出願人に二者択一を命じ、出願人は特許出願を

選んだ場合、特許出願の特許査定書を発行し、出願人は特許出願の証

書料及び第 1 年の特許料を納付した後、実用新案登録権はその特許権

の公告日より消滅する。 

 

2. 特許無効 

 

特許権は無効審判により成立と審決されたものについて特許を無効にす

べき。特許権又は実用新案登録権を無効にする際に、請求項毎に無効審判を請

求することができる。 

特許無効と審決された後、次の事情のいずれかが有する場合、特許無効が

確定したこととなる： 

（1）行政救済を提起していないもの。 

（2）行政救済を提起したが、却下されて確定したもの。 

特許無効が確定したものは特許権は初めから存在しなかったものと見な

される。 

 

3. 特許権の回復 

 

2 年目以後の特許料について納付期限内に特許料を納付しなかった場合、

納付期限満了後 6ヶ月以内に追納することができるが、追納期間内に納付しな

かったものは特許権は元来の特許料納付期限満了後消滅する。但し、特許権者

は非故意により上記の追納期間内に納付しなかった場合、追納期間満了後 1
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年以内に特許権の回復を請求して且つ 3 倍の特許料を納付すれば特許権は回

復される。 
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